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総論

教育は，子供たち一人一人の人格の完成を目指すものであり，子供たちが将来にわたって
幸福な生活を営んでいく上で不可欠です。また，将来この国や社会を担っていく人材を育て
ていくという使命もあり，このような教育の重要性はどのような時代にあっても変わること
はありません。特に，昨今では，グローバル化や知識基盤社会の到来，少子高齢化の進展な
ど，社会が急速な変化を遂げており，教育の重要性はますます高まっています。
このような時代の中で子供たちへの教育を一層充実していくよう，文部科学省では，教育
機会の確保や教育水準の維持向上のため，学習指導要領が目指す教育の実現，科学技術系人
材を育成するための理数教育の推進，グローバル人材の育成に向けた教育の充実，キャリア
教育・職業教育の推進，高等学校教育改革の推進，教科書の充実，いじめ・不登校等の生徒
指導上の諸課題への対応，道徳教育の充実，人権教育の推進，子供の健康と安全の確保，き
め細かで質の高い教育に対応するための教職員の資質能力向上や指導体制の整備，生涯にわ
たる人格形成の基礎を培う幼児教育の振興，障害のある子供一人一人の教育的ニーズに応じ
た特別支援教育の推進，地方教育行政の在り方と地域とともにある学校づくり及び幼児・児
童・生徒に対する経済的支援の充実など，様々な施策を実施しています。

	 第 1 節	 学習指導要領が目指す教育の実現
学習指導要領は，子供たちが全国どこにいても一定水準の教育を受けられるようにするた
めに，学校が編成する教育課程の大綱的基準として，国が学校教育法等に基づいて定めるも
のです。これまで，おおむね10年ごとに改訂してきています。現行の学習指導要領では，
「確かな学力」，「豊かな心」，「健やかな体」の知・徳・体のバランスを重視した「生きる力」
を育むことを目指しています。

1 新学習指導要領について
近年，情報技術の飛躍的な進化等を背景とした人工知能（AI）の急速な進化やグローバ
ル化の進展などに伴い，社会の変化は加速度を増し，複雑で予測困難となってきています。
そのような社会の中で，子供たち一人一人が，直面する様々な変化を柔軟に受け止め，感性
を豊かに働かせながらどのような未来を創っていくのか，どのように社会や人生をよりよい
ものにしていくのかを考え，予測できない変化に受け身で対処するのではなく，主体的に向
き合って関わり合い，その過程を通して，自らの可能性を発揮し，よりよい社会と幸福な人
生の創り手となっていけるようにすることが必要です。
このような時代において，子供たちが未来を切り拓

ひら

くために必要な資質・能力を確実に育
成するため，平成29年 3 月に幼稚園教育要領及び小・中学校学習指導要領を，30年 3 月に
高等学校学習指導要領を改訂しました。

（1）改訂のスケジュール
学習指導要領改訂に向けては，平成26年11月に文部科学大臣から「初等中等教育におけ
る教育課程の基準等の在り方について」諮問が行われたことを受け，中央教育審議会におい
て議論を重ね，28年12月に「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学習
指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」を取りまとめました。本答申の内容
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を踏まえ，29年 3 月には新しい幼稚園教育要領及び小・中学校学習指導要領が，30年 3 月
には新しい高等学校学習指導要領が公示されました。また，特別支援学校幼稚部教育要領，
特別支援学校小学部・中学部学習指導要領は29年 4 月に公示されました。特別支援学校高
等部学習指導要領についても現在改訂に向けた作業を進めているところです。
幼稚園では，周知・徹底期間を経て，平成30年度から全面実施されます。
小・中学校では，周知・徹底期間を経て，平成30年度から移行期間が始まります。移行
期間中においては，円滑な移行のため内容の一部を加える等の特例を設けるとともに，教科
書等の対応を要しない場合などには，積極的に新学習指導要領による取組ができるようにし
ています。また，小学校の新学習指導要領において，小学校 3年生から 6年生で外国語科及
び外国語活動の標準授業時数が増加することを踏まえて，標準授業時数に関する特例も設け
ています。
今後は，教科書の作成・検定・採択・供給等を経て，平成32年度から小学校より順次，
新学習指導要領を実施することとしています。

	図表 2-4-1 	 学習指導要領改訂に関するスケジュール

特別支援学校学習指導要領（幼稚部及び小学部・中学部）についても，平成29年4月28日に改訂告示を公示。
特別支援学校学習指導要領（高等部）についても，高等学校学習指導要領と一体的に改訂を進める。

今後の学習指導要領改訂に関するスケジュール
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（2）改訂の基本的な考え方
新学習指導要領では，教育基本法，学校教育法などを踏まえ，これまでの我が国の学校教
育の実践や蓄積を活

い

かし，子供たちが未来社会を切り拓
ひら

くための資質・能力を一層確実に育
成することを目指します。その際，子供たちに求められる資質・能力とは何かを社会と共有
し，連携する「社会に開かれた教育課程」を重視しています。
また，知識及び技能の習得と思考力，判断力，表現力等の育成のバランスを重視する現行
学習指導要領の枠組みや教育内容を維持した上で，知識の理解の質を更に高め，確かな学力
を育成することとしています。
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加えて，先行する特別教科化など道徳教育の充実や体験活動の重視，体育・健康に関する
指導の充実により，豊かな心や健やかな体を育成することとしています。

（3）知識の理解の質を高め資質・能力を育む「主体的・対話的で深い学び」
①「何ができるようになるか」を明確化
知・徳・体にわたる「生きる力」を子供たちに育むため，「何のために学ぶのか」という
学習の意義を共有しながら，授業の創意工夫や教科書等の教材の改善を引き出していけるよ
う，全ての教科等を，①知識及び技能，②思考力，判断力，表現力等，③学びに向かう力，
人間性等の三つの柱で再整理しています。
例えば，中学校理科の生命領域においては，前述の三つの柱に沿って，①生物の体のつく
りと働き，生命の連続性などについて理解させるとともに，②観察，実験など科学的に探究
する活動を通して，生物の多様性に気付くとともに規則性を見いだしたり表現したりする力
を養い，③科学的に探究しようとする態度や生命を尊重し，自然環境の保全に寄与する態度
を養うことを目標としています。
②我が国の教育実践の蓄積に基づく授業改善
我が国のこれまでの教育実践の蓄積に基づく授業改善の活性化により，子供たちの知識の
理解の質の向上を図り，これからの時代に求められる資質・能力を育んでいくことが重要で
す。
小・中学校においては，これまでと全く異なる指導方法を導入するということではなく，
地域や学校によっては年齢構成の不均衡により，30代，40代の教員の数が少なくなってい
る中，これまでの教育実践の蓄積を若手教員にもしっかり引き継ぎつつ，授業を工夫・改善
する必要があります。
学校における喫緊の課題に対応するため，平成29年 3 月に「公立義務教育諸学校の学級
編制及び教職員定数の標準に関する法律」が改正されました。これにより，16年ぶりの計
画的な教職員定数の改善が図られています。教員が授業準備などを行う時間や子供と向き合
う時間を確保するための条件整備や「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」
の策定などによる業務負担の軽減などを一層推進しました。
また，既に行われている優れた教育実践の教材，指導案などを集約・共有化し，各種研修
や授業研究，授業準備での活用のために提供するなどの支援の充実も図ることとしていま
す。

（4）各学校におけるカリキュラム・マネジメントの確立
教科等の目標や内容を見渡し，特に学習の基盤となる資質・能力（言語能力，情報活用能
力，問題発見・解決能力等）や現代的な諸課題に対応して求められる資質・能力の育成のた
めには，教科等横断的な学習を充実する必要があります。また，「主体的・対話的で深い学
び」の視点からの授業改善においては，単元など数コマ程度の授業のまとまりの中で，習
得・活用・探究のバランスを工夫することが重要です。
そのため，学校全体として，教育内容や時間の適切な配分，必要な人的・物的体制の確
保，実施状況に基づく改善などを通して，教育課程に基づく教育活動の質を向上させ，学習
の効果の最大化を図るカリキュラム・マネジメントを確立することを目指します。

（5）教育内容の主な改善事項
①言語能力の確実な育成
言葉は，学校という場において子供が行う学習活動を支える重要な役割を果たすものであ
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り，全ての教科等における資質・能力の育成や学習の基盤となるものです。したがって，言
語能力の向上は，学校における学びの質や，教育課程全体における資質・能力の育成の在り
方に関わる課題であり，文章で表された情報の的確な理解に課題があると指摘される中，ま
すます重視していく必要があります。現行学習指導要領では，児童生徒一人一人の思考力・
判断力・表現力等を育むために，国語科をはじめ各教科等で記録，説明，要約，論述，話合
いなどの言語活動の充実を図っています。新学習指導要領においても，国語科を要としつつ
各教科等の特質に応じて，発達の段階に応じた語彙

い

の確実な習得や，情報を正確に理解し適
切に表現する力の育成など，言語能力の確実な育成を進めることとしています。
②理数教育の充実
次代を担う科学技術系人材の育成や国民一人一人の科学に関する基礎的素養の向上を図る
ため，理数好きな子供の裾野の拡大や子供の才能を見いだし伸ばしていくことが重要です。
現行学習指導要領では，算数・数学，理科の授業時数や内容が充実され，観察・実験などの
充実を図っています。新学習指導要領においては，育成を目指す資質・能力を明確化し，日
常生活等から問題を見いだす活動や見通しを持った観察・実験などの充実により更に学習の
質を向上させることとしています。
③伝統や文化に関する教育の充実
国際社会で活躍する日本人の育成を図るためには，我が国や郷土の伝統や文化を受け止
め，その良さを継承・発展させるための教育を充実することが必要です。このため，新学習
指導要領においては，我が国の言語文化，県内の主な文化財や年中行事の理解，我が国や郷
土の音楽，和楽器，武道，和食や和服などの指導を通して，我が国の伝統や文化についての
理解を深める学習の充実を図っています。
④道徳教育の充実
学校教育では，調和のとれた人間の育成を目指して，子供たちの発達段階に応じた道徳教
育を展開することとしています。
小学校では平成30年度，中学校では31年度から「特別の教科　道徳」が全面実施されま
す。高等学校では，30年 3 月に公示した新学習指導要領において，校長のリーダーシップ
の下，道徳教育推進教師を中心に，全ての教師が協力して道徳教育を展開することを新たに
規定するとともに，公民の「公共」，「倫理」，特別活動が，人間としての在り方生き方に関
する中核的な指導の場面であることを明記しました。
これを見据え，文部科学省では，各地域の特色を生かした道徳教育を推進するため，研修
の実施や地域教材の作成など，各学校や地方公共団体等の多様な取組を支援するとともに，
映像資料等を紹介する「道徳教育アーカイブ」の内容の充実を図っています。
⑤体験活動の充実
生命や自然を大切にする心や他を思いやる優しさ，社会性，規範意識などを育てるため，
学校において，自然体験活動や集団宿泊体験，奉仕体験活動といった様々な体験活動を行う
ことは極めて有意義です。現行学習指導要領では，自然や文化などに親しむとともに，人間
関係などの集団生活の在り方や公衆道徳などについての望ましい体験等を行うために，特別
活動の時間等において，体験活動の充実を図っています。新学習指導要領においても，生命
の有限性や自然の大切さなどを実感するための体験活動の充実や自然の中での集団体験活
動，職場体験を重視するといった体験活動の充実を進めることとしています。
⑥外国語教育の充実
グローバル化が急速に進展する中で，外国語によるコミュニケーション能力は，これまで
のように一部の業種や職種だけではなく，生涯にわたる様々な場面で必要とされることが想
定され，その能力の向上が課題となっています。現行学習指導要領では，外国語を通して，
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言語や文化に対する理解を深め，積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度や，情報
や考えなどを理解したり伝えたりする力の育成を目標として掲げ，小学校高学年における外
国語活動の導入や，「聞くこと」，「読むこと」，「話すこと」，「書くこと」の英語力を総合的
に育成することを狙いとした改訂が行われ，学校現場においては，指導改善による成果が認
められています。しかし，学年が上がるにつれて学習意欲に課題が生じるといった状況や，
学校種間の接続が十分とは言えず，児童生徒が進級や進学をした後に，それまでの学習内容
を発展的に生かすことができないといった状況も指摘されていました。また，中・高等学校
における生徒の英語力では，習得した知識や経験を生かし，コミュニケーションを行う目的
や場面，状況等に応じて適切に表現することなどに課題があるとされています。
これらの成果や課題を踏まえ，次期学習指導要領においては，外国語教育の更なる改善・
充実のため，国際的な基準であるCEFR＊1などを参考にして，小・中・高等学校で一貫した，
「聞くこと」，「読むこと」，「話すこと［やり取り・発表］」，「書くこと」の五つの領域により
示す，領域別の目標を設定することとしました。
各学校段階においては，小学校では，中学年から「聞くこと」，「話すこと」を中心とした
外国語活動を通じて外国語に慣れ親しみ，外国語学習への動機付けを高めた上で（年間35
単位時間程度），高学年から発達段階に応じて段階的に「読むこと」，「書くこと」を加え，
総合的・系統的に教科として学習を行うこと（年間70単位時間程度）としています。これ
を踏まえ，中学校では，互いの考えや気持ちなどを外国語で伝え合う対話的な言語活動を重
視し，授業を外国語で行うことを基本とし，具体的な課題等を設定するなどして，学習した
語彙

い

，表現などを実際に活用する言語活動を改善・充実することなどを中心として改訂を行
いました。また，高等学校では，複数の領域を結び付けた統合的な言語活動を通じて，「聞
くこと」，「読むこと」，「話すこと［やり取り・発表］」，「書くこと」の力をバランスよく育
成するための科目群として「英語コミュニケーションⅠ・Ⅱ・Ⅲ」を設定し，「英語コミュ
ニケーションⅠ」を共通必履修科目とするとともに，発信力の強化に特化した科目群として
「論理・表現Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」を新設する等の改訂を行っています。
⑦国旗・国歌の指導
学校における国旗・国歌の指導は，児童生徒に我が国の国旗・国歌の意義を理解させ，こ
れを尊重する態度を育てるとともに，諸外国の国旗・国歌も同様に尊重する態度を育てるた
めに，学習指導要領等に基づいて行っているものです。
平成11年 8 月には「国旗及び国歌に関する法律」が施行され，国旗・国歌の根拠につい
て慣習として定着していたものが成文法としてより明確に位置付けられ，学校教育における
国旗・国歌に対する正しい理解が更に進められました。
現行の学習指導要領では，小・中学校の社会科において我が国及び諸外国の国旗と国歌の
意義を理解させ，これらを尊重する態度を育てるよう指導することとしているとともに，小
学校の音楽科において，国歌を「歌えるよう指導すること」としています。加えて，小・
中・高等学校の特別活動において「入学式や卒業式などにおいては，その意義を踏まえ，国
旗を掲揚するとともに，国歌を斉唱するよう指導するものとする」と規定しています。この
位置づけは，新学習指導要領においても引き続き維持しています。
また，平成30年 4 月から実施される新幼稚園教育要領においては，「国旗に親しむ」こと
に加え，国歌などに親しんだりすることを新たに規定しています。なお，幼保連携型認定こ
ども園教育・保育要領及び保育所保育指針においても幼稚園教育要領と同様の内容が定めら

＊1	 CEFR（Common European Framework of Reference for languages）：シラバスやカリキュラム手引の作成，学習指導教材の
編集のために，透明性が高くて分かりやすく参照できるものとして，2001（平成13）年に欧州評議会（Council	of	Europe）
が発表したもの。
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れました。
文部科学省では，引き続き，全ての学校において学習指導要領に基づいた国旗・国歌に関
する指導が一層適切に行われるよう指導することとしています。

（6）新学習指導要領の円滑かつ着実な実施に向けた取組
新学習指導要領の理念を確実に実現するためには，その趣旨を広く周知するとともに，そ
の実施に必要な人材や予算，時間，情報，施設・設備といった資源をどのように整えていく
のかという条件整備等が必要不可欠です。
文部科学省では，趣旨の周知・徹底の取組として，文部科学省主催の説明会の開催や各都
道府県教育委員会等が開催する説明会への講師の派遣，各教科等の改訂のポイントを解説す
る動画の作成などを行っており，平成30年度以降もそうした取組を更に進めていくことと
しています。
また，新学習指導要領の円滑な実施に必要な指導体制の整備のため，平成30年度予算に
おいては，新学習指導要領における小学校外国語教育の早期化・教科化に伴う，質の高い英
語教育を行う専科指導教員の充実などに必要な教職員定数の改善を計上しています。他に
も，学校現場における業務改善の推進，教科書など教材の改善充実，全国の優れた教育実践
の収集・共有，研修に係る指導・助言などひとつひとつの施策にしっかりと取り組んでいく
こととしています。

（7）教育課程の改善等に向けた取組
文部科学省では，今後の教育課程の基準の改善に資する実証的資料を得るため，昭和51
年から研究開発学校制度を設けています。この制度は，学校における教育実践の中から提起
されてくる教育上の課題や急激な社会の変化・発展に伴って生じた学校教育に対する多様な
要請に対応するため，研究開発を行おうとする学校を「研究開発学校」として指定します。
学習指導要領等の現行の教育課程の基準によらない特別の教育課程の編成・実施を認め，そ
の実践研究を通して新しい教育課程・指導方法等を開発していこうとするものです。
これまでの研究開発の成果は，学習指導要領の改訂に関する中央教育審議会における審議
等の中で，具体的な実証的資料として生かされてきています。例えば，今回の学習指導要領
改訂においても，育成を目指す資質・能力，小学校における外国語教育，高等学校における
「歴史総合」，「公共」の新設等を検討するに当たって，研究成果が活用されています。
また，学校が，地域の実態に照らしたより効果的な教育を実施できるよう，学校又は地域
の特色を生かした特別の教育課程の編成・実施を認める「教育課程特例校」制度を設けてい
ます。具体的には，東京都品川区の「市民科」，世田谷区の「日本語科」など，学校の創意
工夫を生かした教育課程が編成・実施されています。

2 我が国の子供たちの学力・学習状況
子供たちの学力・学習状況を調査するため，我が国では「全国学力・学習状況調査」を実
施するとともに，「OECD生徒の学習到達度調査（PISA：ピザ）」，「国際数学・理科教育動
向調査（TIMSS：ティムズ）」に参加しています。これらの調査結果を踏まえ，世界トップ
レベルの学力・規範意識を育むための取組を一層推進することが重要です。文部科学省で
は，①言語活動や理数教育の充実などを図った学習指導要領の着実な実施とフォローアッ
プ，②教職員定数の改善や，教職員の資質向上によるきめ細かな指導体制の整備，③「全国
学力・学習状況調査」の継続的な実施による教育の検証改善サイクルの確立などに取り組ん
でいます。
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（1）全国学力・学習状況調査の実施
文部科学省では，平成19年度から，全国の小学校 6年生と中学校 3年生の児童生徒の学
力状況などを把握する「全国学力・学習状況調査」を毎年 4月に実施しています。この調査
は，①義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から，全国的な児童生徒の学力や学
習状況を把握・分析し，教育施策の成果と課題を検証し，その改善を図ること，②学校にお
ける個々の児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てること，③以上のよう
な取組を通じて，教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立することを目的として実施
しています。教科は国語と算数・数学で，それぞれ主として「知識」に関する問題（A問
題）と主として知識・技能の「活用」に関する問題（B問題）を出題しています（24年度，
27年度及び30年度調査では理科も実施）。また，学力を問う教科の調査だけでなく，児童生
徒の生活習慣や学習環境，学校の指導方法等の調査も行い，学力との関連を分析していま
す。
調査結果を活用することで，各教育委員会や学校は自らの教育の成果と課題を検証し，教
育施策や教育指導の改善・充実に生かすことができ，教育に関する継続的な検証改善サイク
ルの構築が着実に進むことが期待できます。文部科学省としては，各教育委員会や学校に積
極的な調査結果の活用を促しています。文部科学省及び国立教育政策研究所では，調査結果
を踏まえた教育指導の充実や学習状況の改善に向けた取組への支援として，①設問ごとに分
析結果や指導改善のポイントを示した「報告書」の作成，②課題が見られた事項について，
授業の改善・充実を図る際の参考となるよう授業のアイディアの一例を示した「授業アイ
ディア例」の作成，③調査結果を活用した指導改善に向けた説明会の開催，④都道府県教育
委員会等の要請に応じて助言を行うための学力調査官等の派遣，⑤教育委員会・学校におけ
る調査結果を活用した優れた学校改善の取組事例の収集・普及，⑥専門家等による追加的な
分析・検証などを行っています。また，調査実施から調査結果を提供するまでの間も，各教
育委員会や学校において教育施策や教育指導の改善・充実に資するよう，問題ごとに出題の
趣旨や学習指導の改善・充実を図る際のポイントなどを示した「解説資料」を配布していま
す。

（2）平成29年度全国学力・学習状況調査の概要
平成29年度は，国語，算数・数学の 2教科での悉

しっ

皆調査を 4月18日に実施しました。29
年度の調査結果の特徴としては，中学校数学の一部の問題（多角形の内角の和の求め方の理
解，二元一次方程式と一次関数のグラフの関係の理解，相対度数を求めること）について，
改善の傾向が見られました。一方で，各教科を通じ，特にB問題において，与えられた情報
から目的や意図，事象の関係性等を的確に把握し，説明することなどに課題が見られまし
た。課題が見られたものとして，例えば，「目的や意図に応じ，中学生からの助言を基に必
要な内容を整理して，協力を依頼する文章を書くこと」（小学校国語），「2つの図形の関係
を回転移動に着目して捉え，数学的な表現を用いて説明すること」（中学校数学）などが挙
げられます。
質問紙調査では，児童生徒に対する調査と学校に対する調査を実施しています。平成29
年度の調査においては，新学習指導要領を見据え，28年度に引き続き「主体的・対話的で
深い学びの視点による学習指導の改善」に関する状況等について調査を行ったほか，部活動
に関する質問等について，新たに質問項目を設け調査を行いました。継続的に調査している
項目については，経年での推移を示すとともに，教科に関する調査とのクロス分析を行って
います。
その結果，主体的・対話的で深い学びの視点による学習指導の改善に向けた取組状況につ
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いては，平成28年度同様，児童生徒・学校共に，肯定的な回答を選択した方が，教科の平
均正答率が高い傾向にあることが分かったことに加え，就学援助を受けている児童生徒の割
合を統制変数とした三重クロス分析の結果でも，就学援助率にかかわらず，同様の傾向が見
られました。また，児童生徒の自己肯定感に関する状況では，「自分にはよいところがある
と思う」や「先生は，あなたのよいところを認めてくれていると思う」と回答している児童
生徒の割合に増加傾向が見られました。回答別に平均正答率を比較してみると，「自分には，
よいところがあると思いますか」との質問では，小学校においては，「当てはまる」と回答
した児童の平均正答率が最も高い一方，中学校においては，「どちらかといえば，当てはま
る」と回答した生徒の平均正答率が最も高いなどの状況でした。さらに，中学校調査におい
て，普段（月曜日から金曜日）の 1日当たりの部活動の時間を問う新規の質問項目を設けた
ところ，1日当たり，2時間以上，3時間より少ない時間，部活動をしている生徒の割合が
約 4割と最も高く，1時間以上，2時間より少ない時間，部活動をしている生徒の割合が約
3割とその次に高い状況にありました。部活動の時間別に平均正答率を比較してみると，1
日当たり，1時間以上，2時間より少ない時間，部活動をしている生徒の平均正答率が最も
高い状況にありました（図表2-4-2）。

図表 2-4-2 	 部活動の状況【中学校】

3時間以上
30分～ 1時間

2～ 3時間
30分未満

1～ 2時間
全くしない

3時間以上

2時間以上，3時間より少ない

1時間以上，2時間より少ない

30分以上，1時間より少ない

30分より少ない

【生徒質問紙】普段（月曜日から金曜日），1日当たりどれくらいの時間，部活動をしますか

選択肢毎の平均正答率

11.4

43.3

29.0

3.4

1.0

11.7

回答割合

全くしない

（%）

73.0
66.5

58.9

43.3

78.9
74.2

66.7

49.7

80.4
76.0

69.1

52.1

77.5
72.2

64.7

48.9

75.4
69.8

62.9

47.9

72.8
65.8

56.8

42.6

国語A 国語B 数学A 数学B
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（3）OECD生徒の学習到達度調査（PISA：ピザ）
OECDでは，義務教育修了段階の15歳児（日本は高等学校 1年生）が，自らの知識や技
能を実生活の様々な場面で直面する課題にどの程度活用できるかを評価するため，「生徒の
学習到達度調査（PISA）」を実施しています。調査は，2000（平成12）年から 3年ごとに読
解力，数学的リテラシー，科学的リテラシーの 3分野について行われており，直近では
2015（平成27）年に調査が実施されました。
2015（平成27）年調査からは，従来の筆記型調査からコンピュータ使用型調査へ移行し
ました。2015（平成27）年調査の結果からは，日本は，科学的リテラシー，読解力，数学
的リテラシーの各分野において，国際的に見ると前回調査に引き続き，平均得点が高い上位
グループに位置していることが分かりました。一方，読解力は前回調査と比較すると，平均
得点が有意に低下しています（図表2-4-3）。また，生徒の科学に対する態度については，
OECD平均と比較すると指標の値が依然として小さいものの，例えば，自分の将来に理科の
学習が役立つと感じている生徒の割合が，2006（平成18）年調査と比較すると増加するな
どの改善が見られました。読解力においては，コンピュータ使用型調査に対する生徒の戸惑
いが見られましたが，解答状況の分析などからは，子供たちを取り巻く情報環境が大きく変
化する中で，学習指導要領改訂に向けた検討においても指摘された諸課題が，具体的に見ら
れたものと考えられます。文部科学省では，こうした結果を踏まえながら，学習指導要領の
改訂により国語教育の改善・充実を図り，学習基盤となる言語能力や情報活用能力を育成す
るとともに，読解力の向上に関する調査研究の充実や学校ICT環境整備の加速化を推進す
ることとしています。

	図表 2-4-3 	 PISA平均得点及び順位の推移

534点
4位/30か国

（6位/41か国）

523点
6位/30か国

（10位/57か国）

529点
4位/34か国
（9位/65か国）

536点
2位/34か国
（7位/65か国）

516点
6位/35か国
（8位/72か国）

522点
8位/28か国
（8位/32か国）

498点
12位/30か国

（14位/41か国）

498点
12位/30か国

（15位/57か国）

520点
5位/34か国
（8位/65か国）

538点
1位/34か国
（4位/65か国）

532点
1位/35か国
（5位/72か国）

531点
3位/30か国

（6位/57か国）

539点
2位/34か国
（5位/65か国）

547点
1位/34か国
（4位/65か国） 538点

1位/35か国
（2位/72か国）

480

490

500

510

520

530

540
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560
（点）

2000 2003 2006 2009 2012

数学的リテラシー（OECD平均）
数学的リテラシー 読解力 科学的リテラシー

読解力（OECD平均） 科学的リテラシー（OECD平均）

読解力

数学的リテラシー
科学的リテラシー

2015（調査実施年）

※各リテラシーが初めて中心分野となった回（読解力は2000年，数学的リテラシーは2003年，科学的リテラシーは2006年）の
OECD平均500点を基準値として，得点を換算。数学的リテラシー，科学的リテラシーは経年比較可能な調査回以降の結果を掲
載。中心分野の年はマークを大きくしている。

※2015年調査はコンピュータ使用型調査への移行に伴い，尺度化・得点化の方法の変更等があったため，2012年と2015年の間
には波線を表示している。

読解力
（OECD平均）

数学的リテラシー
（OECD平均）

科学的リテラシー
（OECD平均）

（OECD平均）493点

（OECD平均）490点

（OECD平均）493点
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（4）国際数学・理科教育動向調査（TIMSS：ティムズ）
国際教育到達度評価学会（IEA）では，小学校 4年生，中学校 2年生を対象とし，初等中
等教育段階における児童生徒の算数・数学と理科の教育到達度を測定し，学校のカリキュラ
ムで学んだ基本的な知識や技能がどの程度習得されているかを評価するため，「国際数学・
理科教育動向調査（TIMSS）」を 4年ごとに実施しています。直近では，2015（平成27）年
に調査が実施されました。
2015（平成27）年調査の結果からは，日本は，教育到達度の平均得点については，小・
中学校の算数・数学，理科の全てにおいて，国際的に見て引き続き上位に位置しており，前
回調査と比較して，平均得点が有意に上昇したことが明らかになりました（図表2-4-4）。
さらに，成績下位の児童生徒が減少し，成績上位の児童生徒が増加している傾向も見られま
した。算数・数学，理科に対する意識については，小学生の「理科は楽しい」を除いて国際
平均を下回っている項目が多いものの，「算数・数学，理科は楽しい」と思う児童生徒の割
合が増加しており，中学校においては国際平均との差が縮まっている傾向が見られました。

	図表 2-4-4 	 TIMSS平均得点及び順位の推移

【平均得点の推移】
1995 1999 2003 2007 2011 2015

小
学
校
４
年
生

算
数

567点
（3 位/
26か国）

（調査実施せず）
565点

（3 位/
25か国）

568点
（4 位/
36か国）

585点
（5 位/
50か国）

593点
（5 位/
49か国）

有意差なし 有意差なし 有意に上昇 有意に上昇

理
科

553点
（2 位/
26か国）

（調査実施せず）
543点

（3 位/
25か国）

548点
（4 位/
36か国）

559点
（4 位/50

か国）

569点
（3 位/
47か国）

有意に低下 有意差なし 有意に上昇 有意に上昇

中
学
校
２
年
生

数
学

581点
（3 位/
41か国）

579点
（5 位/
38か国）

570点
（5 位/
46か国）

570点
（5 位/
49か国）

570点
（5 位/42

か国）

586点
（5 位/
39か国）

有意差なし 有意に低下 有意差なし 有意差なし 有意に上昇

理
科

554点
（3 位/
41か国）

550点
（4 位/
38か国）

552点
（6 位/
46か国）

554点
（3 位/
49か国）

558点
（4 位/42

か国）

571点
（2 位/
39か国）

有意差なし 有意差なし 有意差なし 有意差なし 有意に上昇

※各国・地域の得点は，1995年調査における基準値（500点（対象児童生徒の 3 分の 2 が400点から600点に入るよう標準化））か
らの変化を示す値である。

	 第 2 節	 	科学技術系人材を育成するための理
数教育の推進

（1）理数好きな子供の裾野の拡大
文部科学省では，理数教育を着実に実施するため，教員によって負担の大きい実験の準
備・調整等の業務を軽減するための理科観察実験アシスタントの配置支援や，「理科教育振
興法」に基づいた，公・私立の小・中・高等学校等における観察・実験に係る実験用機器を
はじめとした理科，算数・数学教育に使用する設備の計画的な整備を進めています。
科学技術振興機構では，学校・教育委員会と大学等が連携・協働し，中高生自ら課題を発
見し，科学的な手法に従って継続的・自立的な実践活動を進める「中高生の科学研究実践活
動推進プログラム」等の取組を実施しています。また科学技術分野で活躍する女性研究者・
技術者，女子学生等と女子中高生の交流機会の提供や実験教室，出前授業の実施等を通して
女子中高生の理系分野に対する興味・関心を喚起し，理系進路選択の支援を行う「女子中高

	

第
第
第	

初
等
中
等
教
育
の
充
実

文部科学白書2017　153



生の理系進路選択支援プログラム」を実施しています。

（2）子供の才能を見いだし伸ばす取組の充実
文部科学省では，平成14年度から，先進的な理数教育を実施する高等学校等を「スーパー
サイエンスハイスクール（SSH）」に指定し，科学技術振興機構を通じて支援を行うことで，
生徒の科学的能力や科学的思考力を培い，将来の国際的な科学技術人材の育成を図っていま
す。30年度においては，全国204校の高等学校等が特色ある取組を進めることとしていま
す。
科学技術振興機構では，平成29年度から，理数分野で特に突出した能力のある小中学生
を対象に，その能力の更なる伸長を図るため，大学等が特別な教育プログラムを提供する
「ジュニアドクター育成塾」を開始しています。また，意欲・能力のある高校生を対象とし
た，国際的な科学技術人材を育成するプログラムの開発・実施を行う大学を「グローバルサ
イエンスキャンパス」において選定し，支援しています。
さらに，全国の高校生等が学校対抗・チーム制で理科・数学等における筆記・実技の総合
力を競う場として，「第 7回科学の甲子園」が埼玉県さいたま市において開催され，神奈川
県代表チームが優勝しました。中学生を対象に茨城県つくば市で開催された「第 5回科学の
甲子園ジュニア」では東京都代表チームが優勝しました。
このほか，科学技術振興機構では，数学・化学・生物学・物理・情報・地学・地理等の国
際科学技術コンテストの国内大会の開催や，国際大会への日本代表選手の派遣，国際大会の
日本開催に対する支援を行っています。国際科学オリンピックの国内大会の参加者数は，
年々増加し，平成29年度は 2万1,033人となっています。同年度の国際科学オリンピックの
日本代表選手は，金メダル10個，銀メダル16個，銅メダル 3個の合計29個のメダルを獲得
しました。

	 第 3 節	 	グローバル人材の育成に向けた教育
の充実

初等中等教育段階から国際的な視野を持つグローバル人材を育成するため，文部科学省で
は，小・中・高等学校を通じた外国語教育の強化，高校生の海外留学の促進，スーパーグ
ローバルハイスクール（SGH）の指定や国際理解教育の推進に取り組んでいます。また，海
外で学ぶ子供や帰国・外国人児童生徒等に対する教育の充実に取り組んでいます。

1 グローバル社会の中で特に求められる力
グローバル化が進行する社会においては，多様な人と関わり様々な経験を積み重ねるなど

「社会を生き抜く力」を身に付ける過程の中で，未来への飛躍を担うための創造性やチャレ
ンジ精神，強い意志を持って迅速に決断し組織を統率するリーダーシップ，国境を越えて
人々と協働するための英語等の語学力・コミュニケーション能力，異文化に対する理解，日
本人としてのアイデンティティーなどを培っていくことが，一層重要になってきます。
これらを踏まえ，文部科学省では以下に述べるように小・中・高等学校を通じた外国語教
育の強化，高校生の海外留学の促進，スーパーグローバルハイスクール（SGH）の指定や国
際理解教育の推進に取り組むとともに，海外で学ぶ子供や帰国・外国人児童生徒等に対する
教育の充実に取り組んでいます。
また，国際社会で活躍する日本人の育成を図るためには，我が国の歴史や伝統文化，国語
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に関する教育を推進していくことも重要です。このため，新学習指導要領においては，我が
国の言語文化，県内の主な文化財や年中行事の理解，我が国や郷土の音楽，和楽器，武道，
和食や和服などの指導を通して，我が国の伝統や文化についての理解を深める学習の充実を
図っています。また，平成27年度から，地域の伝統や文化に関する教材の作成や指導方法
の開発等を行う地方公共団体等の取組を支援しています。

2 英語をはじめとした外国語教育の強化
（1）学習指導要領における外国語教育
文部科学省では，外国語教育の更なる改善・充実を図るため，これまで次期学習指導要領
等について議論を重ねてきました。平成28年12月21日には，中央教育審議会より次期学習
指導要領の方向性として，小学校外国語教育の早期化・教科化，中・高等学校における更な
る改善・充実等が提言され，29年 3 月には小・中学校学習指導要領が，30年 3 月には高等
学校学習指導要領が改訂されました＊2。

（2）外国語教育の改善・充実
文部科学省では，外国語教育の更なる改善・充実を図るため，学習指導要領の改訂を行う
とともに，教育環境の整備にも努めています。小学校外国語教育の早期化・教科化に対応す
るための小学校中学年・高学年用の新教材については，平成29年 9 月に高学年用教材“We	
Can！”を，同年12月に中学年用教材“Let’s	Try！”を公表し，29年度中には，30年度に使用す
る 3年生から 6年生の児童用冊子，教師用指導書，デジタル教材を，希望する全ての学校に
配布しました。
あわせて，平成30年度から，民間機関を活用した小学校外国語の効果的な指導法等の開
発を行い，その成果を他の学校等へ普及することを予定しています。
また，平成26年度から，小学校教員や中・高等学校の英語担当教員の英語力・指導力向
上のため，各地域で研修講師や助言者としての役割を担う「英語教育推進リーダー」を養成
する中央研修を行うとともに，「英語教育推進リーダー」が各地で講師となって行う研修等
の取組を支援しています。この取組は29年度で 4年目を迎え，合計約2,000人の英語教育推
進リーダーを養成しています。
加えて，平成28年度からは現職の小学校教員が教科としての外国語科の指導に対応する
ため，中学校教諭免許状も取得可能となる「小学校英語教科化に向けた専門性向上のための
講習の開発・実施事業」を36大学に委託し，実施しています。
さらに，小学校英語教科化等に対応した教員養成・採用について，小学校教諭の養成課程
における外国語の指導法の必修化や外国語（英語）コアカリキュラムの活用により小・中・
高等学校教諭の養成課程について，さらなる改善や充実を図るとともに，専門性を考慮した
採用選考を促進し，平成35年度から新課程を修了した教員の採用を開始できるよう取り組
んでいます。
加えて，平成30年度予算において，一定の英語力を有し，質の高い外国語教育を行う専
科教員を確保するため，教員定数1,000人の加配を盛り込みました。
このほか，文部科学省は，総務省及び外務省と共に「語学指導等を行う外国青年招致事業

（JETプログラム）」を推進しています。本プログラムは，外国語教育の充実や地域レベルで
の国際交流の進展を図ることを通じて，諸外国との相互理解を増進するとともに，我が国の
国際化の促進に寄与することを目的としています。本プログラムに外国語指導助手（ALT）

＊2	 参照：第 2部第 4章第 1節1（5）⑥
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として活躍する参加者は，児童生徒が生きた外国語に触れたり，実際に外国語を使ったりす
る機会の充実に貢献しています。平成29年度は，本プログラムにより招致した4,712人の
ALTが，学校などで語学指導，国際理解のための活動に従事しています。さらに，28年度
からは，市町村におけるJET-ALTの生活支援，緊急事態対応や学校との連絡調整等の業務
を担う「JETプログラムコーディネーター」の活用に対する支援も行っています。

3 高校生の国際交流
（1）高校生留学の促進等
文部科学省では，グローバル化が加速する中で，日本人としてのアイデンティティーや日
本の文化に対する深い理解を前提として，豊かな語学力・コミュニケーション能力，主体
性・積極性，異文化理解の精神等を身に付けて様々な分野で活躍できるグローバル人材を育
成するため，「第 2期教育振興基本計画」等を踏まえ，海外に留学する高校生に対して留学
費用の一部を支援する事業（支援対象者数1,500人）を実施しています。
また，都道府県が海外勤務や海外留学等の経験者を「グローバル語り部」として高等学校
等へ派遣して，国際理解教育や国際的な職業，海外留学への関心を高めるための授業等を行
えるようにしたり，高校生留学を推進するためのフェア等を開催したりすることにより，安
心・安全な留学への関心を喚起し，留学への機運を醸成するための支援を行っています。
このほか，著名な科学者による講義や他国からの参加高校生との交流を深めることを目的
とする「オーストラリア科学奨学生（ハリー・メッセル国際科学学校）事業」に高校生を派
遣するための選考及び支援を行っています。同事業は，オーストラリア・シドニー大学内物
理学財団が隔年で約 2週間にわたり実施するものです。平成29年度はその開催年であり，9
人の高校生を派遣しました。

（2）外国人高校生の受入れ
文化や伝統，生活習慣の異なる同世代の若者が交流を深めることは，広い視野を持ち，異
文化を理解し，これを尊重する態度や異なる文化を持った人々と共に生きていく資質・能力
を育成する上で重要です。
文部科学省では，民間の高校生留学・交流を扱っている団体を通じて，海外で日本語を学
習している外国人高校生を 6週間程度日本に招致し，日本の高等学校への体験入学等を行う
「異文化理解ステップアップ事業」を実施しています。平成29年度は14か国115人の高校生
を招致しました。
また，平成30年度から，アジアで日本語を学ぶ高校生を日本全国の高校に招へいする「ア
ジア高校生架け橋プロジェクト」を実施する予定です。

4 スーパーグローバルハイスクール
文部科学省では，平成26年度から，社会課題に対する関心と深い教養，コミュニケーショ
ン能力，問題解決力等の国際的素養を身に付け，将来，国際的に活躍できるグローバル・
リーダーの育成に資する教育課程等の研究開発及び実践を行う高等学校等を「スーパーグ
ローバルハイスクール（SGH）」に指定し支援しています。29年度においては，全国の123
校を支援しています。また，29年度には「2017年度SGH全国高校生フォーラム」を初めて
開催し，全国のSGH高校生が自分たちの学びを英語で発信しました。
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「2017年度SGH全国高校生フォーラム」文部科学大臣賞受賞者等「2017年度SGH全国高校生フォーラム」ポスターセッションの様子

5 国際バカロレアの推進
国際バカロレア（IB）は，国際バカロレア機構が提供する世界標準の教育プログラムで
あり，国際的に活躍できる人材を育成する上で優れたプログラムとして評価されています。
国際バカロレアの教育理念や手法は，学習指導要領の目指す方向性と軌を一にし，語学力の
みならず課題発見・解決能力，論理的思考力，コミュニケーション能力など，グローバル化
に対応した素養・能力を育む上で適したものです。
国際バカロレアには，生徒の発達段階や目的に応じて，次のようなプログラムがありま
す。
①プライマリー・イヤーズ・プログラム（PYP）（対象：3歳から12歳）
②ミドル・イヤーズ・プログラム（MYP）（対象：11歳から16歳）
③ディプロマ・プログラム（DP）（対象：16歳から19歳）
④キャリア関連プログラム（CP）（対象：16歳から19歳）
これらの中でも高校レベルのDPは，2年間のカリキュラムを履修し，最終試験を経て所
定の成績を収めることで，国際的に通用する大学入学資格（国際バカロレア資格）を取得で
きます。この資格は，世界の主要な大学の入学者選抜等で広く活用されています。
国際バカロレアの導入が進むことによって，日本の生徒の進路・進学先が国内だけでなく
海外の大学に拡大することや国際バカロレアの特徴的な手法やカリキュラムが日本の初等中
等教育改革に積極的な波及効果を与えること等も期待されます。政府は，「まち・ひと・し
ごと創生総合戦略（2017年改訂版）」（平成29年12月22日閣議決定）において，32年までに
日本の国際バカロレア認定校等を200校以上に増加させる目標を掲げて普及拡大に取り組ん
でいます。30年 1 月現在で国際バカロレア認定校等はPYP認定校等45校，MYP認定校等
22校，DP認定校等51校の延べ118校となっています。
日本における国際バカロレアの普及拡大に向けては，特に，DPでは母語を除く全ての科
目を原則として英語で教える必要があったことから，指導可能な教員（外国人指導者等）の
確保が大きな課題でした。このため，文部科学省では，平成25年度から国際バカロレア機
構との協力の下で，DPの一部の科目を日本語でも実施可能とする「日本語デュアルラン
ゲージ・ディプロマ・プログラム」（日本語DP）の開発・導入を進めています。日本語DP
の活用によって国際バカロレア認定校で指導することができる優秀な日本人教員の確保が以
前と比べて容易になります。さらに，27年 8 月に「国際バカロレア・ディプロマ・プログ
ラムの導入を促進するための教育課程の特例措置」を新設しました。これにより，日本の学
習指導要領と国際バカロレアとのカリキュラムの整合性を保ちながら，生徒が無理なく双方
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を履修できるようになりました。加えて，同年 9月に，DPの導入に当たり必要な経費や設
備の要件，認定までのプロセス等を日本語によりまとめた「国際バカロレア認定のための手
引き」を作成しました。これらの取組によって日本の高等学校等に国際バカロレアの導入が
進むことが期待されます。
加えて，日本国内における国際バカロレアの普及に当たっては，国内の大学入学者選抜に
おいて国際バカロレア資格やその成績の活用を促進することも重要です。このため，大学に
対して積極的な情報提供や様々な情報交換を進めており，国際バカロレアを活用した大学入
試が大きく広がりつつあります。平成29年10月現在で国際バカロレアを活用した大学入学
者選抜を導入している国公私立大学は54大学となっています。
また，文部科学省では，「文部科学省・国際バカロレア普及拡大広報ページ＊3」において，
国際バカロレアに係る最新情報を広く周知するなど，積極的な広報活動にも取り組んでいま
す。

6 在外教育施設における教育の充実
我が国の国際化の進展に伴って多くの日本人が子供を海外に同伴しており，平成29年 4
月現在，海外に在留している義務教育段階の子供の数は 8万2,571人となっています。
文部科学省では，海外子女教育の重要性を考慮し，日本人学校や補習授業校の教育の充
実・向上を図るため，日本国内の義務教育諸学校の教師を派遣するとともに，退職教師をシ
ニア派遣教師として派遣するなど，高い資質・能力を有する派遣教師の一層の確保に努めて
います。平成29年度は教師1,026人，シニア派遣教師229人が50カ国 1地域で活躍しました。
また，教育環境の整備として，義務教育教科書の無償給与，教材の整備，通信教育の支援
などを行っています。
さらに，平成28年 5 月19日に「在外教育施設グローバル人材育成強化戦略」を策定しま
した。本戦略に基づき，29年度は，在外教育施設における課題対応や高度なグローバル人
材育成に取り組む「在外教育施設の高度グローバル人材育成拠点事業」の実施や派遣教師の
魅力を高める「トビタテ！教師プロジェクト」の立ち上げなど教育環境の更なる整備・充実
に取り組んでいます。
このほか，外国における災害，テロ，感染症などに対応するため，在外教育施設派遣教師
のための安全対策資料の作成などを行うほか，有事の際には，関係省庁や現地の在外教育施
設などと緊密な連携を図り，教職員や子供の安全確保に努めています。
なお，海外子女教育・帰国児童生徒教育に関する情報は，総合ウェブサイト（通称

「CLARINET：クラリネット＊4」）に掲載しています。

7 帰国児童生徒・外国人の子供等に対する教育の充実
（1）公立学校に在籍する帰国・外国人児童生徒等の現状
平成28年 4 月 1 日から29年 3 月31日までの 1年間で，海外に 1年以上在留した後に帰国
した児童生徒は，公立の小学校，中学校，義務教育学校，高等学校及び中等教育学校を合計
して，9,684人です。また，公立学校に在籍する外国人児童生徒は29年 5 月 1 日現在 8万
6,015人です。28年 5 月現在，日本語指導が必要な外国人児童生徒は 3万4,335人であり，26
年度と比べて5,137人増加しています。さらに，日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒
（帰国児童生徒のほか，本人が重国籍又は保護者の一人が外国籍である等の理由から，日本
語以外の言語を家庭内言語として使用しており，日本語能力が十分でない児童生徒が含まれ

＊3	 参照：http://www.facebook.com/mextib
＊4	 参照：http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/main7_a2.htm
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る。）は9,612人であり，26年度と比べて1,715人増加しています。

（2）帰国児童生徒・外国人の子供等への支援施策
文部科学省では，このような児童生徒について，国内の学校生活への円滑な適応を図るだ
けでなく，児童生徒の特性の伸長・活用など，海外における学習・生活体験を尊重した教育
を推進するため，以下のような施策に取り組んでいます。
①公立義務教育諸学校の教員定数について，平成29年 3 月の「公立義務教育諸学校の学級
編制及び教職員定数の標準に関する法律」の改正により，これまで毎年度の予算の範囲内
で措置してきた加配定数を基礎定数化し，29年度以降，日本語能力に応じた特別の指導
を行う児童生徒の数に応じて教員の定数を算定することとした。
②受入れから卒業後の進路まで一貫した指導・支援体制を構築するため，各地方公共団体が
行う帰国・外国人児童生徒等の受入れ促進，日本語指導の充実，指導・支援体制の整備に
関する取組を支援する補助事業を実施
③日本語指導が必要な児童生徒を対象とした「特別の教育課程」の編成・実施を促進（「学
校教育法施行規則」を一部改正，平成26年 4 月 1 日施行）
④学校において児童生徒の日本語能力を把握し，その後の指導方針を検討する際の参考とな
る「外国人児童生徒のためのJSL＊5対話型アセスメント～DLA＊6～」及び教育委員会等が
帰国・外国人児童生徒等教育に関する研修会を計画する際の参考となる「外国人児童生徒
教育研修マニュアル」を普及
⑤教職員支援機構により，外国人児童生徒等教育に携わる教員や学校管理職及び指導主事等
を対象として，日本語指導法等を主な内容とした実践的な研修を実施
⑥平成27年度から，就学に課題を抱える外国人の子供を対象に，公立学校や外国人学校等
への就学に必要な支援を学校外において実施する地方公共団体の取組を支援する補助事業
を実施
⑦「学校における外国人児童生徒等に対する教育支援に関する有識者会議」において今後取
り組むべき施策の方向性について議論を行い，平成28年 6 月に「学校における外国人児
童生徒等に対する教育支援の充実方策について（報告）」を公表

	 第 4 節	 キャリア教育・職業教育の推進
1 キャリア教育の推進
（1）初等中等教育におけるキャリア教育の推進
今日，日本社会の様々な領域において構造的な変化が進行しており，特に，産業や経済の
分野においてその変容の度合いが著しく大きく，雇用形態の多様化・流動化に直結していま
す。このような中で現在の若者と呼ばれる世代は，例えば，若年層の完全失業率や非正規雇
用率の高さ，無業者や早期離職者の存在などに見られるように「学校から社会・職業への移
行」が円滑に行われていないという点において大きな困難に直面していると言われていま
す。
こうした状況に鑑み，子供たちが，「働くことの喜び」や「世の中の実態や厳しさ」など
を知った上で，将来の生き方や進路に夢や希望を持ち，その実現を目指して，学校での生活

＊5	 JSL（Japanese as a Second Language）：第 2言語としての日本語
＊6	 DLA（Dialogic Language Assessment）：対話型アセスメント

	

第
第
第	

初
等
中
等
教
育
の
充
実

文部科学白書2017　159



や学びに意欲的に取り組めるようになることが必要です。そのためには，「学校から社会・
職業への移行」を円滑にし，社会的・職業的自立に必要な能力や態度を身に付けることがで
きるようにするキャリア教育を推進していくことが重要です。小・中・高等学校の新学習指
導要領においても，キャリア教育の充実を図ることについて明示されました。このような
キャリア教育を推進するため，文部科学省では，キャリア教育の実践の普及・促進に向けて
様々な施策を展開しています。

〈平成29年度実施施策〉
①児童生徒が自らの学習活動等の学びのプロセスを記述し振り返ることのできるポートフォ
リオ的な教材「キャリア・パスポート（仮称）」の導入に向け，その活用方法等に関する
調査研究を行い，その成果や課題等の実証的なデータを得るための「キャリア・パスポー
ト（仮称）普及・定着事業」の実施
②チャレンジ精神や他者と協働しながら新しい価値を創造する力など，これからの時代に求
められる資質・能力の育成を目指した「小・中学校等における起業体験推進事業」の実施
③都道府県等にキャリアプランニングスーパーバイザーを配置し，地域を担う人材育成・就
労支援を促進するための「地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業」
の実施
④学校側が望む支援と地域・社会や産業界等が提供できる支援をマッチングさせる特設サイ
ト「子どもと社会の架け橋となるポータルサイト」を運営
⑤厚生労働省，経済産業省と連携して「キャリア教育推進連携シンポジウム」を合同開催
（平成30年 1 月11日）
⑥キャリア教育の充実・発展に尽力し，顕著な功績が認められた学校，教育委員会等に対す
る「文部科学大臣表彰」，また，学校，地域，産業界，地方公共団体等の関係者が連携・
協働して行うキャリア教育の取組に対する「キャリア教育推進連携表彰」（経済産業省と
共同実施）を実施

（2）職場体験，インターンシップ（就業体験）等の体験活動の推進
職場体験やインターンシップ（就業体験）は，生徒が教員や保護者以外の大人と接する貴
重な機会となり，①異世代とのコミュニケーション能力の向上が期待されること，②生徒が
自己の職業適性や将来設計について考える機会となり主体的な職業選択の能力や高い職業意
識の育成が促進されること，③学校における学習と職業との関係についての生徒の理解を促
進し学習意欲を喚起すること，④職業の現場における実際的な知識や技術・技能に触れるこ
とが可能となることなど，極めて高い教育効果が期待されます。このため，キャリア教育の
中核的な取組の一つとして，学校現場における職場体験，インターンシップの普及・促進に
努めています。
公立小学校では，多くの学校において職場見学が実施されています。公立中学校における
職場体験は，平成28年度の実施率が98.1％と，ほとんどの中学校において実施されていま
す。こうした職場体験を一過性の行事として終わらせることのないよう，学校における事前
指導や事後指導の実践に当たっては，日常の教育活動と関連付けて職場体験の狙いや効果を
高めることを目的とした実践にするなど更なる工夫が求められます。
公立高等学校（全日制及び定時制）におけるインターンシップの実施率は83.7％となって
います。しかし，参加が希望制となっている学校が多いため，在学中にインターンシップを
体験した生徒の割合は，全体で34.4％，普通科では22.0％となっており，参加率の向上が今
後の課題となります。
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2 職業教育の推進
（1）専門高校における職業教育の現状
高等学校における職業教育は，農業，工業，商業，水産，家庭，看護，情報，福祉の専門
高校を中心に，我が国の産業経済や医療・福祉の発展を担う人材を育成する上で，大きな役
割を果たしています。平成29年 5 月現在，専門高校の数は1,522校，生徒数は約60万人であ
り，高等学校の生徒数全体の約18.4％を占めています。また，生徒の進路状況は，29年 3 月
卒業者のうち，大学などへの進学者約21.3％，専門学校などへの進学者約22.5％，就職者約
53.1％と多様です。

（2）専門高校における教育内容の充実
①学習指導要領の円滑かつ着実な実施に向けた取組
現行の高等学校学習指導要領（職業に関する教科）の円滑かつ着実な実施に向け，文部科
学省においては趣旨や内容の広報・周知に努めるとともに，先進事例の共有や課題の協議を
行うなどの取組を実施しています。
また，平成30年 3 月末には，高等学校学習指導要領の全面改訂を行いました。職業に関
する教科については，地域や社会の発展を担う職業人を育成するため，社会や産業の変化の
状況等を踏まえ，持続可能な社会の構築，情報化の一層の進展，グローバル化などへの対応
の視点から各教科の教育内容を改善しました。特に，職業に関する教科全てに共通して職業
人に求められる倫理観に関する指導を引き続き重視することとしたほか，教科の特質に応じ
て，六次産業化など経営感覚の醸成に関わる内容，技術の高度化や情報技術の進展に対応す
る内容，環境保全に関する内容などを充実しています。今後は，34年度入学生からの年次
進行による円滑な実施に向け，新高等学校学習指導要領の趣旨や内容についての説明や周知
を図っていきます。
②特色ある教育内容を展開する専門高校への支援と成果の普及
近年の科学技術の進展等に伴い，産業界で必要な専門知識や技術は高度化し，従来の産業
分類を越えた複合的な産業が発展しています。これに対応した高度な知識・技能を身に付
け，社会の第一線で活躍できる専門的職業人を育成するため，先進的で卓越した取組を行う
専門高校を「スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール（SPH）」に指定し，実践研究
を行っています。
また，「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」においては，産業界や大学等と連
携して人材育成を行う専門高校に対する支援も行いました。

（3）専門高校活性化に資する取組
①全国産業教育フェア
全国産業教育フェアは，専門高校等の生徒の学習成果を全国的な規模で総合的に発表する
ことで，新しい時代に即した専門高校等における産業教育の活性化を図り，その振興に資す
ることを目的として開催しています。平成29年度は秋田県において開催し，2日間を通し
て約10万 7 千人の来場があり，産業教育の魅力を全国に発信するフェアとなりました。な
お，30年度のフェアは山口県で開催します。
②教員研修の充実
教職員支援機構等では，教員等の資質を向上し，その指導力の強化を図るため，産業教育
担当の教員などを対象として，情報化・技術革新その他社会情勢の変化に適切に対応した最
新の知識・技術を習得させる研修や，大学や企業等の産業教育に関わる施設に派遣する研修
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などを行っています。
③施設・設備の補助
産業教育振興のため，産業教育施設・設備基準に基づき，公立及び私立高等学校に必要な
施設・設備の整備に関する経費の一部を支援しています。

（4）専修学校高等課程（高等専修学校）における取組
専修学校高等課程（高等専修学校）は，その柔軟な制度的特性を生かして社会的要請に弾
力的に応える教育を行うことによって，中学校卒業段階で職業に対する目的意識を持った生
徒等を対象に，実践的な職業教育・専門技術教育の機会を提供しています。
また，実学を重視する専修学校高等課程は，不登校や中途退学を経験している生徒等，高
等学校等の教育になじまない生徒にも教育の機会を与えており，その社会的・職業的自立に
向けて積極的に対応しています。
専修学校高等課程は，高等学校等と並び，多様な教育の選択肢を提供する後期中等教育機
関の一つとしてその役割を果たしていくことが今後とも期待されています。

3 高等学校卒業後の就職の状況
高校生の就職については，平成30年 3 月新規高等学校卒業者の就職率（就職希望者に対
する就職者の割合）は98.1％（30年 3 月末現在）となり，前年同期から0.1ポイント上昇し
ました。就職率は 8年連続で前年同期を上回りました。
しかし，卒業までに就職に至らなかった生徒も数多く存在し，それらの生徒は，卒業後も
ハローワーク等の支援を得て就職活動を継続してきました。
文部科学省では，学校とハローワークが連携した就職支援を促すなど，厚生労働省・関連
経済団体等と連携して，高等学校卒業者の就職支援に取り組んでいます。

	 第 5 節	 	新しい時代にふさわしい教育制度の
柔軟化の推進

1 小中一貫教育について
（1）小中一貫教育の制度化の経緯
小中一貫教育とは，小・中学校が目指す子供像を共有して 9年間を通じた教育課程を編成
し，系統的な教育を目指す教育であり，
○「教育基本法」，「学校教育法」の改正による義務教育の目的・目標規定の新設
○近年の教育内容の量的・質的充実への対応
○児童生徒の発達の早期化等に関わる現象
○中学校進学時の不登校，いじめ等の急増など，いわゆる「中一ギャップ」への対応
○学校の社会性育成機能の強化の必要性
などを背景として，全国各地において，地域の実情に応じた取組が蓄積されてきました。平
成26年に文部科学省が行った「小中一貫教育等についての実態調査」＊7によると，小中一貫
教育の取組は，全国211市町村において1,130件の取組が実施され，既に全国的に広がりつ
つある状況でした。これらの既存の取組の多くからは学力の向上，中一ギャップの緩和，教

＊7	 参照：http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/ikkan/__icsFiles/afieldfile/2016/04/08/1369584_01.pdf
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員の意識向上など，様々な面において大きな成果が見られる一方，小中一貫教育を推進する
上で解消を図っていくべき課題が明らかとなりました。

（2）小中一貫教育の制度化
これまで運用上行われてきた小中一貫教育の取組では，小・中学校が別々の組織として設
置されていることから，教育主体・教育活動・学校マネジメントの一貫性の確保等に課題が
あり，小中一貫教育を効果的・継続的に実施していく上で一定の限界が存在するため，現場
からも義務教育学校の制度化の要望が国に対して寄せられていました。
こうした現場からの要望を踏まえ，文部科学省では，地域の実情に応じた柔軟な取組を可
能とするために制度改正を行い，平成28年 4 月 1 日から，小中一貫教育として以下の形態
の学校が設置可能となりました。

【義務教育学校】
一人の校長の下，一つの教職員集団が 9年間一貫した教育を行う新たな学校の種類
を「学校教育法」に位置付ける。
【中学校併設型小学校・小学校併設型中学校】
独立した小・中学校が同一設置者の下で，義務教育学校に準じた形で一貫した教育
を施すことができるようにする。
【中学校連携型小学校・小学校連携型中学校】
設置者が異なる小学校と中学校が一貫性に配慮した教育を行うために連携して教育
課程を実施する学校を制度化する。
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	図表 2-4-5 	 小中一貫教育に関する制度の類型

義務教育学校
小中一貫型小学校・中学校

中学校併設型小学校
小学校併設型中学校

中学校連携型小学校
小学校連携型中学校

設置者 ― 同一の設置者 異なる設置者

修業年限 9 年
（前期課程 6 年＋後期課程 3 年） 小学校 6 年，中学校 3 年

組織・運営 一人の校長，一つの教職員組織

それぞれの学校に校長，教職員組織
小学校と中学校における教育を一貫
して施すためにふさわしい運営の仕
組みを整えることが要件
例）① 関係校を一体的にマネジメントす

る組織を設け，学校間の総合調整
を担う校長を定め，必要な権限を
教育委員会から委任する

　　② 学校運営協議会を関係校に合同で
設置し，一体的な教育課程の編成
に関する基本的な方針を承認する
手続を明確にする

　　③ 一体的なマネジメントを可能とす
る観点から，小学校と中学校の管
理職を含め全教職員を併任させる

中学校併設型小学校と小学校併設型
中学校を参考に，適切な運営体制を
整備すること

免許

原則小学校・中学校の両免許状
を併有
※ 当分の間は小学校免許状で前期課

程，中学校免許状で後期課程の指
導が可能

所属する学校の免許状を保有していること

教育課程 ・9 年間の教育目標の設定
・9 年間の系統性・体系性に配慮がなされている教育課程の編成

教育課程
の特例

一貫教育に
必要な独自
教科の設定

○ ○ ○

指導内容の
入替え・移行 ○ ○ ×

施設形態 施設一体型・施設隣接型・施設分離型

設置基準 前期課程は小学校設置基準，後
期課程は中学校設置基準を準用 小学校には小学校設置基準，中学校には中学校設置基準を適用

標準規模 18学級以上27学級以下 小学校，中学校それぞれ12学級以上18学級以下
通学距離 おおむね 6㎞以内 小学校はおおむね 4㎞以内，中学校はおおむね 6㎞以内

設置手続き 市町村の条例 市町村教育委員会の規則等

義務教育学校については，平成27年 6 月17日に成立した「学校教育法等の一部を改正す
る法律」において，現行の小・中学校に加え，小学校から中学校までの義務教育を一貫して
行う新たな学校の種類として整備しました。また併せて，政令において義務教育学校が就学
指定の対象となる旨を規定し，省令・告示において一貫教育の軸となる新教科の創設や，学
校段階間での指導内容の入替え等，一貫教育の実施に必要な教育課程の特例が認められる旨
を規定しました。
中学校併設型小学校及び小学校併設型中学校については，既存の小学校及び中学校の枠組
みは残したまま，義務教育学校に準じた形で 9年間の教育目標を設定し，9年間の系統性を
確保した教育課程を編成する学校として，省令において整備しました。これらの学校におい
ては，学校間の総合調整を担う者をあらかじめ任命したり，学校運営協議会を合同で設置し
たり，全教職員を併任させたりするなど，小中一貫教育を行うためにふさわしい運営上の仕
組みを整える必要があります。また，義務教育学校と同様に，一貫教育の実施に必要な科
目・教科の設定などを行うこともできます。

（3）小中一貫教育の導入状況等
文部科学省では，平成29年に義務教育学校等を制度化した後，約一年が経過した時点の
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実際の導入状況等を把握するため，「小中一貫教育の導入状況調査」＊8を実施しました。
本調査結果によると，義務教育学校は全国に48校，小中一貫型小学校・中学校は253件を
数え，平成26年に文部科学省が実施した調査と比較すると，義務教育学校や小中一貫型小
学校・中学校の設置が各地で進んでいることが明らかとなりました。また，小中一貫教育を
導入したほぼすべての市区町村から，学習指導や生徒指導上の成果が認められるとの回答が
得られました。

（4）小中一貫した教育課程の編成・実施に向けた取組
文部科学省においては，小中一貫教育の制度化を契機として，より質の高い取組を推進す
る観点から，小中一貫教育の核となる教育課程や指導計画の作成・実施を中心に，全国各地
の多様な工夫の例や留意事項を盛り込んだ手引を平成28年12月に作成しました。その後の
小中一貫教育の一層の充実が図られるとともに，新たな取組の参考となるよう，全国各地の
特色ある学校の取組の概要や工夫を盛り込んだ事例集を30年 1 月に作成し，手引とともに
文部科学省のウェブサイトで公表しています。

（5）今後の推進方策について
文部科学省においては，小中一貫教育の一層の推進に資するため，平成27年度から都道
府県教育委員会の積極的な指導助言等の下，市町村教育委員会が管下全域での小中一貫教育
の導入に向けた取組を行う委託研究事業を実施しています。今後も小中一貫教育の好事例の
収集や普及，成果や課題の継続的な把握などを行うことを通じて，各地方公共団体における
小中一貫教育の取組を支援してまいります。

2 夜間中学について
（1）夜間中学の現状
夜間中学は，戦後の混乱期の中で，生活困窮などの理由から昼間に就労又は家事手伝い等
を余儀なくされた学齢生徒が多くいたことから，これらの生徒に対し，義務教育の機会を提
供するため，昭和20年代初頭から設けられてきました。30年ごろには，設置数は80校以上
を数えましたが，就学援助策の充実や社会情勢の変化に伴って減少し，現在は 8都府県25
市区に31校の設置に止まっています。平成29年 7 月に文部科学省が実施した調査結果によ
ると，1,687名の生徒が夜間中学に通っています。

（2）夜間中学の（潜在的）入学希望者
平成22年の「国勢調査」では，未就学者＊9が全ての都道府県＊10に存在し，少なくとも12
万人以上いることが明らかとなっており，夜間中学には潜在的なニーズがあると考えられま
す＊11。
このような中，文部科学省においては，平成27年 7 月に，不登校など様々な事情から実
質的に十分な教育を受けられないまま学校の配慮等により卒業した者で，中学校で学び直す
ことを希望する者（入学希望既卒者）について，夜間中学での受入れを可能とすることが適
当であることを示しました。このことにより，29年 7 月に文部科学省が実施した調査にお
いて，73名の入学希望既卒者が夜間中学に通っていることが明らかとなりました。

＊8	 参照：http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/ikkan/__icsFiles/afieldfile/2017/09/08/1395183_01.pdf
＊9	 在学したことのない人又は小学校を中途退学した人
＊10	全市町村の約96％
＊11	未就学者の定義について，小学校を卒業したが中学校を卒業していない者が含まれていないことから，文部科学省とし
ては「国勢調査」の調査方法の改善を総務省に要望しています。
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さらに，不登校児童生徒の多様な教育機会の確保という観点から，必要な教育整備を図り
つつ，不登校となっている学齢生徒の夜間中学での受入れが行われるも考えられる旨の通知
を平成28年 9 月に発出しました。
このように，現在，夜間中学には，義務教育を修了しないまま学齢期を経過した者（義務
教育未修了者）や，不登校など様々な事情により十分な教育を受けられないまま中学校を卒
業した者（入学希望既卒者），外国籍の者などの，義務教育を受ける機会を実質的に保障す
るための様々な役割が期待されています。

（3）夜間中学の設置・充実
平成28年12月 7 日に成立した「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会
の確保等に関する法律」（教育機会確保法）に基づき，文部科学省においては，29年 3 月に
同法に基づく基本指針を策定しました。
このことを受け，文部科学省においては，夜間中学の設置・充実のため以下の取組を実施
しました。
○夜間中学を新たに設置する際に都道府県立も含めた検討が進むよう義務教育費国庫負担法
の一部を改正し，都道府県が設置する夜間中学等の教職員給与に要する経費を国庫補助の
対象に追加
○平成29年 3 月に告示した中学校学習指導要領の総則に指導方法等の工夫改善に努めるこ
となど学齢経過者への配慮を明記するとともに，学齢経過者への指導の際，実情に応じた
特別の教育課程を編成できるよう制度を整備
○平成29年 1 月に夜間中学の設置・充実を通じた教育機会の確保に向け各地方公共団体に
おいて参考となるよう作成した手引に，最新の動向や制度改正を含め夜間中学の設置に必
要な情報を反映するため29年 4 月に改訂
○教育委員会の担当者を対象として教育機会確保法の趣旨や基本指針の内容，夜間中学等の
活動実態等を周知する説明会を平成29年 8 月に初めて開催
○教育機会確保法の内容も踏まえた夜間中学の現状等についての詳細な実態調査を実施し，
平成29年11月に公表

文部科学省においては，今後も基本指針に基づき各都道府県に少なくとも 1校は夜間中学
が設置され，また夜間中学において多様な生徒の受入れが促進されるよう，必要な取組を
行ってまいります。

	 第 6 節	 高等学校教育改革の推進
1 高等学校教育をめぐる現状とこれまでの取組
新制高等学校発足当初の昭和23年には約42％であった高等学校進学率は，現在では約
99％に達しており，高等学校は国民的な教育機関となっています（図表 2-4-6）。高等学
校進学率の上昇に伴い，生徒の能力・適性，興味・関心，進路などが多様化しており，生徒
一人一人の個性を伸ばす高等学校教育が求められています。
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	図表 2-4-6 	 高等学校等への進学率［推移］

（国公私立の全日制・定時制の計）
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（％）（万人）

28（年度）

高等学校等・高専の進学者（114.6万人（H29））
高校進学率＝

中学校等の卒業者（116.0万人（H29））

S25 42.5％

Ｈ29
96.4％

H29 私立
104.6万人

H29国公立
223.3万人

S49 90.8％

S40 507.4万人

S40 70.7％

高等学校等への進学率は着実に向上し，昭和49年度に90％を超えた

進学率
通信制を含めると98.8%

一方，高等学校の生徒数は，最も多かった平成元年の約580万人から29年度には約346万
人に減少しており，高等学校の適正配置・適正規模の在り方が課題となっています。このた
め，各都道府県では，高等学校の適正配置・適正規模に留意しつつ，生徒一人一人の個性を
伸ばし，知・徳・体の調和の取れた充実した高等学校教育を実現するため，各学校において
それぞれの特色を生かして創意工夫に富んだ魅力ある学校づくりが進められています。
文部科学省においても，これまで，多様な生徒の能力，興味，関心，進路希望等に対応す
るため，中高一貫教育，総合学科や単位制高等学校をはじめ，生徒一人一人の個性を伸ばす
特色ある高等学校づくりを可能とするための改革を進めてきました。一方，義務教育段階で
の学習内容の学び直しや，生徒の学習意欲をめぐる問題などへの対応が一層求められるよう
になってきています。また，現在の高等学校教育については，生徒の幅広い学習ニーズに柔
軟に応えることが可能となった一方，その実態が多様化する中で，高等学校というものを一
くくりにすることが次第に難しくなっている状況にあります。

2 高等学校教育の質の確保・向上に向けた取組
高等学校教育をめぐる状況に鑑み，中央教育審議会高等学校教育部会において平成26年
6 月，高等学校教育の現状と課題や今後の高等学校教育の在り方等についての「審議まとめ」
が取りまとめられました。
この「審議まとめ」では，社会で生きていくために必要となる力や社会の発展に貢献し得
る力を共通して身に付けられるよう，「共通性の確保」を図りつつ，生徒や高校の実態を踏
まえた「多様化への対応」も併せて進めることにより，高等学校教育の質の確保・向上を目
指すこととしています。
具体的施策として，達成度テスト（基礎レベル）（仮称）の導入や，幅広い資質の多面的
な評価など学習成果や教育活動の把握・検証の推進，学校から社会・職業への円滑な移行の
推進，多様な生徒の学習形態や進路希望に対応した教育活動の推進，広域通信制課程の在り
方の検討などを進めて行くことが重要であることが示されました。
このうち，達成度テスト（基礎レベル）（仮称）については，平成26年12月の中央教育審
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議会「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育，大学教育，大学入学
者選抜の一体的改革について（答申）」及び文部科学省に置かれた高大接続システム改革会
議が28年 3 月に取りまとめた「最終報告」において高等学校基礎学力テスト（仮称）とし
て考え方が提言され，有識者による検討・準備グループにおける検討や実践研究校の協力を
得て実施された試行調査の成果等を踏まえ，29年 7 月に名称も新たに「高校生のための学
びの基礎診断」として実施方針を策定・公表しました。その後，有識者によるワーキング・
グループにおける専門的な検討を加え，高校・教育委員会等の関係者，民間事業者等の意見
やパブリック・コメントによって得られた意見等を考慮しつつ，30年 3 月に認定基準等を
策定・公表しました＊12。
また，多様化する生徒の学習ニーズに対応するため，定時制課程や通信制課程等における
困難を抱える生徒等への支援・相談体制の充実を図るための事業を実施しています。
さらに，離島や過疎地等における教育機会の確保や多様かつ高度な教育に触れる機会の提
供を目的として，全日制・定時制課程の高等学校における遠隔教育を一定の要件の下に可能
とする制度が平成27年度から導入されました。この遠隔教育の普及促進を図るため，先導
的に取り組んでいる教育委員会等に対し財政的な支援を行い，そこで得られた実践事例をも
とに成果と課題の検証を行っています。
また，一部に不適切な教育運営の実態が明らかとなり，質の確保・向上が強く求められた
高等学校通信教育については，文部科学省において，平成28年 3 月に「広域通信制高校に
関する集中改革プログラム」を取りまとめ，30年度までの約 2年間を「広域通信制高校の
質の確保・向上に向けた集中点検期間」と位置付けました。この集中改革プログラムに基づ
き，同年 9月には，「広域通信制高等学校の質の確保・向上に関する調査研究協力者会議」
における議論を経て，「高等学校通信教育の質の確保・向上のためのガイドライン」を策定
しました。これらを踏まえ，文部科学省として所轄庁に全面的に協力しつつ，広域通信制高
等学校に対して，実地による点検調査等を実施しているところです。
平成29年 7 月，点検調査等を通じて明らかになった課題を踏まえ，調査研究協力者会議
において「高等学校通信教育の質の確保・向上方策について（審議のまとめ）」が取りまと
められ，今後更に講ずべき方策について提言がなされました。この「審議のまとめ」を踏ま
え，学校の運営改善や所轄庁の指導監督等に資するため，30年 3 月，ガイドラインの改訂
や，面接指導等実施施設を学則の記載事項とする学校教育法施行規則の改正（30年 4 月 1
日施行）などの施策を行ったところです。
文部科学省としては，今後，更なる改善方策を実施することにより，高等学校通信教育の
質の確保・向上に努めてまいります。

	 第 7 節	 教科書の充実
教科書は，学校における教科の主たる教材として，児童生徒が学習を進める上で重要な役
割を果たすものです。教育の機会均等を実質的に保障し，全国的な教育水準の維持向上を図
るため，小・中・高等学校，特別支援学校などにおいては，教科書を使用しなければならな
いとされています。教科書は，次のような過程を経て，児童生徒の元に届けられ，使用され
ています。

＊12	参照：第 1部教育再生の着実な推進第 2節2（1）③（ア）
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	図表 2-4-7 	 教科書が使用されるまで

教科書発行者 文部科学大臣 児童生徒

1年目 2年目 3年目 4年目
4月 3月 4月 3月 4月 3月

⑤使用④製造・供給③採択

4月 3月

①著作・編集 ②検定

教育委員会
校長

教科書発行者　
教科書供給業者

… … … … …

	図表 2-4-8 	 小・中・高等学校の教科書の検定・採択の周期

年度（西暦）
学校種別等区分

25
（2013）

26
（2014）

27
（2015）

28
（2016）

29
（2017）

30
（2018）

31
（2019）

32
（2020）

33
（2021）

34
（2022）

小　学　校

検　　定 ◎ ◆ ◎ ◎ ◎

採　　択 △ ▲ △ △

使用開始 ○ ● ○ ○

中　学　校

検　　定 ◎ ◆ ◎ ◎

採　　択 △ ▲ △ △

使用開始 ○ ● ○ ○

高
　
等
　
学
　
校

主として
低学年用

検　　定 ◎ ◎ ◎

採　　択 △ △ △

使用開始 ○ ○ ○ ○

主として
中学年用

検　　定 ◎ ◎ ◎

採　　択 △ △ △ △

使用開始 ○ ○ ○

主として
高学年用

検　　定 ◎ ◎ ◎ ◎

採　　択 △ △ △

使用開始 ○ ○

◎：検定年度
△：直近の検定で合格した教科書の初めての採択が行われる年度
○：使用開始年度（小・中学校は原則として 4年ごと，高校は毎年採択替え）
◆：「特別の教科　道徳」の教科書の検定年度
▲：前年度の検定で合格した「特別の教科　道徳」の教科書の初めての採択が行われる年度
●：「特別の教科　道徳」の教科書の使用開始年度

※小学校における平成30年度，中学校における平成31年度においては，「特別の教科　道徳」を除く各教科の教科書につい
て採択が行われる。

※太線以降は，学習指導要領改訂後の教育課程の実施に伴う教科書についてである。
※網掛け部分については見込みである。

1 教科書検定
教科書検定制度は，民間の発行者の創意工夫による多様な教科書の発行を期待するととも
に，①全国的な教育水準の維持向上，②教育の機会均等の保障，③適正な教育内容の維持，
④教育の中立性の確保などの要請に応えるため実施しているものです。
教科書検定は，学習指導要領や教科用図書検定基準に基づき，各分野の専門的な知見を有
する教科用図書検定調査審議会の委員によって，専門的・学術的な審議に基づいて厳正に行
われています。
国民の教科書に対する高い関心に応え，教科書への信頼を確保するとともに，検定への一
層の理解を得るため，検定結果の公開を行い，透明性の確保を図っています。平成29年度
は，28年度に行った小学校（特別の教科　道徳）及び高等学校（主として中学年）用教科
書の検定結果を公開しました＊13。

＊13	参照：http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoukasho/kentei/1383598.htm
	 	 http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoukasho/kentei/1386005.htm
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また，平成29年 5 月に取りまとめられた教科用図書検定調査審議会報告「教科書の改善
について」を踏まえ，新学習指導要領の実施等に向けた検定基準等の改正を順次行っている
ところです。

2 教科書採択
教科書採択は，地域や児童生徒の実情に応じて，学校で使用する教科書を決定することで
あり，公立学校（公立大学法人が設置する学校を除く。）では設置者である都道府県や市町
村の教育委員会，国立学校・公立大学法人が設置する学校・私立学校では校長が行っていま
す。公立の小・中学校等において使用される教科書の採択については，都道府県教育委員会
が，市町村教育委員会の意見を聴いて採択地区を設定します。複数の市町村から構成される
採択地区では，地区内の市町村教育委員会は，規約を定めて採択地区協議会を設け，その協
議の結果に基づいて種目ごとに同一の教科書を採択することになっています。
教科書採択においては，採択権者の判断と責任の下，①教科書の内容に関する十分な調査
研究，②静ひつな採択環境の確保，③採択結果・理由等の公表などが求められています。文
部科学省では，各教育委員会に対して，調査研究のより一層の充実，採択事務のルール化な
どの採択手続の明確化，採択地区の適正規模化など，採択のより一層の改善に努めるように
指導しています。
また，平成27年度から28年度にかけて，複数の教科書発行者による，教科書採択の公正
性・透明性に疑念を生じさせる行為が相次いで発覚したことを受けて，文部科学省は，教科
書発行者に対する指導を行うとともに，再発防止に向けた取組を行いました。
平成29年度には，「特別の教科　道徳」の小学校用教科書の初めての採択が行われました。

3 義務教育教科書無償給与
義務教育教科書無償給与制度は，「日本国憲法」第26条が掲げる義務教育無償の精神をよ
り広く実現する制度として，昭和38年度以来50年以上にわたって実施され，国民の間に広
く定着しています。この制度は，次代を担う児童生徒に国民的自覚を深めてほしいという国
民全体の願いを込めて行われているものであり，同時に教育費の保護者負担を軽減するとい
う効果を持っています。教科書無償給与の対象となるのは，全ての義務教育諸学校の児童生
徒が使用する全教科の教科書であり，本制度の実施のため，平成29年度には約416億円の予
算が計上され，約990万人の児童生徒に対して，合計約9,300万冊の教科書が給与されまし
た。

4 教科用特定図書等の普及充実
平成20年の「障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普及の促進等に関す
る法律」の制定を受け，拡大教科書など障害のある児童生徒が使用する教科用特定図書等の
普及を図っています。
具体的には，できるだけ多くの弱視の児童生徒に対応できるような拡大教科書の標準的な
規格を定めるなど，教科書発行者による拡大教科書の発行を促しているほか，全国 5ブロッ
クで，都道府県教育委員会等を対象とした音声教材の普及推進のための会議を開催していま
す。
平成29年度に使用される小・中学校用の検定教科書のほぼ全点について標準規格に適合
する拡大教科書が，必要な児童生徒に供給されています。また，教科書発行者が発行する拡
大教科書では対応できない児童生徒のために，児童生徒一人一人のニーズに応じた拡大教科
書などを製作するボランティア団体などに対して，教科書デジタルデータの提供を行ってい
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ます。
このほか，発達障害等の障害により検定教科書において一般的に使用されている文字や図
形などを認識することが困難な児童生徒が使用する教科用特定図書等として音声教材の整備
充実を図るため，ボランティア団体の協力等を得ながら，調査研究などを行っています。

	図表 2-4-9 	 拡大教科書の発行点数（平成29年度）

点　数
拡大教科書/検定教科書

拡大教科書 検定教科書
小 学 校 253 253 100％

中 学 校 128 129 99.2％

高等学校 43 742 5.8％

合計 424 1,124 37.7％

5 デジタル教科書の制度化に向けた検討
平成28年12月に取りまとめられた「デジタル教科書」の位置付けに関する検討会議の最
終まとめや，29年10月の中央教育審議会初等中等教育分科会の議論において，紙の教科書
を主たる教材として使用することを基本としつつ，必要に応じて，デジタル教科書を併用す
ることが適当とされました。これを踏まえ，新学習指導要領の実施を見据えてデジタル教科
書を導入することができるよう，30年通常国会に「学校教育法等の一部を改正する法律案」
を提出し，同年 5月25日に成立しました。

	 第 8 節	 	いじめ・不登校等の生徒指導上の諸
課題への対応

1 生徒指導上の諸課題
（1）生徒指導の在り方
生徒指導は，全ての児童生徒を対象として，学校のあらゆる教育活動の中で，それぞれの
人格の健全な発達・成長を目指すとともに，現在及び将来における自己実現を図っていくた
めに，児童生徒が自らを導いていく能力を育成すること，そして，学校生活が有意義で興味
深く，充実したものになることを目指して行われるものです。生徒指導の積極的な意義を考
慮し，児童生徒に社会的な資質や能力，態度などを修得・発達させるような指導・援助が行
われています。
一方，いじめの問題や少年による重大事件などは教育上の大きな課題となっています。文
部科学省では，毎年度，各都道府県教育委員会などを通じて調査を行い，暴力行為，いじ
め，不登校などの生徒指導上の諸課題の実態把握に努めています。平成28年度の調査結果
では，小・中・高等学校における暴力行為の発生件数は約 5万9,000件，小・中・高等学校
及び特別支援学校におけるいじめの認知件数は約32万3,000件，小・中・高等学校における
不登校児童生徒数は約18万2,000人となっています。
学校においては，日常的な指導の中で，教師と児童生徒との信頼関係を築き，全ての教育
活動を通じて規範意識や社会性を育むきめ細かな指導を行うとともに，問題行動の未然防止
と早期発見・早期対応に取り組むことが重要です。また，問題行動が起こったときには，粘
り強い指導を行い，指導を繰り返してもなお改善が見られない場合には，出席停止や懲戒な
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どの措置も含めた毅然とした対応を取るとともに，問題を隠すことなく，教職員が一体と
なって対応する必要があります。さらに，教育委員会は学校を適切にサポートする体制を整
備すること，そして，家庭や地域社会，警察・法務局・児童相談所等の関係機関の理解と協
力を得て地域ぐるみで取り組む体制づくりを進めていくことが重要です。
文部科学省では小学校段階から高等学校段階までの組織的・体系的な取組を進めるため，
生徒指導の概念・取組の方向性等を整理した学校・教員向けの基本書として「生徒指導提
要」を作成し，各教育委員会及び学校などに配布するとともに，指導や研修での活用を促
し，生徒指導の一層の充実を図っています。

（2）いじめ
「いじめ防止対策推進法」（以下，「法」という。）においては，いじめは「児童等に対して，
当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等
が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含
む。）であって，当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの」（第 2条第
1項）と定義されています。個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は，表面的・形
式的にすることなく，いじめられた児童生徒の立場に立つことが必要です。
いじめ問題については，まず，「いじめは絶対に許されない」との意識を社会全体で共有
し，子供を「加害者にも，被害者にも，傍観者にもしない」教育を実現することが必要で
す。また，いじめ問題に適切に対処するためには，子供たちの悩みや不安を受け止めて相談
に当たることも大切です。
平成24年度には，いじめの問題を背景として生徒が自らその命を絶つという痛ましい事
案をきっかけに，大きな社会問題となりました。25年 6 月に法が成立したことを受け，文
部科学省では，同年10月に「いじめの防止等のための基本的な方針」（以下，「基本方針」と
いう。）を策定しました。
文部科学省では，法や基本方針の策定を受け，教育委員会関係者や教職員に内容の周知を
図り，いじめの防止等への取組を徹底するため，「いじめの問題に関する指導者養成研修」
や「いじめの防止等のための普及啓発協議会」を開催しています。
加えて，平成28年度においては，法施行後 3年を経過したことを受け，「いじめ防止対策
協議会」において法の施行状況の検証を行いました。この検証の結果を踏まえ，国の基本方
針の改定及び「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」の策定を行いました。
また，平成28年度，全国の国公私立の小・中・高等学校及び特別支援学校におけるいじ
めの認知件数は約32万3,000件，いじめを認知した学校数は約 2万6,000校で学校総数に占
める割合は約68.3％となっています（図表2-4-10）。
いじめは，どの子供にも，どの学校にも起こり得るものですが，いじめの認知件数につい
ては，問題行動等調査における1,000人当たりの認知件数の都道府県間の差が大きく，実態
を正確に反映しているとは言い難い状況にあります。このため，文部科学省としては，いじ
めの認知件数が多い学校について，「いじめを初期段階のものも含めて積極的に認知し，そ
の解消に向けた取組のスタートラインに立っている」と極めて肯定的に評価し，いじめの積
極的な認知を徹底するよう促しています。
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	図表 2-4-10	 いじめの認知（発生）件数の推移
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中学校
高等学校

小学校

計

60年度 61年度 62年度 63年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

小 学 校 96,457 26,306 15,727 12,122 11,350 9,035 7,718 7,300 6,390

中 学 校 52,891 23,690 16,796 15,452 15,215 13,121 11,922 13,632 12,817

高等学校 5,718 2,614 2,544 2,212 2,523 2,152 2,422 2,326 2,391

計 155,066 52,610 35,067 29,786 29,088 24,308 22,062 23,258 21,598

6 年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

小 学 校 25,295 26,614 21,733 16,294 12,858 9,462 9,114 6,206 5,659 6,051 5,551 5,087

中 学 校 26,828 29,069 25,862 23,234 20,801 19,383 19,371 16,635 14,562 15,159 13,915 12,794

高等学校 4,253 4,184 3,771 3,103 2,576 2,391 2,327 2,119 1,906 2,070 2,121 2,191

特殊教育諸学校 225 229 178 159 161 123 106 77 78 71 84 71

計 56,601 60,096 51,544 42,790 36,396 31,359 30,918 25,037 22,205 23,351 21,671 20,143

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

小 学 校 60,897 48,896 40,807 34,766 36,909 33,124 117,384

中 学 校 51,310 43,505 36,795 32,111 33,323 30,749 63,634

高等学校 12,307 8,355 6,737 5,642 7,018 6,020 16,274

特別支援学校
（特殊教育諸学校） 384 341 309 259 380 338 817

計 124,898 101,097 84,648 72,778 77,630 70,231 198,109

25年度 26年度 27年度 28年度

小 学 校 118,748 122,734 151,692 237,256

中 学 校 55,248 52,971 59,502 71,309

高等学校 11,039 11,404 12,664 12,874

特別支援学校 768 963 1,274 1,704

計 185,803 188,072 225,132 323,143

（注 1）平成 5年度までは公立小・中・高等学校を調査。平成 6年度からは特殊教育諸学校，平成18年度からは国私立学校を含める。
（注 2）平成 6年度及び平成18年度に調査方法等を改めている。
（注 3）平成17年度までは発生件数，平成18年度からは認知件数。
（注 4）平成25年度からは高等学校に通信制課程を含める。
（注 5）�小学校には義務教育学校前期課程，中学校には義務教育学校後期課程及び中等教育学校前期課程，高等学校には中等教育学校後

期課程を含む。

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

①いじめ対策・不登校支援等総合推進事業
いじめの未然防止，早期発見・早期対応や教育相談体制の整備及びインターネットを通じ
て行われるいじめへの対応を充実するため，「いじめ対策・不登校支援等総合推進事業」を
拡充し，地方公共団体におけるいじめの問題等への対応を支援しています。
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②いじめ防止対策協議会の開催
文部科学省では，学校関係者や各種職能団体等の関係団体から有識者の参画を得た「いじ
め防止対策協議会」を開催し，法に基づく取組状況の把握と検証を的確に行うとともに，い
じめの問題に取り組む関係者間の連携強化を図っています。平成29年度においては，同協
議会の下に「SNSを活用したいじめ等に関する相談体制の構築に係るワーキンググループ」
を設置し，ソーシャルネットワークサービス（SNS）等を活用する利点・課題等について検
討を行いました＊14。
③全国いじめ問題子供サミットの開催
いじめを未然に防止するためには，子供たちが自らの手でいじめの問題に取り組み，解決
につなげていく意識を高め，実行していくことが効果的です。このため，子供自身の主体的
な活動の中核となるリーダーを育成するとともに，全国各地での多様な取組の実施を一層推
進するため，平成28年度に引き続き，30年 1 月に「全国いじめ問題子供サミット」を開催
しました。
④「ネットいじめ」への対応
近年，インターネットや携帯電話を利用したいじめ（いわゆる「ネットいじめ」）が深刻
な問題になっています。また，「ネットいじめ」のうち，SNSでのいじめについては，第三
者が閲覧できないため従来の取組で対応できない場合もあります。こうしたいじめの未然防
止のためには，子供たちが自らの手でいじめの問題に取り組み，解決につなげていく意識を
高め，実行していくことや情報モラルを身に付けさせることが重要です＊15。
また，改定後の基本方針に，インターネット上のいじめは，「刑法」上の名誉毀損罪や侮
辱罪，民事上の損害賠償請求の対象となり得ることや，インターネット上のいじめが重大な
人権侵害に当たり，被害者等に深刻な傷を与えかねない行為であることを理解させる取組を
行うことを盛り込みました。
文部科学省では平成26年度から，ネットパトロール監視員や民間の専門機関の活用等に
よる学校ネットパトロールなど都道府県・指定都市における取組への支援を行っています。
⑤東日本大震災により被災した児童生徒又は原子力発電所事故により避難している児童生徒
に対するいじめへの対応
文部科学省では，原子力発電所事故により避難している児童生徒がいじめに遭い，学校等
が適切な対応を行わなかった事案について，平成28年12月，被災児童生徒を受け入れる学
校に対して，被災児童生徒がいじめを受けていないかどうか確認を行うことなどの対応を求
める「東日本大震災により被災した児童生徒を受け入れる学校の対応について」（平成28年
12月16日付け　初等中等教育局長通知）を発出しました。また，29年 3 月，基本方針を改
定して，原子力発電所事故の避難者である児童生徒に対するいじめの未然防止・早期発見に
取り組むことを新たに盛り込み，教職員に対して適切な対応を求めています。さらに，同年
4月に，被災児童生徒へのいじめの防止について，全国の児童生徒等に向けて，文部科学大
臣からメッセージを発表するとともに，上記28年12月に発出した通知により各教育委員会
に求めたいじめの状況等の確認について，フォローアップ結果を公表しました。

（3）暴力行為
平成28年度，全国の国公私立の小・中・高等学校の児童生徒が起こした暴力行為（対教
師暴力・生徒間暴力・対人暴力・器物損壊）の発生状況は，学校の管理下で発生したもの
が，全学校の30.6％に当たる約 1万1,000校において約 5万6,000件，学校の管理下以外で発

＊14	参照：第 2部第 4章第 8節2
＊15	参照：第 2部第11章第 1節
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生したものが，全学校の5.9％に当たる約2,100校において約3,200件となっており，依然と
して相当数に上っています（図表2-4-11）。

	図表 2-4-11	 学校の管理下・管理下以外における暴力行為発生件数の推移

25 26 27 28（年度）2423222120191817161514131211109
0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000
（件）

中学校

合計

高等学校

小学校

9 年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

小 学 校 1,432 1,706 1,668 1,483 1,630 1,393 1,777 2,100 2,176 3,803 5,214 6,484 7,115 7,092 7,175 8,296 10,896 11,472 17,078 22,841

中 学 校 21,585 26,783 28,077 31,285 29,388 26,295 27,414 25,984 25,796 30,564 36,803 42,754 43,715 42,987 39,251 38,218 40,246 35,683 33,073 30,148

高等学校 5,509 6,743 6,833 7,606 7,213 6,077 6,201 5,938 6,046 10,254 10,739 10,380 10,085 10,226 9,431 9,322 8,203 7,091 6,655 6,455

合計 28,526 35,232 36,578 40,374 38,231 33,765 35,392 34,022 34,018 44,621 52,756 59,618 60,915 60,305 55,857 55,836 59,345 54,246 56,806 59,444

（注 1）平成 9年度からは公立小・中・高等学校を対象として，学校外の暴力行為についても調査。
（注 2）平成18年度からは国私立学校も調査。
（注 3）平成25年度からは高等学校に通信制課程を含める。
（注 4）�小学校には義務教育学校前期課程，中学校には義務教育学校後期課程及び中等教育学校前期課程，高等学校には中等教育学校後期

課程を含める。

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

（4）不登校
平成28年度の全国の国公私立の小・中学校の不登校児童生徒数は約13万4,000人，高等学
校は約 4万9,000人と，依然として相当数に上っています（図表2-4-12）。
文部科学省では，総合的な不登校施策について検討を行うため，平成27年 1 月から「不
登校に関する調査研究協力者会議」を開催し，28年 7 月に最終報告を公表しました。この
最終報告を受け，「不登校児童生徒への支援の在り方について」（平成28年 9 月14日付け　
初等中等教育局長通知）を発出し，不登校は多様な要因や背景から結果として不登校状態と
なっており，問題行動と判断してはならないことや，不登校児童生徒への支援は，学校に登
校するという結果のみを目標とするのではなく，児童生徒の社会的自立を目指すことなど，
新たな不登校児童生徒への支援の在り方を示しました。
また，フリースクール等で学ぶ子供たちの現状を踏まえ，平成27年 1 月から「フリース
クール等に関する検討会議」を開催し，29年 2 月に，教育委員会・学校と民間の団体等が
連携した支援を推進することなど，不登校児童生徒による学校以外の場での学習等に対する
支援の充実等について提言した報告を公表しました。
さらに，平成28年12月には，不登校児童生徒が学校以外の場で行う多様で適切な学習活
動の重要性や，個々の不登校児童生徒の休養の必要性等を規定した，「義務教育の段階にお
ける普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」が成立し，不登校児童生徒への
支援について，初めて体系的に法律で規定されました。同法に基づき，文部科学省では，29
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年 3月に不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等に関する施策を総合的に推進するため
の基本的な指針として，「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等
に関する基本指針」を策定しました。
本基本指針では，全ての児童生徒にとって，魅力あるより良い学校づくりを目指すととも
に，いじめ，暴力行為等の問題行動を許さないなど，安心して教育を受けられる学校づくり
についても推進するとともに，不登校児童生徒への支援は，児童生徒が社会的に自立するこ
とを目指し，個々の不登校児童生徒の状況に応じた必要な支援を行うことなどを基本的な考
え方とし，不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等に関する施策を総合的に推進するた
めの基本的な指針を定めています。
これらを踏まえ，平成29年度予算において，教育支援センターの設置促進やフリースクー
ルなど民間団体との連携による支援を推進するため，学校以外の場における教育機会の確保
等に関する調査研究を実施し，30年度予算においても引き続き，同調査研究を実施するな
ど，個々の不登校児童生徒の状況に応じた必要な支援の推進を図ることとしています。

	図表 2-4-12	 不登校児童生徒数の推移
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20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000
（人）

25 26 27 28
（年度）

2423222120191817161514131211109876543

高等学校

中学校

小学校

3 年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

小 学 校 12,645
（0.14）

13,710
（0.15）

14,769
（0.17）

15,786
（0.18）

16,569
（0.20）

19,498
（0.24）

20,765
（0.26）

26,017
（0.34）

26,047
（0.35）

26,373
（0.36）

26,511
（0.36）

25,869
（0.36）

24,077
（0.33）

中 学 校 54,172
（1.04）

58,421
（1.16）

60,039
（1.24）

61,663
（1.32）

65,022
（1.42）

74,853
（1.65）

84,701
（1.89）

101,675
（2.32）

104,180
（2.45）

107,913
（2.63）

112,211
（2.81）

105,383
（2.73）

102,149
（2.73）

小中合計 66,817
（0.47）

72,131
（0.52）

74,808
（0.55）

77,449
（0.58）

81,591
（0.63）

94,351
（0.75）

105,466
（0.86）

127,692
（1.06）

130,227
（1.11）

134,286
（1.17）

138,722
（1.23）

131,252
（1.18）

126,226
（1.15）

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

小 学 校 23,318
（0.32）

22,709
（0.32）

23,825
（0.33）

23,927
（0.34）

22,652
（0.32）

22,327
（0.32）

22,463
（0.32）

22,622
（0.33）

21,243
（0.31）

24,175
（0.36）

25,864
（0.39）

27,583
（0.42）

30,448
（0.47）

中 学 校 100,040
（2.73）

99,578
（2.75）

103,069
（2.86）

105,328
（2.91）

104,153
（2.89）

100,105
（2.77）

97,428
（2.73）

94,836
（2.64）

91,446
（2.56）

95,442
（2.69）

97,033
（2.76）

98,408
（2.83）

103,235
（3.01）

小中合計 123,358
（1.14）

122,287
（1.13）

126,894
（1.18）

129,255
（1.20）

126,805
（1.18）

122,432
（1.15）

119,891
（1.13）

117,458
（1.12）

112,689
（1.09）

119,617
（1.17）

122,897
（1.21）

125,991
（1.26）

133,683
（1.35）

高等学校 67,500
（1.82）

59,680
（1.66）

57,544
（1.65）

53,041
（1.56）

53,024
（1.58）

51,728
（1.55）

55,776
（1.66）

56,361
（1.68）

57,664
（1.72）

55,655
（1.67）

53,156
（1.59）

49,563
（1.49）

48,565
（1.46）

（注 1）�調査対象：国公私立小・中学校（小学校には義務教育学校前期課程，中学校には義務教育学校後期課程及び中等教育学校前期課
程，高等学校には中等教育学校後期課程を含むを含む。）

（注 2）�年度間に連続又は断続して30日以上欠席した児童生徒のうち不登校を理由とする者について調査。不登校とは，何らかの心理的，
情緒的，身体的，あるいは社会的要因・背景により，児童生徒が登校しないあるいはしたくともできない状況にあること（ただ
し，病気や経済的理由によるものを除く。）をいう。

（注 3）カッコ内は，全児童生徒数に占める不登校児童生徒数の割合。

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」
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（5）高等学校中途退学
平成28年度の全国の国公私立の高等学校における中途退学者数は約 4万7,000人，在籍者
に占める中途退学者の割合（中退率）は1.4％となっています（図表2-4-13）。中途退学の
理由としては，「学校生活・学業不適応」（33.6％），「進路変更」（33.8％）などが挙げられま
す。
高等学校中途退学への対応については，各高等学校において，一人一人の生徒が主体的に
目標や意欲を持って学ぶことができるよう，生徒の能力・適性・興味・関心などに応じて魅
力ある教育活動を展開するとともに，キャリア教育の充実や一層きめ細かな教育相談を実施
することなどが重要です。また，就職や他の学校への転・編入学など積極的な進路変更につ
いて支援していくことも大切です。
文部科学省では，教育相談体制の充実を図るため，スクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカー等の配置を拡充しているほか，中途退学者に対する学校段階からの切れ目の
ない支援のため，地域若者サポートステーション等の関係機関と学校との連携を促進してい
ます。
また，文部科学省において，全国の公立高等学校における妊娠を理由とした退学等の実態
把握を行いました。その結果，平成27年 4 月から29年 3 月までの 2年度間に生徒の妊娠の
事実を学校が把握した件数（2,098件）のうち，妊娠を理由に懲戒として退学の処分を行っ
た事案は認められなかったものの，生徒又は保護者が引き続きの通学を希望していた等の事
情があるにもかかわらず学校が退学を勧めた事案が32件認められました。これを踏まえ，
30年 3 月，「公立の高等学校における妊娠を理由とした退学等に係る実態把握の結果等を踏
まえた妊娠した生徒への対応等について」（平成30年 3 月29日付け　初等中等教育局児童生
徒課長・初等中等教育局健康教育・食育課長通知）を発出しました。同通知では，生徒が妊
娠した場合には，関係者間で十分に話し合い，母体の保護を最優先としつつ，教育上必要な
配慮を行うべきこと，その際，生徒に学業継続の意思がある場合は，安易に退学処分や事実
上の退学勧告等の対処を行わないという対応も十分考えられることなど，基本的な考え方を
示しました。同通知の趣旨を徹底するよう，全国の生徒指導担当者を対象とした会議等にお
いて周知を図っています。
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	図表 2-4-13	 高等学校における中途退学者数及び中途退学率の推移
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（年度）57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 262728

中退者数
中退率（％）

（%）

昭和57 58 59 60 61 62 63 平成元 2 3 4 5 6

中途退学者数（人） 106,041 111,531 109,160 114,834 113,938 113,357 116,617 123,069 123,529 112,933 101,194 94,065 96,401

公　立 65,314 67,932 67,009 72,086 73,176 73,127 75,791 81,332 82,846 76,684 68,822 63,428 64,229

私　立 40,727 43,599 42,151 42,748 40,762 40,230 40,826 41,737 40,683 36,249 32,372 30,637 32,172

中途退学率（％） 2.3 2.4 2.2 2.2 2.2 2.1 2.1 2.2 2.2 2.1 1.9 1.9 2.0

公　立 2.0 2.0 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 2.0 2.1 2.0 1.9 1.8 1.9

私　立 3.2 3.3 3.1 2.9 2.8 2.7 2.6 2.6 2.5 2.3 2.1 2.1 2.2

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

中途退学者数（人） 98,179 112,150 111,491 111,372 106,578 109,146 104,894 89,409 81,799 77,897 76,693 77,027 72,854

国　立 － － － － － － － － － － 53 44 45

公　立 64,431 73,736 73,654 73,474 70,554 73,253 70,528 60,633 55,668 53,261 53,117 53,251 50,529

私　立 33,748 38,414 37,837 37,898 36,024 35,893 34,366 28,776 26,131 24,636 23,523 23,732 22,280

中途退学率（％） 2.1 2.5 2.6 2.6 2.5 2.6 2.6 2.3 2.2 2.1 2.1 2.2 2.1

国　立 － － － － － － － － － － 0.6 0.5 0.5

公　立 2.0 2.3 2.4 2.5 2.4 2.5 2.5 2.2 2.1 2.0 2.1 2.2 2.1

私　立 2.4 2.8 2.9 3.0 2.9 2.9 2.9 2.5 2.4 2.3 2.2 2.3 2.2

20 21 22 23 24 25 26 27 28

中途退学者数（人） 66,243 56,947 55,415 53,869 51,781 59,923 53,391 49,263 47,249

国　立 52 51 43 56 40 34 43 44 43

公　立 45,742 39,412 38,372 37,483 35,966 38,602 33,982 31,083 29,531

私　立 20,449 17,484 17,000 16,330 15,775 21,287 19,366 18,136 17,675

中途退学率（％） 2.0 1.7 1.6 1.6 1.5 1.7 1.5 1.4 1.4

国　立 0.5 0.5 0.4 0.6 0.4 0.3 0.4 0.4 0.4

公　立 1.9 1.7 1.6 1.6 1.5 1.6 1.4 1.3 1.3

私　立 2.0 1.8 1.7 1.6 1.5 1.9 1.7 1.6 1.5

（注 1）平成16年度までは公私立高等学校を調査。平成17年度からは国立高等学校，平成25年度からは高等学校通信制課程も調査。
（注 2）中途退学率は，在籍者数に占める中途退学者数の割合。
（注 3）高等学校には中等教育学校後期課程を含む。

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

（6）自殺
厚生労働省・警察庁「平成29年中における自殺の状況」（平成30年 3 月）によると，29年
中の小・中・高等学校の児童生徒の自殺者数は357人となっています。また，29年には人の
目の届きにくいSNSを利用し，自殺願望を投稿するなどした高校生等の心の叫びに付け込
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んで，言葉巧みに誘い出し殺害するという極めて卑劣な事件が発生し，これを受けて，平成
29年12月19日に，座間市における事件の再発防止に関する関係閣僚会議において「座間市
における事件の再発防止策」が取りまとめられました。
文部科学省では，命の大切さを学ぶ教育などを通じて児童生徒の自殺の防止に取り組むと
ともに，その特徴や傾向などを考慮した対策を検討するため，平成20年度から有識者会議
を開催しています。また，児童生徒の自殺予防や，不幸にして自殺が起きたときの緊急対応
に必要な学校・教職員向けの資料を作成し，各教育委員会や学校に配布してきました。26
年度には，学校における自殺予防教育導入の手引である「子供に伝えたい自殺予防」，「子供
の自殺が起きたときの背景調査の指針」の改訂版及び「子供の自殺等の実態分析」を作成し
ました。29年度も引き続き，各教育委員会等の生徒指導担当者や校長・教頭などの管理職
を対象に「児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会」を開催し，児童生徒の自殺対策に
ついて周知を図っています。
また，平成30年 1 月には，文部科学省・厚生労働省の連名で「児童生徒の自殺予防に向
けた困難な事態，強い心理的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に付ける等のため
の教育の推進について」（平成30年 1 月23日付け　初等中等教育局児童生徒課長・厚生労働
省大臣官房参事官（自殺対策担当）通知）を発出し，新たな自殺総合対策大綱（平成29年
7 月25日閣議決定）に定められた「SOSの出し方に関する教育」の推進を求めました。
さらに，18歳以下の自殺は，学校の長期休業明けに掛けて急増する傾向があることから，
長期休業前から期間中，長期休業明けの時期に掛けて学校における早期発見に向けた取組，
保護者に対する家庭における見守りの促進，学校内外における集中的な見守り活動，ネット
パトロールの強化を実施するよう，夏休み等の長期休業前にそれぞれ対応を求めたところで
す。

2 教育相談体制の整備・充実
児童生徒のいじめの問題などに適切に対処するためには，児童生徒の悩みや不安などを受
け止めて，速やかに相談できるよう教育相談体制を整備することが重要です。
文部科学省では，平成27年12月に「教育相談等に関する調査研究協力者会議」を開催し，
29年 1 月に，今後の教育相談の在り方，スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワー
カーの職務内容，学校及び教育委員会における体制の在り方など，児童生徒の教育相談の充
実について提言した報告を公表しました。
さらに，平成27年12月の中央教育審議会「チームとしての学校の在り方と今後の改善方
策について（答申）」等を踏まえ，「学校教育法施行規則」の一部を改正し，スクールカウン
セラー及びスクールソーシャルワーカーについて，「スクールカウンセラーは，学校におけ
る児童の心理に関する支援に従事する」，「スクールソーシャルワーカーは，学校における児
童の福祉に関する支援に従事する」と同規則に職務内容を規定したところです（29年 4 月 1
日施行）。
また，学校等における教育相談体制を整備するために，スクールカウンセラーや，スクー
ルソーシャルワーカーを配置する都道府県等に対して補助を行っています。
平成29年度は公立中学校及び公立小学校にスクールカウンセラーを配置するために必要
な経費の補助を行ったほか，貧困・虐待対策のための重点加配を行いました。30年度予算
では，全公立中学校に対するスクールカウンセラーの配置に加えて，引き続き，生徒指導上
の大きな課題を抱える公立中学校等でスクールカウンセラーによる週 5日の相談体制を実施
し，常時生徒が相談できる体制づくりを推進することとしています。また，公立小学校につ
いては，小中連携型配置の拡充を含む 1万6,700校への配置の拡充を行います。さらに，貧
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困・虐待対策のための重点加配（1,000校）に必要な経費を計上しています。
また，平成29年度は，小・中学校等にスクールソーシャルワーカーを配置するために必
要な経費の補助を行ったほか，貧困・虐待対策のための重点加配を行いました。30年度予
算では，配置する人数を拡充し7,547人とするとともに，貧困・虐待対策のための重点加配
（1,000人）と質向上のためのスーパーバイザー配置（47人）に必要な経費を計上していま
す。
さらに，文部科学省では，夜間・休日を含め24時間いつでも子供のSOSを受け止めるこ
とができるよう，「24時間子供SOSダイヤル」を整備しています。なお，平成28年度から
は同ダイヤルが無料化され，電話番号が「0120-0 -78310」に改められています。
加えて，近年，若年層の多くが，SNSを主なコミュニケーション手段として用いている
とともに，SNS上のいじめへの対応も大きな課題となっている状況を受け，文部科学省で
は，いじめを含む様々な悩みに関する児童生徒の相談に関して，SNS等を活用する利点・
課題等について検討を行うため，平成29年 7 月に有識者会議を開催し，30年 3 月，「SNS等
を活用した相談体制の構築に関する当面の考え方（最終報告）」を取りまとめました。また，
30年から地方公共団体に対し，SNS等を活用した児童生徒向けの相談体制の構築を支援し
ています。
さらに，平成25年度から，都道府県や市区町村における，第三者的立場からいじめ問題
等を調整・解決する取組や，外部専門家を活用して学校を支援する取組に対して補助を行っ
ています。

3 体罰の禁止
体罰は，「学校教育法」により厳に禁止されており，児童生徒の人権の尊重という観点か
らも許されるものではありません。また，体罰は，違法行為であるのみならず，児童生徒の
心身に深刻な悪影響を与え，教員等及び学校への信頼を失墜させる行為であり，児童生徒に
力による解決への志向を助長させ，いじめや暴力行為などの連鎖を生むおそれがあります。
しかし，平成24年度には，部活動中の体罰が背景にある生徒の自殺事案が発生し，大き
な社会問題となりました。この事案や教育再生実行会議の第一次提言「いじめ問題等への対
応について」を踏まえ，懲戒と体罰の区別等についてより一層適切な理解促進を図るととも
に，教育現場において，児童生徒理解に基づく指導が行われるよう，「体罰の禁止及び児童
生徒理解に基づく指導の徹底について」（平成25年 3 月13日付け　初等中等教育局長・ス
ポーツ・青少年局長通知）を発出しました。同通知では，懲戒と体罰の区別について，具体
例を示して分かりやすく説明するとともに，部活動指導に当たっての留意事項を示していま
す。さらに，「体罰根絶に向けた取組の徹底について」（平成25年 8 月 9 日付け初等中等教育
局長・スポーツ・青少年局長通知）を発出し，厳しい指導の名の下で，若しくは保護者や児
童生徒の理解を理由として，体罰や体罰につながりかねない不適切な指導を見過ごしてこな
かったか，これまでの取組を検証し，体罰を未然に防止する組織的な取組，徹底した実態把
握，体罰が起きた場合の早期対応及び再発防止策，事案に応じた厳正な処分など，体罰防止
に関する取組の抜本的な強化を図るよう求めました。
平成24年度以降は，国公私立学校における処分が行われた体罰の状況についてまとめた
調査結果を毎年度公表し，体罰の実態を把握するとともに，その禁止の徹底に努めていま
す。
運動部活動における体罰禁止の徹底については，平成25年 3 月に「運動部活動の在り方
に関する調査研究協力者会議」を開催しました。同年 5月には運動部活動の指導者が，指導
に当たって萎縮しないよう，また，体罰に頼らない指導の充実が図られるよう「運動部活動

	 第2部	 文教・科学技術施策の動向と展開

180　文部科学白書2017



での指導のガイドライン」を策定しました。このガイドラインにおいては，運動部活動にお
ける指導と許されない指導の一定の考え方を示すとともに，運動部活動の指導に係る運営，
体制等についても必要事項を掲載しています。
文部科学省では，このガイドラインを各学校等に周知し，運動部活動の現場から体罰を根
絶するよう努めています。

	 第 9 節	 道徳教育の充実
学校教育では，調和のとれた人間の育成を目指して，子供たちの発達の段階に応じた道徳
教育を展開することとしています。幼稚園では，各領域を通して総合的な指導を行い，道徳
性の芽生えを培うこととしています。小・中学校では，道徳の時間（週当たり 1単位時間）
を要として，各教科，総合的な学習の時間，特別活動などそれぞれの特質に応じて適切な指
導を行い，学校の教育活動全体を通じて道徳教育を行うこととしています。高等学校では，
人間としての在り方生き方に関する教育を，学校の教育活動全体を通じて行うことにより，
その充実を図ることとしています。
他方，小・中学校に道徳の時間が設置されてから約70年がたちますが，これまで学習指
導要領の趣旨を踏まえ，学校の創意工夫を生かした素晴らしい実践が行われている一方で，
道徳教育が本来の役割を果たしきれていないのではないかという指摘もなされてきました。
また，今後，人工知能をはじめとする技術革新が進むなど，将来を予測することがますま
す困難な時代になると予想されます。このような時代を前に，私たち人間に求められるの
は，感性を豊かに働かせながら，自分なりに試行錯誤したり，多様な他者と協働したりし
て，新しい価値を生み出していくことであり，こうした中で，より良く生きるための基盤と
なる資質・能力を養う道徳教育の役割はますます重要となっています。
文部科学省では，このような状況を踏まえ，道徳教育の更なる充実のため，道徳の時間を

「特別の教科　道徳」（道徳科）として位置付けることなどに係る学習指導要領の一部改正等
を行いました。このことにより，答えが一つではない道徳的な課題を一人一人の児童生徒が
自分自身の問題と捉え，向き合う，「考える道徳」，「議論する道徳」へと転換が図られるも
のと考えています。
今回の改正の主なポイントは次のとおりです。
①内容について，いじめの問題への対応の充実や発達の段階をより一層踏まえた体系的なも
のに改善
②問題解決的な学習や体験的な学習などを取り入れ，指導方法を工夫
③数値評価は引き続き実施せず，児童生徒の道徳性に係る成長の様子を継続的に把握
④道徳科に検定教科書を導入
今回の改正を踏まえ，小学校では平成30年度から，中学校では31年度からそれぞれ道徳
科が全面実施されます。また，27年度から小・中学校それぞれの実施年度までの間は移行
措置として，改正学習指導要領の趣旨を踏まえた取組が可能となっています。
また，評価や指導要録の在り方等については，平成28年 7 月の「道徳教育に係る評価等
の在り方に関する専門家会議」の報告を踏まえ，同月に文部科学省から「学習指導要領の一
部改正に伴う小学校，中学校及び特別支援学校小学部・中学部における児童生徒の学習評価
及び指導要録の改善等について（通知）」（平成28年 7 月29日付け　初等中等教育局長通知）
を発出し，道徳科の評価の在り方や指導要録の参考様式について周知・徹底を図りました。
その中では，従来どおり数値による評価は行わないことを前提として，以下のとおり基本
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的な考え方を示しています。
①他の児童生徒との比較による評価ではなく，児童生徒がいかに成長したかを積極的に受け
止めて認め，励ます個人内評価として記述式で行うこと
②個々の内容項目ごとではなく，大くくりなまとまりを踏まえた評価とすること
③児童生徒がより多面的・多角的な見方へと発展しているか，道徳的価値の理解を自分自身
との関わりの中で深めているかといった点を重視すること
④道徳科の評価は，入学者選抜の合否判定に活用することのないようにすること
また，高等学校では，平成30年 3 月に告示した新学習指導要領において，校長のリーダー
シップの下，道徳教育推進教師を中心に，全ての教師が協力して道徳教育を展開することを
新たに規定するとともに，公民の「公共」，「倫理」，特別活動が，人間としての在り方生き
方に関する中核的な指導の場面であることを明記しました。
さらに，文部科学省では，道徳科の全面実施に向け，道徳教育の充実のための資料等を
ホームページ上で公開する「道徳教育アーカイブ」を平成29年 5 月に開設し，各学校の児
童生徒の実態に応じた多様な創意工夫を生かした授業づくりを支援しています。このほかに
も，各地域の特色を生かした道徳教育を推進するため，研修の充実や外部講師の活用，郷土
の歴史や偉人などを取り上げた地域教材の作成，家庭・地域との連携を強化する取組など地
方公共団体等における多様な取組を支援する「道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事
業」を実施しています。

	第10節	 人権教育の推進
「日本国憲法」及び「教育基本法」の精神にのっとり，学校教育・社会教育を通じて人権
尊重の意識を高める教育を推進することは重要なことです。「人権教育及び人権啓発の推進
に関する法律」及び「人権教育・啓発に関する基本計画」（平成14年 3 月15日閣議決定，23
年 4 月 1 日一部変更）に基づき，政府全体として人権教育・啓発を推進しています。学校教
育においては，児童生徒の発達段階に応じて，学校の教育活動全体を通じて人権尊重の意識
を高めるための指導を進めており，一人一人を大切にする教育の推進に努めています。
文部科学省では，学校教育の分野において，「人権教育の指導方法等の在り方について

［第 3次まとめ］」（平成20年 3 月）等を踏まえつつ，学校・家庭・地域社会が一体となった
総合的な取組や学校における指導方法の改善充実について実践的な研究を行う「人権教育研
究推進事業」を実施し，人権教育の先進的な取組の普及に努めています。
また，平成23年度から27年度まで人権教育の全国的な推進を図るため，人権教育の実践
事例の収集・公表を実施しました。28年度においては，「本邦外出身者に対する不当な差別
的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（平成28年法律第68号）が施行されたこと
を踏まえ，学校における人権教育の一層の推進に資するため，外国人の人権尊重に関する実
践事例を収集し公開しました。
さらに，「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について」（平成
27年 4 月30日付け　初等中等教育局児童生徒課長通知）を発出するとともに，「性同一性障
害や性的指向・性自認に係る，児童生徒に対するきめ細かな対応等の実施について（教職員
向け）」を28年 4 月に作成し，学校へ周知しました。
そのほか，平成22年度から開始した都道府県等の人権教育担当指導主事等を対象とする

「人権教育担当指導主事連絡協議会」を引き続き開催しており，人権教育の重要性について
改めて認識を共有するとともに，「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた
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取組の推進に関する法律」及び「部落差別の解消の推進に関する法律」（平成28年法律第
109号），北朝鮮による日本人拉致問題や「性同一性障害や性的指向・性自認に係る，児童
生徒に対するきめ細かな対応等の実施について（教職員向け）」等について引き続き周知を
図っています。

	 第11節	 子供の健康と安全
学校は，子供の健やかな成長を目指して教育活動を行う場であり，子供の健康と安全を保
つことは重要です。文部科学省では，学校における食育の推進，心と体の健康問題への対
応，学校における子供の安全確保に向けて，様々な施策に取り組んでいます。
また，学校における食育の推進並びに安全に関する指導及び心身の健康の保持増進に関す
る指導については，これまでも学校の教育活動全体として取り組むことが重要であるとされ
てきましたが，平成29年 3 月に公示された新たな学習指導要領の総則においては，体育科
（保健体育科），家庭科（技術・家庭科）及び特別活動の時間はもとより，それ以外の各教科
や総合的な学習の時間等においても適切に行うよう示しています。さらに，教育課程の編成
及び実施にあたっては，学校保健計画，学校安全計画，食に関する指導の全体計画等，各分
野における学校の全体計画等と関連づけながら効果的な指導を行うこととしています。

1 食育，学校給食の推進
（1）栄養教諭を中心とした食育の推進について
近年の子供の食を取り巻く環境の変化に対応するためには，学校において，栄養教諭が中
心となって各教職員が連携・協力して食育を推進する体制を整備し，学校の教育活動全体を
通じて体系的・継続的に食に関する指導を行うことが重要です。新たな学習指導要領の総則
においても，学校における食育の推進は，食に関する指導の全体計画と関連付けながら，各
教科等においてそれぞれの特質に応じて適切に行うことし，学校の教育活動全体を通じて食
育を推進することを示しています。
さらに，文部科学省では，平成29年度から，栄養教諭と養護教諭等が連携した家庭への
アプローチや，体験活動を通した食への理解促進など，学校を核として家庭を巻き込んだ取
組を推進し，子供の日常生活の基盤である家庭における食に関する理解を深めることによ
り，効果的に子供の食に関する自己管理能力の育成を目指す「つながる食育推進事業」を実
施しています。

（2）学校給食の充実について
学校給食は，栄養バランスの取れた食事を子供に提供することによって子供の健康の保持
増進を図ることに加え，食に関する指導を効果的に進めるための教材として活用することが
できるなど大きな教育的意義を持っています。平成28年 5 月現在，小学校では 1万9,510校
（全小学校の99.2％），中学校では9,000校（全中学校の89.0％）が学校給食を実施していま
す（図表2-4-14）。
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	図表 2-4-14	 学校給食実施状況（国公私立）

区　　　分 全国総数
完全給食 補食給食 ミルク給食 計

実施数 百分比 実施数 百分比 実施数 百分比 実施数 百分比

小 学 校
学 校 数 19,675 19,391 98.6 57 0.3 62 0.3 19,510 99.2

児 童 数 6,386,206 6,315,622 98.9 8,694 0.1 8,721 0.1 6,333,037 99.2

中 学 校
学 校 数 10,108 8,476 83.9 42 0.4 482 4.8 9,000 89.0

生 徒 数 3,357,538 2,619,602 78.0 8,620 0.3 195,967 5.8 2,824,189 84.1

義務教育学校
学 校 数 22 22 100.0 0 0.0 0 0.0 22 100.0

児 童・ 生 徒 数 12,830 12,068 94.1 0 0.0 222 1.7 12,290 95.8

中等教育学校
（前期課程）

学 校 数 51 27 52.9 0 0.0 5 9.8 32 62.7

生 徒 数 16,551 8,768 53.0 0 0.0 1,752 10.6 10,520 63.6

特別支援学校
学 校 数 1,103 971 88.0 1 0.1 13 1.2 985 89.3

幼児・児童・生徒数 137,939 121,804 88.3 25 0.0 879 0.6 122,708 89.0

夜間定時制高
等 学 校

学 校 数 565 318 56.3 91 16.1 1 0.2 410 72.6

生 徒 数 83,258 21,411 25.7 3,865 4.6 16 0.0 25,292 30.4

計
学 校 数 31,524 29,205 92.6 191 0.6 563 1.8 29,959 95.0

幼児・児童・生徒数 9,994,322 9,099,275 91.0 21,204 0.2 207,557 2.1 9,328,036 93.3

（出典）文部科学省「学校給食実施状況等調査」（平成28年 5 月 1 日現在）

各学校では，学校給食の食材として地場産物を活用したり，地域の郷土料理・伝統料理な
どを献立に活用したりする取組が進められています。「第 3次食育推進基本計画」では，平
成32年度までに，学校給食における地場産物の使用割合を30％以上（28年度の使用割合は
25.8％），学校給食における国産食材の使用割合を80％以上（同75.2％）とすることを目指
すこととされています。
文部科学省では，平成28年度から，学校給食において，食品ロスの削減，地産地消の推
進，伝統的食文化の継承などの社会的課題に対応するため，食品の生産・加工・流通等の関
係者と連携しつつ，学校給食をより効果的かつ効率的に運用するための手法を開発する「社
会的課題に対応するための学校給食の活用事業」を実施しています。
その他，学校におけるアレルギー対応の改善・充実のための資料として，「学校給食にお
けるアレルギー対応指針」，「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン要約版」，
「学校におけるアレルギー疾患対応資料（DVD）」を作成し，全国の教育委員会や学校等へ
配布し，全教職員に対する理解の促進と事故防止の徹底を図っています。

2 学校保健の充実
（1）子供の健康課題に対する総合的な取組
現代の多様化・深刻化する子供の健康課題に対応するため，心の健康や性に関する問題，
喫煙，飲酒，薬物乱用防止について記述した「児童生徒の心と体を守る啓発教材」を作成
し，全国の小学校，中学校，高等学校等に配布しました。
また，退職した養護教諭をスクールヘルスリーダーとして派遣する事業の実施や，メンタ
ルヘルスの問題，各種感染症，アレルギー疾患など学校だけでは解決することができない児
童生徒の現代的な健康問題について地域検討委員会を設置し地域の医療機関等と連携して解
決を図る事業を実施するなど様々な施策を講じています。そして，学校におけるアレルギー
疾患の対応の充実を図るため，教職員や指導主事などを対象とする講習会を毎年全国 6か所
で開催しており，「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」などの普及啓発
を一層推進しています。
さらに，学校，家庭，地域の専門機関等が連携し，学校における健康課題を協議すること
によって児童生徒等の健康づくりを推進する学校保健委員会の設置を推進しており，平成
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28年度の設置率は96％と高い水準を実現しています。

（2）がん教育の推進
がん対策については，厚生労働省が中心となって，「がん対策基本法」の下で政府が策定
する「がん対策推進基本計画」に基づいて行われており，現在は平成29年度から34年度ま
での第三期の計画期間となっています。同計画では，がん教育に関する個別目標として，国
は，全国の実施状況を把握した上で，地域の実情に応じた外部講師の活用体制を整備し，が
ん教育の充実に努めるとされています。
文部科学省では，同計画の達成に向けて，がん教育の実施状況に関する調査を実施し，各
都道府県等が主体的に行うがん教育に関する取組に対して支援を行うことによって各地域に
おけるがん教育の充実を図っています。

（3）薬物乱用防止教育の充実
近年の青少年の薬物乱用問題については，これまでの諸対策によって，薬物は絶対に使う
べきではないと考える児童生徒の割合が高くなるなど規範意識の向上が見られ，一定の成果
が認められています。一方，平成28年中の大麻事犯の検挙人員については，全体の約45％
を少年及び20歳代までが占めており，依然として若者を中心に乱用されている状況がうか
がえることが指摘されているほか，若者による危険ドラッグの乱用がいまだに確認されてい
ます。
文部科学省では，全ての中学校及び高等学校において，年に 1回は薬物乱用防止教室を開
催するとともに，地域の実情に応じて小学校においても薬物乱用防止教室の開催に努めるな
ど，薬物乱用防止に関する指導の一層の徹底を図るよう都道府県教育委員会等を指導してい
ます。また，高等学校学習指導要領「保健体育」において新たに大麻を扱うこととし，大麻
の有害性・危険性に関する指導を充実するなど，薬物乱用防止教育の推進に努めています。
さらに，薬物乱用防止教室の指導者を対象とした講習会等の開催や，大学生等を対象とし
た薬物乱用防止のためのパンフレットの作成・配布等を通して，薬物乱用防止に関する啓発
の強化を図っています。

3 学校安全の推進＊16

（1）子供の安全に関する総合的な取組
平成21年 4 月に施行された「学校保健安全法」に基づき，学校安全を取り巻く様々な課
題に対して学校全体としての取組体制を整備充実させるため，文部科学省では，29年 3 月，
「第 2次学校安全の推進に関する計画」＊17を策定しました。同計画には，学校安全の推進の
方向性として目指すべき姿や施策目標を明示した上で，新たに，学習指導要領の改訂等を踏
まえた安全教育の充実方策や，第 1次計画策定後の新たな安全上の課題への対応等を盛り込
んでおり，今後は，同計画に基づき，学校安全の取組を推進することとしています。

（2）学校での子供の安全確保の充実
学校は児童生徒等が安心して学習を行うことが求められる場所であり，学校においてその
安全な環境を整備し，事件・事故を防止するための取組を進める必要があります。
このため，安全対策として実施する監視カメラや非常通報装置，自動体外式除細動器

（AED）の設置などに関する経費に対して地方財政措置が講じられています。また，文部科

＊16	防災教育については参照：第 2部第 2章第 4節1
＊17	参照：http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1383652.htm
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学省では，学校における安全教育や安全管理の充実に資するため，教職員向け学校安全資料
を作成しています。平成30年 2 月には，近年の様々な安全上の課題等を踏まえ，学校が危
機管理マニュアルを作成する際に参考となる「学校の危機管理マニュアルの作成の手引」を
改訂しました。このほか，学校，教育委員会，道路管理者，警察などの関係機関が連携して
実施する通学路の交通安全対策を促すとともに，各地域における定期的な合同点検の実施や
対策の改善・充実等の継続的な取組を促すなど，通学路における交通安全の確保に向けた取
組を推進しています。
また，学校の管理下で発生した様々な事故の教訓を踏まえ，平成26年度から27年度にか
けて開催された「学校事故対応に関する調査研究」有識者会議での議論に基づき，事故後の
対応の在り方や再発防止に関する「学校事故対応に関する指針」を28年 3 月に取りまとめ
ました＊18。
さらに，現下の国際情勢に鑑み，ミサイル・テロ等，突発的に大規模な災害をもたらし得
る危険が発生するような状況に対しては，各地方公共団体の国民保護計画の方向性に沿っ
て，学校の安全管理の一環として進めていくことができるよう，教育委員会等に対し，危機
管理マニュアルの見直しや地方公共団体の危機管理部局との連携強化，訓練の実施などの取
組を促しています。

（3）地域ぐるみで子供の安全を守る環境整備
学校内のみでなく登下校時を含めた子供の安全を確保するためには，地域社会全体で子供
の安全を見守る体制の整備が必要です。先進事例として，例えば，セーフティプロモーショ
ンスクール＊19の取組が挙げられます。
また，文部科学省では，平成17年度から学校安全ボランティアを活用した地域ぐるみで
の学校内外における子供の安全を見守る体制の整備に努めています。例えば，元警察官等が
スクールガード・リーダー＊20として学校を巡回したり，学校安全ボランティアに対して警
備のポイントなどを指導したりするなどの各地域における子供の見守り活動に関する取組を
支援しています。

（4）実践的な安全教育の充実
学校における安全教育においては，児童生徒等が自他の生命を尊重し，日常生活全般にお
ける安全のために必要な事柄を実践的に理解し，生涯を通じて安全な生活を送ることができ
るような態度や能力を養う安全教育を，生活安全・交通安全・災害安全のそれぞれの分野に
おいて行うことが重要です。特に，子供の安全を確保するためには，子供自身に危険を予測
し，危険を回避する能力を育成するよう実践的な安全教育を推進する必要があります。この
ため文部科学省では，学習指導要領などを踏まえ，学校における安全教育の教職員用の参考
資料「『生きる力』をはぐくむ学校での安全教育」（平成22年 3 月改訂），「『生きる力』を育
む防災教育の展開」（25年 3 月改訂）のほか，各種の教職員用の資料や教材を作成し，これ
らの活用を促しています。また，「防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業」に
おいて，各学校における交通安全や防犯を含めた実践的な安全教育を支援しています。
さらに，各地方公共団体や学校において，学校安全を推進する上で必要な情報や優れた取
組事例を参考にできるよう，文部科学省や各地方公共団体が作成した資料等を掲載した学校
＊18	参照：http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1369565.htm
＊19	セーフティプロモーションスクール：学校が地域の学校安全関係者や関係機関等と連携・協力し，PDCAサイクルに基
づく学校安全計画の評価と次年度計画への反映等，安全推進の取組を継続的に実践する学校を認証する大阪教育大学による取
組

＊20	スクールガード・リーダー：学校等を巡回し，学校安全体制及び学校安全ボランティアの活動に対して専門的な指導を
行う者
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安全ポータルサイト＊21を開設し，平成28年 4 月から運用しています。

	 第12節	 	きめ細かで質の高い教育に対応する
ための教職員等の指導体制の整備

1 教師の資質能力の向上
（1）教師の養成・採用・研修の一体的な取組
我が国の未来を担う子供たちへの教育の充実には，教育の直接の担い手である教師の資質
の向上が不可欠です。教師には，これからの時代に求められる質の高い学びを実現するとと
もに，複雑化する教育課題に適切に対処するための指導力の向上が求められており，そのた
めには，教師自身が教職生涯にわたり学び続けていくことが必要です。一方で，近年，教師
の大量退職・大量採用等によって教師の年齢構成や経験年数に不均衡が生じていることや，
主に教師の養成を担う大学と主に研修を担う教育委員会等の連携が不十分であることなどの
課題が挙げられていました。
こうした状況を受け，平成28年11月に教育公務員特例法等の一部改正を行い，教育委員
会と大学等の連携・協働を強化しつつ，教師の養成・採用・研修の各段階を通じてキャリア
ステージに応じた資質の向上を図る体制の整備に取り組んだところです。
①教師の養成における取組
教師の資質能力の向上において，教員免許状を得るための教職課程の在り方は大変重要で
す。文部科学省では教育職員免許法施行規則の改正を平成29年11月に実施し，新たな教育
課題を大学等の教職課程において扱うことを定めました。具体的には，小中高の教職課程に
おいて総合的な学習の時間の指導法を独立して設けることや，全ての免許種の教職課程にお
いて特別支援教育に関する事項を独立して設け，1単位以上必修化することとしました。ま
た，学生が長期間にわたり継続的に学校現場等で体験的な活動を行う機会を充実させるため
に新たに学校体験活動を設け，教育実習の単位の一部として含むことを認めることとしまし
た。さらに，小学校の教職課程における外国語の教科に関する専門的事項や指導法を必修と
するとともに，情報機器及び教材の活用，チーム学校運営への対応，学校と地域との連携，
学校安全への対応，カリキュラム・マネジメント，キャリア教育等の内容を盛り込むことと
で，教職課程全体の内容の充実を図りました。
加えて，教職課程で共通的に身に付けるべき最低限の学修内容，達成目標について，教職
課程コアカリキュラムの検討を行い，平成29年11月に制定しました。教職課程コアカリ
キュラムでは，施行規則に定められた事項ごとに全体目標，一般目標，到達目標を設定し，
詳細な教育内容を規定しています。
平成30年度中に大学等はこれらに対応する新しい教職課程について文部科学省の認定を
受け，31年 4 月以降に入学する学生は，改正後の新しいカリキュラムを大学等で学び，教
員免許状を取得することとなります。
また，「教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業」を実施しており，新たな教育課
題に対応するための科目を教職課程に位置付けるための枠組みの構築に向けた取組や，教科
教育に関して修得すべき資質能力の詳細を明らかにするためのコアカリキュラムの研究等を
支援しています。

＊21	参照：https://anzenkyouiku.mext.go.jp/
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	図表 2-4-15	 教職課程コアカリキュラム例

事項例 到達目標（一部抜粋）
各教科の指導法（情報機器及
び教材の活用を含む。）

・学習指導要領における当該教科の目標及び主な内容並びに全体構造を理解している。
・学習指導案の構成を理解し，具体的な授業を想定した授業設計と学習指導案を作成することができる。

特別の支援を必要とする幼児，
児童及び生徒に対する理解

・�発達障害や軽度知的障害をはじめとする特別の支援を必要とする幼児，児童及び生徒に対する支援の
方法について例示することができる。
・「通級による指導」及び「自立活動」の教育課程上の位置付けと内容を理解している。

道徳の理論及び指導法 ・道徳教育の歴史や現代社会における道徳教育の課題（いじめ・情報モラル等）を理解している。
・学校における道徳教育の指導計画や教育活動全体を通じた指導の必要性を理解している。

教育実習（学校体験活動）

・�教育実習生として遵守すべき義務等について理解するとともに，その責任を自覚したうえで意欲的に
教育実習に参加することができる。
・�学習指導要領及び児童又は生徒の実態等を踏まえた適切な学習指導案を作成し，授業を実践すること
ができる。

②教師の採用における取組
文部科学省では，真に教師としての適性を有する人材の確保の観点から，各都道府県教育
委員会等における採用選考の改善を促しています。都道府県教育委員会等では，学力試験の
成績だけでなく，面接試験や実技試験の実施，受験年齢制限の緩和，様々な社会経験を適切
に評価する特別の選考等を通じて，人物評価を重視する方向で採用選考方法が改善されてい
ます。個性豊かで多様な人材を確保するため，教職経験や民間企業等での勤務経験を有する
者，英語に関する資格を持つ者，スポーツ・芸術での技能や実績を持つ者等を対象とした特
別の選考などが実施されており，平成29年度に実施された採用選考では，学習指導要領の
改訂を踏まえ，外国語に関する選考の充実等が行われています。（図表2-4-16）。
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	図表 2-4-16	 平成29年度実施公立学校教員採用選考　実施方法等

（全68都道府県・指定都市等教育委員会）
①受験年齢制限の緩和状況

（単位：県市）
制限なし 51～58歳 41～50歳 36～40歳 35歳以下

平成19年度実施 12 0 12 31 9

平成24年度実施 18 1 17 31 0

平成29年度実施 32 1 26 9 0

②特別の選考の実施状況

0

10

20

30

40

50

60

70

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

（県市数）

（実施年度）

英語資格
スポーツ・芸術
国際貢献活動経験
民間企業等勤務経験
現職教員又は教職経験
「教師養成塾」生
大学院進学・修了希望者

③採用選考の公表状況

（単位：県市）

試験問題の公表 解答の公表 配点の公表 採用選考基準の公表 成績の本人への開示

平成19年度実施 64 53 - 20 64

平成24年度実施 67 67 67 67 67

平成29年度実施 68 68 68 67 68

（出典）文部科学省初等中等教育局教職員課「教師の採用等の改善に係る取組事例」

また，試験問題，解答，配点，選考基準の公表や，成績の本人開示など，採用選考の透明
性を高めるための取組，不正を防止するための取組については，全ての県市で行われていま
す。
なお，条件付採用期間制度＊22を適正に運用し，新規採用者の教師としての適格性を見極

めるよう，各教育委員会の取組を促進しています。
加えて，幅広い経験を持ち，優れた知識や技術などを持っている社会人や地域住民が，
様々な形で学校教育に参加することも，学校教育の多様化・活性化を図るために極めて重要
です。現在，教員免許状を取得していなくとも，各教科や総合的な学習の時間の一部などを
担当することができる特別非常勤講師制度の活用が広がっており，平成28年度の活用件数
は，全国で 2万771件となっています。
さらに，優れた社会経験のある者を学校現場に迎え入れるため，特別免許状を授与し，教
諭の職に就くことができる制度が整備されています。都道府県教育委員会等が行う採用選考
において，特別免許状の授与を前提とした社会人選考も行われています。
特別非常勤講師や特別免許状の利用を促すため，各都道府県での活用事例を集めた「特別
免許状等の活用に関する事例集」を平成29年 3 月に作成し，各都道府県に配布しています。
このほか，「教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業」において，特別免許状など

＊22	採用選考において一定の能力実証を得た者について真に実務への適応能力があるかどうかを見極める制度であり，児童
生徒の教育に直接携わる教諭・助教諭・講師については，その職務の専門性等から特に，条件付採用期間が 1年間とされ，か
つ，その間に初任者研修を受けることとなっている。
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の制度を活用した専門人材の登用を支える仕組みの構築を支援するとともに，新規採用の教
師の円滑な入職のため，都道府県教育委員会等が教師志望者を対象として，入職前に実践的
な研修や学校現場体験の機会を設ける，いわゆる「教師塾」を実施し，大学と連携したプロ
グラムの開発や効果検証を行う取組を支援しています。
③教師の研修における取組
教師には，その職責を遂行するため絶えず研究と修養に努めることが求められており，
様々な研修が実施されています。
教職員支援機構（NITS）では，各地域で学校教育において中心的な役割を担う校長・教
頭・中堅教師・事務職員等に対する学校経営研修や，いじめ・道徳教育などの喫緊の重要課
題について地方公共団体が行う研修の講師や企画・立案などを担う指導者を養成するための
研修等により，地域の中核となるリーダーを養成しています。平成29年度には，その研修
成果の活用の促進や，実践活動の好事例の共有を目的として，学校をとりまく課題の解決に
向けて実践した取組を広く募集し，表彰・公開することにより，教育現場に優れた取組を普
及していく表彰事業（NITS大賞）を実施するとともに，職務多忙等から，職場を離れての
研修参加が困難な教師等に多様な研修の機会を提供することを目的として，校内研修でも活
用できる20分程度のオンライン講義動画を新たに50タイトル提供しました。
また，同機構では，平成29年 4 月に施行された「教育公務員特例法等の一部を改正する
法律」により機能が強化され，任命権者が校長及び教員としての資質の向上に関する指標を
定めようとする際の助言を行うこととなったことを受け，都道府県・指定都市教育委員会を
対象としたアンケート調査を実施し指標の内容等に関する情報提供を行うとともに，指標等
に関する相談窓口を新たに設置しています。加えて，29年度は12の教職大学院との間で連
携協力協定を締結（累計31教職大学院）するとともに，教職大学院を中心に，養成・研修
の関係機関と現職の教師等が指標等について語り合うワークショップを支援する「NITS_
CAFE」事業を実施するなど，行政や大学等との強固なネットワーク構築を推進しました。
さらに，平成27年度に同機構に設置した「次世代型教育推進センター」においては，「新
たな学びに関する教員の資質能力向上のためのプロジェクト」による調査研究を実施し，
「主体的・対話的で深い学び」に関する授業実践事例や研修プログラムモデルを構築・公開
するとともに，セミナーを全国22か所で開催するなど，成果の普及に努めています。
これらに加えて都道府県教育委員会等においては，教師がその経験，能力，専門分野等に
応じて必要な研修を受けることができるよう，初任者研修，中堅教諭等資質向上研修，長期
社会体験研修，大学院等派遣研修等が行われています。

（2）人事評価と優秀教職員表彰，指導が不適切な教員への対応
①人事評価に関する取組
人事評価については，組織的な取組，業務改善，地域との協働について評価するなど学校
組織全体の総合力を向上させる工夫や，教職員自身による特長や課題の認識，面談等におけ
る管理職との認識共有を通じて人材育成に資する工夫を行うなど，一層の改善充実に努める
ことが重要です。
平成26年 5 月，地方公務員について，人事評価制度の導入等によって能力及び実績に基
づく人事管理の徹底を図ること等を目的として，「地方公務員法」の一部が改正され，28年
4 月 1 日から施行されました。
従来，教育公務員を含む地方公務員の勤務評定については，「地方公務員法」第40条等に
基づき，任命権者たる教育委員会が，職員の執務について定期的に勤務成績の評定を行い，
その評定の結果に応じた措置を講ずることとされていましたが，この法改正により，勤務成
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績の評定に代わり，職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握
した上で行われる人事評価制度が導入されることになったものです。人事評価制度において
は，能力・業績の両面からの評価により実施され，評価基準の明示や自己申告，面談，評価
結果の開示などの仕組みにより客観性等を確保しつつ，評価結果が任用，給与，分限その他
の人事管理にも活用されることとなりました。
文部科学省では，これまでも，評価結果を人事，給与，優秀教職員表彰，当該教職員の資
質向上に必要な研修機会の付与等に活用するよう促してきました。現在も各教育委員会にお
いて，既に能力評価や業績評価等による人事評価が実施され，評価結果が適切に活用されて
います。文部科学省では，各教育委員会に対して，地方公務員法の趣旨にのっとり，教職員
評価を活用した人事管理に一層努めるよう促しています。
②優秀教職員表彰に関する取組
優秀な教職員を表彰することは，当該教職員の意欲の向上とさらなる活躍につながるとと
もに，教職員の模範となることを通して，他の教職員の意欲及び資質能力の向上に資するも
のであり，学校教育全体の活性化を図るための重要な取組の一つです。文部科学省において
も，平成18年度から文部科学大臣優秀教職員表彰を実施してきました。28年度には，個人
に加え教職員組織も表彰の対象に加えたほか，勤務環境の改善等における顕著な成果につい
ても表彰することとしました。29年度の被表彰者については，全国の国公私立学校の現職
の教職員のうち，学校教育における教育実践等に顕著な成果を上げた者や教職員組織の中か
ら，都道府県・指定都市教育委員会などが候補者を推薦し，734人の教職員と38の教職員組
織が表彰されました。
③指導が不適切な教員への対応
教員の指導は，心身ともに発達段階にある児童生徒に大きな影響を及ぼすものであること
から，指導が不適切な教員が児童生徒の指導に当たることがないようにしなければなりませ
ん。指導が不適切な教員の認定及び指導改善研修等の実施に当たっては，人事評価の結果を
活用するとともに，文部科学省が取りまとめた「指導が不適切な教員に対する人事管理シス
テムのガイドライン（平成20年 2 月 8 日）」などを踏まえて，公正かつ適正に実施するよう，
引き続き各教育委員会を促していきます。
また，指導が不適切であるとの認定までには至らないものの，指導に課題があるとされた
教員については，その資質・能力の向上のための対策に取り組むほか，条件附採用制度を適
切に運用するなどして，人事管理システムの公正かつ適正な運用に努めるよう，各教育委員
会を促しています。（図表2-4-17）
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	図表 2-4-17	 指導が不適切な教員の認定者数等について（平成28年度）

認定者数
総数
（①+②+③）

①28年度に研修を受けた者 ②
研修受講予定者の
うち，別の措置が
なされた者

依願退職 3
病気休職 3

③
29年度からの
研修対象者うち28年度

新規認定者
現
場
復
帰

依
願
退
職

分
限
免
職

分
限
休
職

転
任

研
修
継
続

その他

懲戒免職 1
研修中止1

108 44 68 33 12 2 1 0 18 2 6 34

指導が不適切な教員の認定者数の推移 指導が不適切な教員のうち現場復帰または退職等した者
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（単位：人）

（注）退職等人数には，依願退職，分限免職，転任が含まれる。

現場復帰人数

退職等人数

認定者

研修対象者

（年度） （年度）

（出典）文部科学省「公立学校教職員の人事行政状況調査」（平成28年度）

（3）非違行為を行う教職員に対する厳正な対処
わいせつ行為や体罰などの非違行為は，それ自体許されないものであるだけでなく，教職
員に対する信頼，ひいては学校教育全体に対する信頼を著しく損なうものです。
体罰事案については，各教育委員会において引き続き，体罰の未然防止，徹底した実態把
握及び早期対応に努めるとともに，体罰を行ったと判断された教職員については，客観的な
事実関係に基づき厳正な処分などを行うよう促しています。特に，児童生徒に傷害を負わせ
るような体罰を行った場合，児童生徒への体罰を常習的に行っていた場合，体罰を起こした
教職員が体罰を行った事実を隠蔽した場合，特別な支援を要する児童生徒に体罰を行った場
合などについては，より厳重な処分を行うよう各教育委員会に対し指導しています。
また，児童生徒に対するわいせつ行為などについては，教職員として絶対に許されないも
のであり，各教育委員会において対策を強化するとともに，こうした非違行為があった場合
には，原則として懲戒免職とするなど，厳正な対応をするよう指導しています。あわせて，
文部科学省では，各教育委員会に対して，懲戒処分全般の基準を作成することや，処分事案
について，児童生徒などのプライバシー保護に十分配慮しつつ，できるだけ詳しい内容を公
表するよう指導し，教職員の服務規律の一層の確保を促しています（図表2-4-18）。
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	図表 2-4-18	 公立学校教育職員に係る懲戒処分等の状況について（平成28年度）

（単位：人）

処　分　事　由
①
懲戒処分

②
訓告等

合計
（①＋②）

（参考）最近10年間で最
も多かった件数（年度）前年度比 前年度比

交通違反・交通事故 266 11 2,739 3,005 ▲23 3,225（24年度）

争議行為 0 0 0 0 0 13,623（19年度）

体罰 162 ▲12 492 654 ▲67 3,953（25年度）

わいせつ行為等 197 2 29 226 2 226（28年度）

公費の不正執行又は手当等の不正受給 40 9 12 52 ▲ 8 371（21年度）

国旗掲揚・国歌斉唱の取扱いに係るもの 2 ▲12 0 2 ▲15 98（18年度）

個人情報の不適切な取扱いに係るもの 23 ▲13 325 348 39 837（26年度）

その他の服務違反等に係るもの 233 ▲ 5 3,518 3,751 1,790 4,575（26年度）

合　　　　計 923 ▲20 7,115 8,038 1,718 17,490（19年度）

（注）個人情報の不適切な取扱いは，平成17年度から項目を設定。

（出典）文部科学省「公立学校教職員の人事行政状況調査」（平成28年度）

（4）教職員のメンタルヘルスの保持
学校教育は教職員と児童生徒との人格的な触れ合いを通じて行われるものであり，教職員
が心身ともに健康を維持して教育に携わることが重要です。しかし，公立学校の教職員の精
神疾患による病気休職者数は，平成28年度においては4,891人と，19年度以降，5,000人前
後で推移しており，依然として高水準であることから，教職員のメンタルヘルス対策の充
実・推進を図ることが喫緊の課題です（図表2-4-19）。
文部科学省では，有識者による「教職員のメンタルヘルス対策検討会議」を開催し，平成
25年 3 月に最終まとめを取りまとめました。最終まとめでは，教職員のメンタルヘルス対
策は，人事や学校運営と関連付けて，効果的・効率的に取り組むことが重要であり，教職員
本人のセルフケア，校長等のラインによるケア，教職員が心身ともに健康を維持して教育に
携わることができるような良好な職場環境・雰囲気の醸成等も含めた予防的な取組を推進す
ることが必要であるとされています。それとともに，教職員が復職する際に，心身の快復状
況に加え，授業等の業務を滞りなく行えるか等の本人の状況，産業医・嘱託精神科医等の意
見などを踏まえ，教育委員会において慎重に判断することや，復職後の経過措置も含めた復
職支援の充実を連携させて取り組むことが必要であるとされています。
文部科学省では，最終まとめを参考にしつつ，教職員のメンタルヘルス対策の充実・推進
について一層積極的に取り組むよう，各教育委員会に対して指導しています。
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	図表 2-4-19	 公立学校教育職員の病気休職者数の推移

病気休職者数（人） うち精神疾患による休職者数（人） 在職者に占める精神疾患の割合（％）

（405人増） （58人増） （119人増）（53人減） （131人減） （314人減）

8,069 
8,578 8,627 8,660 8,544 8,341 8,408 

4,995 
5,400 5,458 5,405 5,274 4,960 5,079 

0.55 
0.59 0.60 0.59 0.57 

0.54 0.55

8,277

5,045

0.55

0.0
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0.7

0
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2,000
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4,000
5,000
6,000
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8,000
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10,000

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度
（34人減）
26年度

7,954

5,009

0.54

（36人減）
27年度

7,758 

4,891

0.53

（118人減）
28年度

（％）

※年度の下のカッコは，精神疾患による休職者数の対年度比の増減を示す。

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

在職者数（A） 916,441 915,945 916,929 919,093 921,032 921,673 919,717 919,253 920,492 920,058

病気休職者数（B） 8,069 8,578 8,627 8,660 8,544 8,341 8,408 8,277 7,954 7,758

うち精神疾患による
休職者数（C） 4,995 5,400 5,458 5,405 5,274 4,960 5,079 5,045 5,009 4,891

在職者比（％）
（B）/（A） 0.88 0.94 0.94 0.94 0.93 0.90 0.91 0.90 0.86 0.84
（C）/（A） 0.55 0.59 0.60 0.59 0.57 0.54 0.55 0.55 0.54 0.53
（C）/（B） 61.9 63.0 63.3 62.4 61.7 59.5 60.4 61.0 63.0 63.0

※「在職者数」は，当該年度の「学校基本調査報告書」における公立の小学校，中学校，高等学校，義務教育学校，中等教育学校及び
特別支援学校の校長，副校長，教頭，主幹教諭，指導教諭，教諭，養護教諭，栄養教諭，助教諭，講師，養護助教諭，実習助手及び
寄宿舎指導員（本務者）の合計。

（出典）文部科学省「公立学校教職員の人事行政状況調査」（平成28年度）

（5）民間人校長，民間人副校長・教頭制度の活用
文部科学省では，地域や学校の実情に応じ，学校の内外から幅広く優秀な管理職を登用す
ることができるよう，平成12年に校長の資格要件を緩和し，教員免許を持たず，教育に関
する職に就いた経験のない者であっても校長に登用できることとしています（副校長につい
ては20年の設置時から，教頭については18年からそれぞれ可能となっています。）。
これらの資格要件の緩和により，平成29年 4 月 1 日現在，全国の公立学校における教員
出身でない校長の在職者数は123人，教員出身でない副校長・教頭の在職者数は115人と
なっています。

2 新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革のため
の指導・運営体制の構築

（1）学級編制と教職員定数
国は，教育の機会均等と教育水準の維持向上を図るため，公立の小学校，中学校，義務教
育学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校における 1学級の児童生徒数（学級編
制）や教職員の配置（教職員定数）の「標準」を法律で定めています。公立の小・中学校の
学級編制の標準は，現在，1学級40人（平成23年度から小学校第 1学年は35人）となって
おり，各都道府県教育委員会は，これを標準として学級編制の基準を定めています。
なお，地域の実情や児童生徒の実態に応じた柔軟な対応が可能となるよう，各都道府県教

	 第2部	 文教・科学技術施策の動向と展開

194　文部科学白書2017



育委員会の判断で，国の標準よりも少人数の学級編制基準を定めることが可能となっていま
す。
平成29年度は，全ての都道府県・指定都市において国の標準を下回る学級編制の取組が
実施されています（図表2-4-20）。

	図表 2-4-20	 平成29年度において国の標準を下回る学級編制を実施する都道府県・指定都市の状況について

編制人員
学年区分 30人 31～34人 35人 36～39人 実態に応じて実施 純計

小学校 1学年 17 4 0 0 5 22

2 学年 15 4 54 0 5 67

3 学年 3 4 39 2 5 50

4 学年 3 4 35 3 6 48

5 学年 3 2 25 5 6 38

6 学年 3 2 25 5 5 38

中学校 1学年 5 3 47 2 5 57

2 学年 1 3 27 3 5 38

3 学年 2 3 26 2 5 36

純計 19 7 65 7 6 67

※学級編制について，小学校 1年生において35人未満，小学校 2年生から中学校 3年生において40人未満で実施しているものを計上。
※地域や学校の実態に応じ個別の措置を講じている都道府県・指定都市については，「実態に応じて実施」欄に計上。
※同一学年でも学級数等により編制人員の取扱いが異なる場合は重複計上。
※措置を講じている場合でも，学年 1学級の場合には40人（小学校 1学年は35人）標準のままとしているなどの例外措置を設けている
場合もある。

（出典）文部科学省調べ

文部科学省では，少人数教育の推進，いじめ問題や特別支援教育の充実といった様々な教
育上の課題に対応するため，これまで幾次にもわたって学級編制の標準や教職員定数の改善
を重ねてきました。平成29年度予算では，公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数
の標準に関する法律の改正に伴い，これまで加配定数で措置していた部分の基礎定数化を次
のとおり実施しています。
①障害に応じた特別の指導（通級による指導）の対象児童生徒13人に 1人
②外国人児童生徒等教育の対象児童生徒18人に 1人
③初任者研修の対象教員 6人に対して 1人
④指導方法工夫改善加配のうち少人数教育の取組が定着している部分の約9,500人
このうち，①から③については，平成38年度までの10年間で計画的に進めていくことと
しており，この基礎定数化により，地方公共団体は，安定的・計画的な採用・研修・配置が
行いやすくなるとともに，発達障害や日本語に課題のある児童生徒に対するきめ細かな指導
の充実や，教員の質の向上に必要な研修体制の充実が図られるものと考えています。
また，平成30年度予算においては，新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方
改革を目指し，学校における指導・運営体制の効果的な強化・充実を図るため，小学校外国
語教育の早期化・教科化に伴い，一定の英語力を有し，質の高い教育を行う専科指導教員の
充実や中学校における生徒指導体制の強化に必要な教員の充実などに必要な教職員定数の改
善（1,595人）を計上しています。
さらに，いじめ・不登校，子供の貧困等の学校の課題に対応するための指導体制の在り方
など，教育政策の効果を評価するため，平成28年度から，有識者や意欲ある地方公共団体
の協力を得つつ，教育政策の形成に関する実証研究を実施しています。
このほか，退職教職員や教員志望の大学生など多彩な人材がサポートスタッフとして学校
の教育活動に参画する取組を支援する「補習等のための指導員等派遣事業」に，従来から
行っている「学力向上を目的とした学校教育活動支援」（約7,700人）に加え，「スクール・

	

第
第
第	

初
等
中
等
教
育
の
充
実

文部科学白書2017　195



サポート・スタッフ」の配置（約3,000人）や「中学校における部活動指導員」の配置（約
4,500人）に係る予算を新たに盛り込み，学校全体として指導体制を充実することとしてい
ます。

（2）義務教育費国庫負担制度
①義務教育費国庫負担制度
国は，教育の機会均等と教育水準の維持向上を図るため，「義務教育費国庫負担法」に基
づき，義務教育に必要な経費の大半を占める教職員給与費について，原則，都道府県が負担
した実支出額の 3分の 1を負担しています（義務教育費国庫負担制度）。これによって，地
方公共団体の財政状況にかかわらず，全国どの地域においても，教職員給与費を安定的に確
保することが可能となっています。
また，義務教育費国庫負担金の総額の範囲内で給与額や教職員配置に関する地方の自由度
を大幅に拡大した「総額裁量制」の下で，各都道府県においては，教員を増員して少人数学
級を導入するなど地域や学校の実情を踏まえた特色ある教育がより一層展開できるように
なっています。
②教員の給与
教員の給与は，「学校教育の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教育職員の人材確
保に関する特別措置法」（いわゆる「人材確保法」）によって，一般の公務員の給与より優遇
されています。昭和55年の時点では，教員の給与は，一般行政職の公務員の給与と月額で
比較して 7％以上優遇されていましたが，その後，この優位性は年々減少しています。文部
科学省では，人材確保法の初心に立ち返り，教員の処遇を確保するとともに，勤務状況を踏
まえた処遇の在り方について検討してまいります。
なお，平成29年度の義務教育費国庫負担金においては，休養日の設定など部活動運営の
適正化に向けた取組を進めつつ，部活動指導手当の増額等を確保しました。

（3）チーム学校の実現に向けて
子供を取り巻く課題は複雑化・多様化しており，こうした課題に対応していくためには，
組織として教育活動に取り組む「チーム学校」体制を創り上げ，学校の機能を強化していく
ことが必要です。文部科学省では，平成27年12月に中央教育審議会で取りまとめられた
「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申）」で提言された三つの視点
に沿って，引き続き，「チーム学校」の実現に取り組んでまいります。
教師が，学校や子供たちの実態を踏まえ，学習指導や生徒指導等に取り組むためには，指
導体制の充実が必要です。加えて，心理や福祉等の専門性を有するスタッフについて，学校
の職員として，職務内容等を明確化し，質の確保と配置の充実を進める必要があります。具
体的には，新学習指導要領の円滑な実施や，いじめ・不登校への対応強化などに必要な教職
員定数の拡充を進めてまいります。また，平成29年 4 月からスクールカウンセラーやスクー
ルソーシャルワーカー，部活動の引率等を単独で行うことができる部活動指導員を法令上に
位置付けました。文部科学省としては，その配置に係る支援を行うことで，配置を促進して
いくこととしております。
専門性に基づく「チーム学校」が機能するためには，校長のリーダーシップが重要であ
り，学校のマネジメント機能を今まで以上に強化していくことが求められます。そのために
は，優秀な管理職を確保するための取組や，事務機能の強化など校長のマネジメント体制を
支える仕組みを充実することが求められており，引き続き，取組を進めてまいります。ま
た，平成29年 4 月には，学校事務職員がより主体的・積極的に校務運営に参画することを
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目指し，その職務規定を見直したほか，学校の事務機能強化を推進するため，共同学校事務
室の制度を法令上明確化しました。
教職員がそれぞれの力を発揮し，伸ばしていくことができるようにするためには，人材育
成の充実や業務改善の取組を進めることが重要です。具体的には，人事評価結果の処遇や研
修への適切な反映や，小規模市町村において，専門的な指導・助言を行う指導主事の配置充
実等に取り組んでまいります。また，平成29年12月に中央教育審議会で取りまとめられた
「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働
き方改革に関する総合的な方策について（中間まとめ）」等を踏まえ，業務の役割分担・適
正化に着実に取り組んでまいります。

	 第13節	 	生涯にわたる人格形成の基礎を培う
幼児教育の振興

1 幼稚園教育の現状
幼児期は，生涯にわたる人格形成の基礎を培う大切な時期であり，このような時期に行わ
れる幼児教育は非常に重要なものです。
幼稚園は，満 3歳から小学校就学前までの幼児であれば，誰でも入園することができる学
校であり，我が国の幼児教育の中核としての役割を担っています。平成29年 5 月 1 日現在，
全国で 1万878園の幼稚園があり，満 3歳以上の小学校就学前の幼児のうち約半数となる約
127万人の幼児が在園しています（図表2-4-21，図表2-4-22，図表2-4-23）。

	図表 2-4-21	 幼稚園数及び幼稚園児数等

区分 合計 国立 公立 私立

幼稚園数（園） 10,878 49 3,952 6,877

在
園
児
数
（
人
）

計 1,271,918 5,288 204,795 1,061,835

3 歳児 370,274 1,265 35,668 333,341

4 歳児 435,782 2,012 74,540 359,230

5 歳児 465,862 2,011 94,587 369,264

教員数（本務者）（人） 97,840 337 19,836 77,667

（出典）文部科学省「学校基本調査報告書」（平成29年 5 月 1 日現在）
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	図表 2-4-22	 幼保連携型認定こども園数及び園児数等

区分 合計 国立 公立 私立

幼保連携型
認定こども園数（園） 3,673 － 552 3,121

在
園
児
数
（
人
）

計 505,740 － 63,803 441,937

3歳児 121,789 － 14,601 107,188

4歳児 123,247 － 16,240 107,007

5歳児 123,552 － 17,030 106,522
教員・保育教員数
（本務者）（人） 75,615 － 8,948 66,667

（出典）文部科学省「学校基本調査報告書」（平成29年 5 月 1 日現在）

	図表 2-4-23	 幼稚園＊23就園率の推移
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（出典）文部科学省調べ

2 幼稚園の教育活動・教育環境の充実＊23

（1）幼児教育の質の向上
幼児教育の重要性にかんがみ，平成18年に改正された「教育基本法」においては，国や
地方が幼児期の教育の振興に努めることが定められ，19年に改正された「学校教育法」に
おいては，幼稚園が義務教育及びその後の教育の基礎を培う学校であることが明記されまし
た。
幼稚園教育要領は，全国的に一定の教育水準を確保するとともに，幼稚園が編成する教育
課程等の大綱基準として，国が「学校教育法」に基づいて定めるものです。子供の育ちの変
化や社会の変化に対応して，おおむね10年ごとに見直しが行われており平成29年 3 月に新
しい幼稚園教育要領が公示され，30年 4 月から実施されています。新しい幼稚園教育要領

＊23	幼稚園のほか，幼保連携型認定こども園を含む（平成27年度以降）。
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においては，5領域（「健康」「人間関係」「環境」「言葉」「表現」）のねらい及び内容に基づく
活動全体によって育む幼稚園教育において育みたい資質・能力（「知識及び技能の基礎」，
「思考力，判断力，表現力の基礎」，「学びに向かう力，人間性等」）を明確化しました。また
「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を明確化し，小学校の教師と共有することにより，
幼児期の教育と小学校教育の接続の更なる推進を目指しています。その他，幼児一人一人の
よさや可能性を把握するなど幼児理解に基づいた評価の実施や，障害のある幼児や海外から
帰国した幼児など特別な配慮を必要とする幼児への指導の充実などが図られています。29
年度においては，新しい幼稚園教育要領について国及び都道府県における説明会で周知を
図ったほか，新しい幼稚園教育要領の内容を踏まえた指導方法等に関する調査研究事業など
を実施しました。
また，文部科学省では，「幼稚園における学校評価ガイドライン〔平成23年11月改訂〕」
を示し，幼稚園の特性に応じた学校評価を推進することによって幼稚園教育の質の向上を
図っています。
さらに，幼児教育の質の向上に向けた体制を整備するため，平成28年 4 月，国・地方公
共団体が幼児教育振興策の政策立案を行う上で必要となる基礎データの収集・分析や政策効
果に関する研究を行うための国の調査研究拠点として，国立教育政策研究所内に「幼児教育
研究センター」を設置しました。また，同年度から，都道府県や市町村において研修等の拠
点となる幼児教育センターの設置や，各園を巡回して助言等にあたる幼児教育アドバイザー
の配置などにより，地方公共団体における幼児教育の推進体制を構築するためのモデル事業
を実施しています。

（2）幼児教育無償化に向けた取組の推進（幼稚園就園奨励事業の充実）
文部科学省では，幼稚園に通う園児の保護者に対する経済的負担の軽減や公私立幼稚園間
における保護者負担の較差の是正を図ることを目的として，保育料（入園料を含む。）を軽
減する「就園奨励事業」を実施している地方公共団体に対して，幼稚園就園奨励費補助金に
よりその所要経費の一部を国庫補助しています。就園奨励費補助対象の拡大を通じた幼児教
育無償化については，これまで段階的に進めており，平成29年度においては，年収約270万
円未満相当世帯（市町村民税非課税世帯）の第 2子の保育料を無償化するとともに，年収約
270万円から360万円未満相当（市町村民税所得割課税額77,100円以下）のひとり親世帯等
の第 1子に係る保護者負担について，年収約270万円未満相当世帯の第 1子と同じく月額
3,000円となるよう保護者負担の軽減措置を拡充しました。また，年収約270万円から約360
万円未満相当のその他の世帯についても，第 1子の保育料を月額 1万6,100円から月額 1万
4,100円，第 2子の保育料を月額8,050円から月額7,050円に引き下げにより補助対象を拡大
しました。
平成29年 6 月 9 日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2017（骨太の方針）」
において，「幼児教育・保育の早期無償化や待機児童の解消に向け，財政の効率化，税，新
たな社会保険方式の活用を含め，安定的な財源確保の進め方を検討し，年内に結論を得」る
とされ，「幼児教育について財源を確保しながら段階的無償化を進める」こととされました。
また，「幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議」（29年 7 月31日）におい
ては，「平成30年度においても家庭の経済状況にかかわらず，すべての子供に質の高い幼児
教育を保障するため，「環境整備」と「財源確保」を図りつつ，段階的に幼児教育無償化に
向けた取組を進めることとし，その対象範囲や内容等については予算編成過程において検討
することとする。」とされました。
こうした方針等を踏まえ，平成30年度予算においても，年収約270万円から360万円未満
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相当世帯における第 1子の保育料を月額 1万4,100円から月額 1万100円に，第 2子の保育
料を月額7,050円から月額5,050円に引き下げられるよう，更なる保護者負担軽減を図ること
としています。
平成29年12月 8 日に閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」においては，「広く国
民が利用している 3歳から 5歳までの全ての子供たちの幼稚園，保育所，認定こども園の費
用を無償化する」とされ，その実施時期については，「消費税率引上げの時期との関係で増
収額に合わせて，2019年 4 月から一部スタートし，2020年 4 月から全面的に実施する」と
されたところです。また，幼稚園における預かり保育の無償化についても，「新しい経済政
策パッケージ」に基づき，「幼稚園，保育所，認定こども園以外の無償化措置の対象範囲等
に関する検討会」において検討され，30年夏までに結論を得ることとされています。
なお，幼稚園就園奨励費補助事業と同様に，子ども・子育て支援新制度においても，保護
者の所得状況に応じた負担軽減が図られてきました。

3 子ども・子育て支援新制度の施行
（1）子ども・子育て支援新制度の概要
子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」という。）は，「子どもの最善の利益」が実現
される社会を目指すという考え方の下，全ての子ども・子育て家庭を対象に，幼児期の学校
教育・保育，地域の子ども・子育て支援の「量の拡充」と「質の向上」を進めていくために
創設され，平成27年 4 月に開始しました。
この制度のポイントは，次のとおりです。
①幼稚園・保育所・認定こども園に対する財政支援の仕組みを統一（「施設型給付」を創設）
し，施設の類型や規模にかかわらず安定した経営となるようにしたこと
②幼保連携型認定こども園について認可・指導監督を一本化するなど認定こども園制度を改
善したこと
③地域の実情に応じた子ども・子育て支援の充実を図ったこと（13の支援メニューを設定）
④住民に最も身近な市町村を実施主体としたこと
⑤消費税率の引上げによる増収分を活用し，量・質の両面から社会全体で子育てを支えるこ
と
⑥内閣府に「子ども・子育て本部」を設置し，新制度の所管を一元化していること

（2）私立幼稚園と新制度
新制度は，従前の私立幼稚園に関する諸制度（私学助成等）と大きく異なる部分もあるこ
とから，私立幼稚園については，地域の実情や収支の見通し等を踏まえて，自由に新制度へ
の移行を選択できることになっています。また，私立幼稚園が新制度に移行する際には，①
幼稚園のまま移行するか，②保育機能を付加した認定こども園（「幼保連携型」又は「幼稚
園型））となって移行するかを選ぶことになります。（図表2-4-24）。
平成29年度までに，全私立幼稚園（8,058園）中，36.4％（2,931園）が新制度に移行し，
30年度までには更に581園増の，44.5％（3,512園）の幼稚園が移行する見込みです。（図表
2-4-25）
文部科学省では，内閣府等と連携しつつ，移行を希望する園が円滑に移行できるよう環境
整備を行うこととしており，幼稚園が有する移行への懸案事項を踏まえて様々な取組を行っ
てきました。例えば，①移行後の収入面の不安への対応として，大規模園における加算の充
実や公定価格試算ソフトの改善等，②事務負担の増大への懸念への対応として，移行準備に
係る事務経費の補助の創設や大規模園における事務職員の配置の充実等，③人材不足への対
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応として，幼稚園における預かり保育に対する補助制度である「一時預かり事業（幼稚園
型）」に係る職員配置要件の緩和等，円滑な移行に向けた環境を整えてきました。
これらの取組により，移行した園からは，「収入が増加し経営面でも安定した」，「職員数
の増加や職員の処遇改善につながった」等の声も多く聞こえています。
さらに，平成29年度においては，より質の高い幼児教育の実現に向けて，一人ひとりの
幼稚園教諭等が自らのキャリアパスを描きながら長く働くことができるよう，①全職員を対
象とした更なる「質の向上」の一環としての 2％の処遇改善，②技能・経験を積んだ職員に
対する追加的な処遇改善（中核リーダー・専門リーダー：4万円，若手リーダー：5千円）
③人事院勧告を踏まえた待遇改善（幼稚園教諭：1.1％の処遇改善）を実施しました。
また，幼稚園における待機児童の受入れ促進等を図るため，「一時預かり事業（幼稚園型）」
について，長時間・長期休業期間中の預かりに対する補助の増額も実施してきました。

	図表 2-4-24	 新制度実施後の私立幼稚園の選択肢

私立幼稚園

「認定こども園」
として新制度に移行
（保育機能を付加）

「私立幼稚園」
のまま新制度に移行

新制度に移行しない
（従来どおりの制度）

「幼保連携型
認定こども園」

「幼稚園型
認定こども園」

 図表 2-4-25 	平成30年度までに新制度に移行
する私立幼稚園の施設類型

（出典）文部科学省「平成29年度における私立幼稚園の子
ども・子育て支援新制度への円滑な移行に係る
フォローアップ調査」，「平成30年度における私立
幼稚園の子ども・子育て支援新制度への移行に関
する意向調査」の結果を基に文部科学省作成

「認定こども園」
として
新制度に移行
2,351園
（66.9％）

「幼保連携型
認定こども園」
1,411園
（40.2％）

「幼稚園型
認定こども園」
928園（26.4％）

「私立幼稚園」のまま
新制度に移行
1,116園（31.8％）

どちらで移行
するか検討中
45園（1.3％）

「認定こども園」
の類型は検討中
12園（0.3％）

※平成30年度に新制度に移行する（予定を含む）私立幼稚園
　3,512園

（3）平成30年度予算の内容と今後の対応方針
平成30年度予算においても，消費税の引上げが延期され，厳しい財政事情の中，子ども・
子育て支援に関する「社会保障の充実」として，6,942億円を確保し，引き続き0.7兆円ベー
スの量の充実・質の向上を全て実施するとともに，29年度から実施している追加的な処遇
改善について定着を図ります。また，29年度に引き続き，人事院勧告を踏まえ，1.1％の待
遇改善を行っています。
また，平成30年度においては，29年 6 月に策定された「子育て安心プラン」を実現する
ため，「一時預かり事業（幼稚園型）」による 2歳児定期利用の制度を創設するとともに，3
歳から 5歳に対する一時預かり事業（幼稚園型）について，長時間の預かりに対する補助を
更に増額します。併せて，長時間・長期休業中の預かりなどを行う施設を対象として，事務
負担に対応するための加算を創設し，待機児童解消につながる受入れを更に進める予定で
す。
文部科学省では，移行を希望する園が円滑に移行することができるよう，今後とも，制度
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全般やこれまでの対応等に関する周知を継続するとともに，事業者・地方公共団体の意見・
要望を丁寧に受け止めながら，必要な制度・運用の改善に努めていきます。

	 第14節	 	障害のある子供一人一人のニーズに
応じた特別支援教育の推進

1 特別支援教育をめぐる現状
障害のある子供については，その能力や可能性を最大限に伸ばし，自立し社会参加するた
めに必要な力を培うため，一人一人の教育的ニーズに応じ，多様な学びの場において適切な
指導を行うとともに，必要な支援を行う必要があります。現在，特別支援学校や小・中学校
の特別支援学級，障害に応じた特別の指導（いわゆる「通級による指導＊24」）においては，
特別の教育課程や少人数の学級編制の下，特別な配慮により作成された教科書，専門的な知
識・経験のある教職員，障害に配慮した施設・設備等を活用して指導が行われています。ま
た，近年，特別支援学校に在籍する幼児児童生徒の障害の重度・重複化が進んでおり，一層
きめ細かな支援体制の整備が求められています。特別支援教育は，発達障害も含めて，特別
な支援を必要とする子供が在籍する全ての学校において実施されるものであり，通常の学級
に在籍する障害のある児童生徒に対しても，合理的配慮の提供を行いながら，必要な支援を
行う必要があります。
平成29年 5 月 1 日現在，特別支援学校に在籍している幼児児童生徒と，小・中学校の特
別支援学級及び通級による指導を受けている児童生徒の総数は約49万人です。このうち，
義務教育段階の児童生徒は約41万7,000人であり，これは同じ年齢段階にある児童生徒全体
の約4.2％に当たります（図表 2-4-26）。特別支援学校に在籍している幼児児童生徒と，
小・中学校の特別支援学級及び通級による指導を受けている児童生徒は年々増加していま
す。

＊24	通級による指導：小・中学校において，学習障害・注意欠陥多動性障害・自閉症等の児童生徒を対象として，通常の学
級に在籍し，主として各教科などの指導を通常の学級で行いながら，障害に基づく学習上又は生活上の困難の改善・克服に必
要な特別の指導を特別の場で行う教育形態。なお，平成30年度から，高等学校等においても通級による指導が開始される。
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	図表 2-4-26	 特別支援教育の概念図（義務教育段階）

視覚障害　知的障害　病弱・身体虚弱
聴覚障害　肢体不自由

特　別　支　援　学　校

義務教育段階の全児童生徒数　989万人

0.7％
（約7万2千人）

1.1％

（約41万7千人）
4.2％

（約10万9千人）

視覚障害　肢体不自由　自閉症・情緒障害
聴覚障害　病弱・身体虚弱
知的障害　言語障害

2.4％

小　学　校　・　中　学　校

特別支援学級

通常の学級
通級による指導

（約23万6千人）
（特別支援学級に在籍する学校教育法施行令第22条の3に該当する者：約1万8千人）

（平成29年5月1日現在）

減少傾向

増加傾
向

H19年
比で1

.2倍

H19年
比で2

.1倍

H19年
比で2.

4倍

視覚障害　肢体不自由　　　自閉症
聴覚障害　病弱・身体虚弱　学習障害（LD）
言語障害　情緒障害　　　　注意欠陥多動性障害（ADHD）

発達障害（LD・ADHD・高機能自閉症等）の可能性のある児童生徒：6.5％程度※の在籍率
　※この数値は，平成24年に文部科学省が行った調査において，学級担任を含む複数の教員により判断さ
　　れた回答に基づくものであり，医師の診断によるものでない。

（通常の学級に在籍する学校教育法施行令第22条の3に該当する者：約2,000人（うち通級:約250人））

2 多様な学びの場の整備
（1）特別支援教育に関する指導の充実
障害のある子供には，特別支援学校や小・中学校の特別支援学級，通級による指導といっ
た多様な学びの場が提供されています。
このうち通級による指導については，高等学校段階において，小・中学校等のような通級
による指導が制度化されていなかったことから，高等学校における特別支援教育の推進に関
する調査研究協力者会議において高等学校における通級による指導の制度化に向けた検討を
行い，平成28年に関係する省令改正等を行った上で，30年度から開始することとしました。
また，30年 3 月に高校標準法施行令を改正し，公立高等学校における通級による指導のた
めの加配定数措置を可能としました。
幼稚園，小・中・高等学校における特別支援教育については，学習指導要領等において，
個別の指導計画や個別の教育支援計画を作成するなど個々の児童生徒等の障害の状態等に応
じた指導内容や指導方法の工夫を計画的・組織的に行うこととしています。
また，平成29年 3 月31日に告示した新小学校学習指導要領等においては，①特別支援学
級や通級による指導等において特別な教育課程を編成する際の配慮事項，②特別支援学級に
在籍する児童生徒や通級による指導を受ける児童生徒については，個別の教育支援計画や個
別の指導計画を全員作成し，活用すること，③各教科等において，学習活動を行う場合に生
じる困難さに応じた指導内容や指導方法の工夫を行うことなどの充実を図ったところです。
さらに，平成29年 4 月28日に告示した新特別支援学校小学部・中学部学習指導要領等に
おいては，①重複障害者である子供や知的障害者である子供の学びの連続性，②障害の特性
等に応じた指導上の配慮の充実，③キャリア教育の充実や生涯学習への意欲向上など自立と
社会参加に向けた教育等を充実させました。
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また，新特別支援学校学習指導要領等の円滑な実施のため，学習指導要領の趣旨を踏まえ
た教育課程の編制や，一人一人の障害の状態等に応じた指導方法の改善・充実について，先
導的な実践研究を実施しました。

（2）交流及び共同学習の充実
障害のある子供と，障害のない子供や地域の人々が活動を共にすることは，全ての子供の
社会性や豊かな人間性を育成する上で意義があるだけでなく，地域の人々が障害のある子供
に対する正しい理解と認識を深める上でも重要な機会となっています。このため，幼稚園，
小・中・高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等において，交流及び共同学習の機会を
設ける旨が規定されているとともに，教育委員会が主体となり，学校において，各教科やス
ポーツ，文化・芸術活動等を通じた交流及び共同学習の機会を設けることにより，障害者理
解の一層の推進を図る取組等を行っています。また，「ユニバーサルデザイン2020行動計画」
（平成29年 2 月20日ユニバーサルデザイン2020関係閣僚会議決定）に基づき，「心のバリア
フリー学習推進会議」を開催し，30年 2 月に交流及び共同学習の推進方策について提言を
取りまとめました。提言を踏まえ，交流及び共同学習を通じた障害者理解を推進するなど更
なる施策の充実を図るとともに，教育委員会や学校等に対して積極的な取組を促すこととし
ています。

（3）障害のある児童生徒の教材の充実
障害のある児童生徒について，将来の自立と社会参加に向けた学びの充実を図るために
は，障害の状態や特性を踏まえた教材を効果的に活用し，適切な指導を行うことが大切で
す。文部科学省では，学習上の支援機器等教材の活用について，平成26年度から実施して
いる児童生徒の障害の状態等に応じた使いやすい支援機器等教材の研究開発支援事業に加
え，29年度から，支援機器等教材の選定・活用に必要な指標及び学習評価方法の研究事業
も開始しました。また，支援機器等教材を活用した指導方法に関する実践的な研究を実施し
ています。

（4）教師の専門性の向上
平成29年 5 月 1 日現在，特別支援学校の教師の特別支援学校教諭免許状等の保有率は全
体で77.7％となっており，全体として前年度と比べ1.9ポイント増加しているが，特別支援
教育に関する教師の専門性の向上が一層求められている中で，専門の免許状等の保有率の向
上は喫緊の課題となっています。
このため，文部科学省では，各都道府県教育委員会等に対して，特別支援学校教諭免許状
等の保有率の向上に向けて，採用，研修，配置等に当たっては免許状の保有状況を考慮する
ことなどを要請しています。また，特別支援学校の教師の専門性を向上させることを目的と
して，各都道府県の教師等を対象とした研修を実施するなどの取組を行っています。

（5）自立と社会参加を推進するための職業教育等の充実
障害者が，生涯にわたって自立し社会参加していくためには，企業などへの就労を支援
し，職業的な自立を果たすことが重要です。しかし，平成29年 5 月 1 日現在，特別支援学
校高等部卒業者のうち，福祉施設等入所者の割合が約62％に達する一方で，就職者の割合
は約30％となっており，職業自立を図る上で厳しい状況が続いています（図表2-4-27）。
この背景には，特別支援学校高等部卒業後の就職者数は増加しているものの，特別支援学校
高等部在籍者数も大幅に増加しており，就職者の割合が微増にとどまっていることなどが挙
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げられます。
障害者の就労を促進するためには，教育，福祉，医療，労働などの関係機関が一体となっ
た施策を行う必要があります。文部科学省では，厚生労働省と連携して，都道府県教育委員
会等に対し，就労支援セミナーや障害者職場実習推進事業等の労働関係機関等における種々
の施策を積極的に活用したり，福祉関係機関と連携を図り就労への円滑な移行を図ったりす
るといった取組の充実を促しています。
また，特別支援学校高等部や高等学校等において，労働等の関係機関と連携し障害のある
生徒の就労支援を行う就労支援コーディネーターの配置など福祉や労働等の関係機関と連携
しながらキャリア教育・就労支援を充実するための研究に取り組んでいます。

	図表 2-4-27	 特別支援学校高等部（本科）卒業後の状況

区分 卒業者 進学・教育訓練機関
等 就職者 施設・医療機関 その他

計 21,292人 777人
（3.7％）

6,411人
（30.1％）

13,253人
（62.2％）

851人
（4.0％）

平成29年 3 月卒業者

（出典）文部科学省「学校基本調査」
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（6）国立特別支援教育総合研究所における取組
国立特別支援教育総合研究所は，我が国唯一の特別支援教育のナショナルセンターとし
て，国の政策課題や教育現場等の喫緊の課題等に対応した研究活動や，各都道府県等におい
て指導的立場に立つ教職員等を対象に専門的な研修を行っています。また，インターネット
を通じて，通常の学級の教師を含め，障害のある児童生徒等の教育に携わる幅広い教師の資
質向上の取組を支援するため，研修講義の配信や特別支援学校教師の免許状保有率向上に資
する免許法認定通信教育を実施しています。また，全ての学校をはじめとする関係者に必要
かつ有益な情報を提供するため，発達障害に関する情報の発信，学校における合理的配慮の
実践事例の提供及び障害の状態や特性等に応じた教材や支援機器等の活用の促進のため，以
下の取組を推進し，情報発信を行っています。
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①発達障害教育推進センター＊25

教育関係者や保護者等にウェブサイトを通じて発達障害に関する各種教育情報を提供した
り教師向けの研修講義を配信したりしています。
②インクルーシブ教育システム構築支援データベース＊26

学校における合理的配慮の提供に係る実践事例を公表し，特別支援教育の一層の推進につ
なげています。
③特別支援教育教材ポータルサイト＊27

基礎的環境整備（合理的配慮の基礎となる環境整備）の一環として，教材や支援機器等の
活用に関する様々な情報を集約・管理し，発信するためのポータルサイトです。
このほか，平成28年度に「インクルーシブ教育システム推進センター」を設置し，地域
や学校が直面する課題を研究テーマとし，その解決を目指す「地域実践研究」や，諸外国の
最新情報の発信等を通して，地域や学校における取組を強力に支援しています。

3 地域・学校における支援体制の整備―発達障害を含む障害のあ
る子供たちへの支援―

（1）特別支援教育の充実のための体制整備
文部科学省では，障害のある子供に対する特別支援教育を充実するため，学校における体
制の整備や留意事項などを示し，学校や教育委員会などの取組を促進しています＊28。また，
障害のある幼児児童生徒への支援体制の整備，巡回相談や専門家チームによる支援，研修体
制の整備・実施，関係機関との連携など，支援体制整備の推進に係る経費の一部を補助して
います。
平成29年度特別支援教育体制整備状況調査によると，小・中学校においては，「校内委員
会」の設置，「特別支援教育コーディネーター」の指名といった基礎的な支援体制はほぼ整
備されており，「個別の指導計画」の作成，「個別の教育支援計画」の作成についても着実な
取組が進んでいます。また，幼稚園・高等学校における体制整備は進みつつあるものの，
小・中学校に比べると課題が見られます。このため，文部科学省では，幼稚園段階からの支
援の強化に向け，障害のある子供に対する早期からの教育相談及び支援体制の構築を推進す
るため，教育と保育，福祉，保健，医療等の連携推進，情報提供等の取組に対する支援を実
施しています。
また，発達障害をはじめ障害のある子供たちへの支援における教育と福祉の連携について
は，学校と障害福祉サービス事業者との相互理解の促進や，保護者も含めた情報共有の必要
性が指摘されていることから，文部科学省と厚生労働省では，平成29年12月に，両省によ
る「トライアングル」プロジェクトを立ち上げ，各地方公共団体の教育委員会や福祉部局の
主動の下，支援が必要な子供やその保護者が，乳幼児期から学齢期，社会参加に至るまで，
地域で切れ目なく支援が受けられるよう，家庭と教育と福祉のより一層の連携を推進するた
めの方策について検討し，30年 3 月に報告を取りまとめました。

＊25	参照：http://icedd.nise.go.jp/
＊26	参照：http://inclusive.nise.go.jp/
＊27	参照：http://kyozai.nise.go.jp/
＊28	参照：http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/07050101.htm
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	図表 2-4-28	 特別支援教育の現状～学校における支援体制の整備状況・課題～
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（2）公立幼稚園，小・中・高等学校における特別支援教育支援員の配置
各教育委員会では公立幼稚園，小・中・高等学校に，障害のある児童生徒に対する学校生
活上の介助や学習活動上の支援などを行う特別支援教育支援員の配置を行っています。特別
支援教育支援員の配置に係る経費については，地方財政措置が講じられています。文部科学
省では，特別支援教育支援員の活用事例などの参考情報をまとめたパンフレットを各教育委
員会に配布するなど，特別支援教育支援員の配置を促進しています。
各教育委員会においては，こうした財政措置などを有効に活用し，全国的に特別支援教育
支援員の配置数増加が図られています。平成29年 5 月 1 日現在の全国の配置数は，公立幼
稚園7,139人で，公立小・中学校52,065人で，公立高等学校510人となっています。

（3）発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援
文部科学省では，発達障害の可能性のある児童生徒を支援するため，平成28年度から，
学校と福祉機関との連携支援，支援内容の共有方法に関する調査研究事業や，通級による指
導の担当教師に対する研修体制を構築し，必要な指導方法を研究する事業を実施していま
す。
また，平成29年 3 月には，教育委員会や学校，保護者等に向けた「発達障害を含む障害
のある幼児児童生徒に対する教育支援体制整備ガイドライン」を策定し，公表しました。

（4）医療的ケアが必要な子供に対する支援
特別支援学校等には，日常的に医療的ケアを必要とする幼児児童生徒が在籍しており，学

	

第
第
第	

初
等
中
等
教
育
の
充
実

文部科学白書2017　207



習や生活を行う上で適切に対応することが必要です。
現在，「社会福祉士及び介護福祉士法」に基づき，特別支援学校等の教師も一定の条件の
下でたんの吸引等の医療的ケアをすることができることとされています。文部科学省では，
特別支援学校などにおいて，医療的ケアを必要とする児童生徒などの健康と安全を確保する
に当たり留意すべき点などについて整理した通知を平成23年に発出しています。
また，制度の開始から 5年を経て，人工呼吸器の管理をはじめとした高度な医療的ケアへ
の対応や訪問看護師の活用など，新たな課題も見られるようになってきていることから，平
成29年10月に「学校における医療的ケア実施に関する検討会議」を設置し，医療的ケアを
より安全かつ適切に実施できるよう，更なる検討を行っています。
平成29年度現在，医療的ケアを必要とする幼児児童生徒が公立特別支援学校に8,218人，
公立小・中学校に858人在籍しています。文部科学省では，特別支援学校等における医療的
ケアを必要とする児童生徒の教育の充実を図るため，看護師の配置に必要な経費の一部を補
助しています。また，学校において高度な医療的ケアに対応するため，医師と連携した校内
支援体制の構築や，医療的ケア実施マニュアル等の作成など，医療的ケアの実施体制の充実
を図るモデル事業を実施しています。

（5）就学支援
文部科学省及び都道府県・市町村教育委員会では，障害のある児童生徒などの就学を支援
するため，「特別支援学校への就学奨励に関する法律」などに基づき，特別支援教育就学奨
励制度を実施しています。特別支援学校や小・中学校の特別支援学級などの就学に関する特
殊事情を考慮して，保護者などの経済的負担を軽減することを目的とし，保護者等の負担能
力に応じて，通学費や教科用図書購入費，寄宿舎費など特別支援学校等の就学に必要な経費
の全部又は一部を負担しています。

	第15節	 	地方教育行政の在り方と地域ととも
にある学校づくり

1 教育委員会制度
教育委員会は，地方教育行政の中心的な担い手であり，地域の学校教育，社会教育，文
化，スポーツなどに関する事務を担当する機関として，地域の教育行政における重要事項や
基本方針を決定しています。教育委員会は，教育における政治的中立性，継続性・安定性の
確保や，地域住民の多様な意向の反映を実現するため，地方公共団体の長から独立した合議
制の執行機関として，全ての地方公共団体（都道府県及び市町村）に置かれています。
従来，教育委員会制度に対しては，教育委員長と教育長の間で責任の所在が不明確である
ことなどの課題が指摘されており，教育再生実行会議の提言や中央教育審議会の答申を踏ま
えて，平成26年 6 月，「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」を改正し，教育委員会
制度を刷新しました。
新教育委員会制度では，教育行政の責任の明確化を図るため，教育委員会を代表する委員
長と事務局を指揮監督する教育長を一本化した新たな責任者（新教育長）を設置しました。
また，教育委員による新教育長へのチェック機能を強化したほか，地方公共団体の長が，教
育，学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱を定めることとするとともに，地方公
共団体の長と教育委員会によって構成される総合教育会議を設けることとしました（図表
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2-4-29）。このほか，いじめによる自殺の防止等，児童生徒等の生命又は身体への被害の
拡大又は発生を防止する必要がある場合に，文部科学大臣が教育委員会に対して指示ができ
ることを明確にしました。改正法は，平成27年 4 月 1 日から施行されています。
新教育長の任命状況は，平成29年 9 月 1 日時点で全体の約 8割程度であり，平成30年度
中には全ての地方公共団体で新教育長が任命されることとなります。
文部科学省では，新制度への移行を踏まえ，新教育長，教育委員の資質・能力の向上を図
るための研修機会の拡充等に努めているところです。

	図表 2-4-29	 教育委員会の組織
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○委員数は原則4人。ただし，条例で定めるとこ
ろにより，都道府県・指定都市は5人以上，町
村は2人以上にすることが可能。

○教育に関する一般方針の決定
○教育委員会規則の制定，その他重要な事項の決定

○事務局の事務を統括，○教育委員会の方針・決定の下に具体の事務を執行
○所属の職員を指揮監督

2 コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の推進
（1）地域とともにある学校づくり
社会総掛かりでの教育の実現を図る上で，学校は，地域社会の中でその役割を果たし，地
域とともに発展していくことが重要です。学校と地域がパートナーとして連携・協働するた
めに，これからの公立学校は「地域に開かれた学校」から一歩踏み出し，地域でどのような
子供たちを育てるのか，何を実現していくのかという目標やビジョンを保護者や地域住民等
と共有し，地域と一体となって子供たちを育む「地域とともにある学校」へと転換していく
必要があります。
コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）は，学校と地域住民等が力を合わせて学
校運営に取り組むことが可能となる「地域とともにある学校」に転換するための有効な仕組
みです。コミュニティ・スクールは，平成16年 6 月に「地方教育行政の組織及び運営に関
する法律」の改正によって導入されました。また，27年12月の中央教育審議会答申「新し
い時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策
について」において，全ての公立学校において，コミュニティ・スクールの導入を目指すと
されており，こうした議論を踏まえ，29年 3 月，「地方教育行政の組織及び運営に関する法
律」の一部が改正され，コミュニティ・スクールの導入が努力義務化されました。コミュニ
ティ・スクールには，保護者や地域住民等を委員とした学校運営協議会が教育委員会により
設置されます。学校運営協議会は，校長が作成する学校運営の基本的な方針について承認を
行うこと，学校運営全般について教育委員会・校長に意見を述べること，教職員の任用に関
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して，教育委員会規則で定める事項について，教育委員会に意見を述べることができます。
この制度を導入することにより，地域の声を学校運営に生かし，地域ならではの創意や工夫
を生かした特色ある学校づくりを進めていくことができます（図表2-4-30）。

	図表 2-4-30	 コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の仕組み

コミュニティ・スクールは，育てたい子供像，目指すべき教育のビジョンを保護者や地域と共有し，
目標の実現に向けてともに協働していく仕組み。

（2）コミュニティ・スクールの推進体制構築
平成29年 4 月 1 日現在において，学校運営協議会を設置している公立学校数は46都道府
県内3,600校となっています。小・中学校，義務教育学校数で見ると，全体の11.7％（3,398
校）がコミュニティ・スクールを導入しており，「第 2期教育振興基本計画」における目標
（公立小・中学校の 1割：約3,000校）を達成するなど，全国でコミュニティ・スクールの導
入が着実に進んでいます（図表2-4-31）。文部科学省では，コミュニティ・スクールを一
層推進していくため，以下の取組を実施しています。
①コミュニティ・スクール導入時の運営体制づくりへの支援及び補助事業の実施
②導入の実践経験があるコミュニティ・スクール推進員（CSマイスター）の派遣
③「地域とともにある学校づくり推進フォーラム」や制度等説明会の実施
なお，文部科学省ウェブサイト及びFacebookには，コミュニティ・スクールに関する情
報を掲載しています＊29。

＊29	参照：http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/community/index.htm
	 　　　https://www.facebook.com/community.school.mext/
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	図表 2-4-31	 コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入状況
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H17.4.1

（校）

学校運営協議会を設置している学校数

（幼稚園115，小学校2,300，中学校1,074，義務教育学校24，中等教育学校1，高等学校65，特別支援学校21）

学校運営協議会を設置している
学校の割合（小・中学校，義務教育学校）
【設置率】※
　20%以上
　10%以上20％未満
　 5%以上10％未満
　 5%未満
　設置なし

※沖縄県は地図を拡大しています。

全国の11.7％の小・中学校，義務教育学校
（3,398校）がコミュニティ・スクールを導入

→ 第2期教育振興基本計画における目標
（公立小・中学校の1割：約3,000校）を達成！

※母数は平成29年4月1日調査で，各教育委員会
から報告があった学校数。

46都道府県内  　　　　　（平成29年4月1日現在）3,600校3,600校

※ここでいうコミュニティ・スクールは，「地方
教育行政の組織及び運営に関する法律」第47
条の6に規定された学校運営協議会が置かれた
学校を指す。

コミュニティ・スクールを導入している学校設置者数：11道県367市区町村

コミュニティ・スクールを導入
している学校設置者の割合

【設置率】
　50%以上
　30%以上
　20%以上
　10%以上
　10%未満
　設置なし

※沖縄県は地図を拡大しています。
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全国の21.1％の学校設置者が
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※太枠は，所管の学校（高等学校・特別支援
学校等）にコミュニティ・スクールを導入
している道県

	第16節	 	少子化に対応した活力ある学校づく
りの推進

学校教育においては，児童生徒が集団の中で，多様な考えに触れ，認め合い，協力し合
い，切

せっ

磋
さ

琢
たく

磨
ま

することを通じて一人一人の資質や能力を伸ばしていくことが重要であり，
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小・中学校では一定の集団規模が確保されていることが望まれます。そのため，文部科学省
では「学校教育法施行規則」及び「義務教育施設費負担法施行令」に基づき，公立小・中学
校の適正規模を12学級から18学級とし，適正配置については通学距離を小学校 4㎞以内，
中学校 6㎞以内としています。
少子化の流れを受けて，この10年で公立小・中学校数はその 1割に当たる約3,000が減少
するとともに，標準規模に満たない学校が約半数存在しているのが現状です。今後，少子化
の更なる進展により，学校の小規模化に伴う教育的デメリットの顕在化が懸念されていま
す。一方，統合が困難な地理的特性や地域コミュニティの核としての学校の重要性への配慮
も求められています。

1 公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引
文部科学省では，市区町村の様々な取組を総合的に支援する一環として，学校統合により
魅力ある学校づくりを行う場合，小規模校のデメリットの克服を図りつつ学校の存続を選択
する場合，一旦休校とした学校を再開する場合のそれぞれの場合の検討に際しての基本的方
向性や考慮すべき要素，留意点等をまとめた「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等
に関する手引」を平成27年 1 月27日に公表し，全国の都道府県に通知するとともに，文部
科学省ウェブサイトで公表しました＊30。
各市区町村において，少子化に伴う学校の小規模化という課題に正面から向き合い，地域
コミュニティの核となる魅力ある学校づくりが主体的に検討されることが期待されます。

2 学校規模の適正化及び少子化に対応した学校教育の充実策に関
する実態調査の概要

文部科学省においては，平成26年に引き続き，28年 5 月に全ての地方公共団体を対象に，
「学校規模の適正化及び少子化に対応した学校教育の充実策に関する実態調査」＊31を行いま
した。
その結果，8割以上の市区町村が域内の小・中学校の適正規模に課題があると認識してい
ることが明らかとなる一方で，そのうち課題解消への検討の予定が立っていないと回答した
市区町村が42％に上っています。

3 少子化に対応した活力ある学校づくりの推進
文部科学省においては，「経済財政運営と改革の基本方針2015」に盛り込まれた「経済・
財政再生計画」にのっとり改革を着実に推進するため，個別政策ごとに進捗状況及び今後の
取組の進め方等を取りまとめた最新の改革工程表に基づき，平成30年度中に「学校規模の
適正化及び少子化に対応した学校教育の充実策に関する実態調査」を実施し，学校の小規模
化について検討を着手している地方公共団体の割合を再度把握することとしています。
このため，市区町村の主体的な検討や具体的な取組をきめ細かに支援するため，引き続
き，統合による魅力ある学校づくりや，統合困難な地域における教育環境の充実の取組モデ
ルを創出するための調査研究を実施するとともに，その好事例を分析し，各地方公共団体に
発信していきます。

＊30	参照：http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2015/07/24/1354768_1.
pdf

＊31	参照：http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tekisei/__icsFiles/afieldfile/2017/04/03/1384138_1.pdf
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	図表 2-4-32	 少子化に対応した活力ある学校教育への支援策

閉校

（へき地・離島など）

存続存続

統合統合

再開再開

閉校（休校）

●遠距離通学費補助
●スクールバス・ボート購入費補助
　平成27年度より補助対象額引上げ（約500万円→約740万円）
　◆へき地児童生徒援助費等補助金2,313百万円（2,518百万円）

地域コミュニティの維持・強化 通学の支援

少子化に対応した活力ある学校教育への支援策

その他の支援

知見や事例の普及

●コミュニティ・スクールや地域学校協働活動などを通じた
　学校を核とした地域力強化の推進
　◆学校を核とした地域力強化プラン6,475百万円（6,932百万円）

○廃校の有効活用への支援
○文化・スポーツなど地域振興のための事業の紹介

学校統合による魅力ある学校づくり
●施設整備補助　※（ ）内は補助率（原則）
平成26年度までは，学校統合に伴う新増築
（1/2）や既存施設の改修（1/3）への補助
→改修について，既存施設を活用した学校統
廃合の整備に係る補助制度（1/2）を平成27
年度より創設
◆公立学校施設整備費68,194百万円の内数
　（69,013百万円の内数）

●教員定数の加配
平成28年度より加配期間を延長（統合前1年
～統合後2年→統合前1年～統合後5年）
◆教員定数の加配措置400人→440人

●学校統合を行う場合の教育環境充実策の検討
◆少子化・人口減少社会に対応した活力ある学校教育推
　進事業【再掲】35百万円（37百万円）

小規模校を存続させる場合の
教育活動の高度化

●小規模校のメリットを最大化し，デメリット
を最小化する方策の検討
◆少子化・人口減少社会に対応した活力ある学校教育推
進事業【再掲】35百万円（37百万円）

●小規模校への教員定数の加配
◆教員定数の加配措置55人→65人

休校している学校の再開支援
●施設の大規模改造・長寿命化改良への補助

◆公立学校施設整備費【再掲】68,194百万円の内数（69,013百万円の内数）
●スクールバス・ボート購入費補助

◆へき地児童生徒援助費等補助金【再掲】2,313百万円（2,518百万円）
○学校再開に関する文部科学省の相談窓口のワンストップ化

（注）金額は平成30年度予算の額。（ ）内は平成29年度予算額。●は予算面での支援を，○は予算を伴わない支援を示す。

○「公立小・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」
　の策定・周知
●統合プロセスや統合後の教育活動について指導・助言
　（アドバイザーの活用など）
●モデル事例の創出・分析・周知
　◆少子化・人口減少社会に対応した
　　活力ある学校教育推進事業35百万円（37百万円）

	 第17節	 	幼児・児童・生徒に対する経済的支
援の充実

1 小学校就学前教育段階における経済的支援
文部科学省では，幼稚園の入園料や保育料に関する経済的負担を軽減する就園奨励事業を
実施している地方公共団体に対して，幼稚園就園奨励費補助金によって所要経費の一部を補
助しています＊32。

＊32	参照：第 2部第 4章第13節
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2 義務教育に係る教育費負担軽減
義務教育段階では，国公立学校の授業料，国公私立学校の教科書が無償となっています
が，これら以外にも学校生活を送るためには多くの費用が必要です。例えば，「平成28年度
子供の学習費調査」によると，学用品費・遠足費・修学旅行費などの学校教育費や給食費な
どは，それぞれ公立小学校で年間約10万円と，公立中学校で年間約18万円となっています。
このような費用を負担することが困難な児童生徒の保護者を経済的に支援するために，市
町村が行う就学援助制度があります。
就学援助制度とは，「学校教育法」の実施義務に基づき，各市町村が，経済的理由により
小・中学校への就学が困難と認められる学齢児童生徒の保護者に対して，学用品の給与など
の援助を行う制度です。就学援助制度の対象者は，「生活保護法」に規定する要保護者と，
これに準ずる程度に困窮していると認められる準要保護者となっています。
就学援助を受けている児童生徒の割合は依然として高止まり傾向にあり，就学援助制度の
重要性はますます高まっています。平成29年 3 月には，「新入学児童生徒学用品費等」の予
算単価をほぼ 2倍に増額するなどの見直しを行い，さらに，小学校等についても「新入学児
童生徒学用品費等」を入学前に支給できるよう要綱の改正を行いました。なお，就学援助制
度は市町村において実施されるものですが，要保護者に対する就学援助に係る所要の経費に
ついては，国が補助を行っています。また，要保護者に準ずる程度に困窮していると認めら
れる準要保護者の就学援助に関する所要の経費については，地方財政措置が講じられていま
す。
平成30年10月に予定されている生活保護基準の見直しによる影響への対応については，
30年 1 月19日の閣僚懇談会の場で，他の制度に影響ができる限り及ばないように対応する
ことを基本とする政府の方針が示されました。就学援助制度についても，政府の対応方針を
十分に踏まえ，生活保護基準額が減額される場合は，できる限り影響が及ばないよう，適切
に対応していく予定です。
また，平成29年度から33年度までの 5年間，私立学校に通う年収400万円未満の世帯に
属する児童生徒について，原則として年額10万円の授業料負担の軽減を行いつつ，義務教
育において私立学校を選択している理由や家庭の経済状況などについて実態把握のための調
査を行うため，「私立小中学校に通う児童生徒への経済的支援に関する実証事業」を開始し
ました。

3 高等学校段階に係る教育費負担軽減
高校生等の修学支援として，まず，高等学校等の授業料を高等学校等就学支援金（以下，

「就学支援金」という。）により支援しています。
就学支援金は，国公私立を問わず，市町村民税所得割額が30万4,200円（年収約910万
円＊33）未満の世帯の生徒で，受給資格＊34を認められた者には，公立高校の授業料相当の年額
11万8,800円が就学支援金として支給されています。また，私立高校等に通う生徒の場合は，
世帯所得に応じて最大2.5倍（年額29万7,000円）まで加算した額が支給されています。平
成29年12月 8 日に閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」には，消費税使途変更後
の32年度までに，現行制度の平年度化等に伴い確保される財源など，政府全体として安定

＊33	市町村民税所得割額は両親の合算。平成30年 7 月以降分の支給については，道府県民税所得割額と市町村民税所得割
額とを合算した額が50万7,000円未満の世帯が対象。また，年収は両親のうちどちらか一方が働き，高校生 1人，中学生 1人
の 4人世帯の場合の目安。

＊34	高等学校等に在学し，日本国内に住所を有する者で，①高等学校等を卒業又は修了していない者，②高等学校等に在学
した期間が通算して一定期間を超えない者（全日制の場合36月）。
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的な財源を確保しつつ，家庭の経済状況にかかわらず，幅広く教育を受けられるようにする
観点から，年収590万円未満世帯を対象とした私立高等学校授業料の実質無償化を実現する
旨が盛り込まれました。
また，低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減するため，高校生等奨学給付金により
支援をしています。平成29年度は，非課税世帯における給付額の増額など制度の充実を図っ
たほか，新たに中学 3年生向けのリーフレットを作成して全中学校に配布し，さらなる周知
と活用促進に向け取り組みました。

	図表 2-4-33	 高校生等奨学給付金の給付額（平成29年度）

給付対象
給付額（年額）

国公立 私立
生活保護受給世帯【全日制・通信制】 32,300円 52,600円
非課税世帯【全日制等（第 1 子）】 75,800円 84,000円
非課税世帯【全日制等（第 2 子以降）】 129,700円 138,000円
非課税世帯【通信制】 36,500円 38,100円

このほか，高等学校等を中途退学した者が再び学び直す場合に就学支援金の支給期間を超
えても継続して支援することや，保護者等の失職・倒産などの家計急変により収入が激減し
た場合の支援，在外教育施設の日本人高校生への支援等も行っています。
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